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はしがき 

 

本報告書は、日本国際問題研究所が受託した発展型総合事業「インド太平洋における法

の支配の課題と海洋安全保障カントリー・プロファイル」の国際法研究会（国際ルール検

討グループ）の 2016年度の最終報告です。 

この研究会は、インド太平洋地域の領土や海域をめぐって法の支配が揺らぐ中、日本が

安定した国際環境を創出し、海における「法の支配 3原則」を実現するための課題につい

て、法的側面から分析を行うこと、また、地域研究会との学際的な交流を通じて、多角的

な観点から海洋安全保障研究を行う人材育成を図ることを目的としています。人材育成面

では、昨年度に続き 2016 年 8 月、21 名の大学生、大学院生、実務家を対象に、地域研究

と国際法、双方の内容をバランスよく取り入れた海洋安全保障講座を開講いたしました。 

日本の領土をとりまく状況が厳しさを増すなか、領土、領海、領空及びこれらに付随す

る空間における「法の支配」の内容や軍艦・公船の法的地位について精査する必要性が高

まっています。本年度、国際法研究会では、南シナ海をめぐる中比国際仲裁裁判の裁定に

関する法的評価、海洋境界の画定をめぐる法的な諸問題等について詳細な検討を行いまし

た。この報告書は、国際法・国際海洋法の分野の専門家による知見と 2 年間にわたる議論

の積み重ねが反映された研究成果です。 

なお、ここに表明されている見解はすべて個人のものであり、当研究所の意見を代表す

るものではありませんが、このような研究成果は、わが国の政策形成にとって有益な貢献

となるものと確信しています。 

本研究に真摯に取り組まれ、報告書の作成にご尽力いただいた執筆者各位、ならびにそ

の過程でご協力いただいた関係各位に対し、改めて深甚なる謝意を表します。 

 

平成 29年 3月 
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はじめに 

 

中谷 和弘 

 

国際法研究会は、２年目である 2016 年度には、以下のように合計６回の研究会合を開

催した。なお、第４回は、南シナ海仲裁裁判について、この主題に造詣の深い３名の有識

者にゲスト・スピーカーとして報告を頂いた。 

 

「国際法研究会」（国際ルール検討グループ） 
平成２８年度会合一覧 

 

第 1 回 4 月 15 日(金) 年間スケジュールの確認 

第 2 回 6 月 24 日(金) 
坂巻 静佳 委員：「大陸棚限界委員会の勧告に基づく限界設
定前の延長大陸棚の法的地位」 

  
許 淑娟 委員：「200海里以遠における海洋境界画定に関する
判例研究」 

第 3 回 8 月 3 日(水) 
石井 由梨佳 委員：「東南・南アジア地域における薬物取引
及び人身取引の規制と海上法執行について：移民阻止（Migrant 
interdiction）を巡る問題を中心に」 

  鶴田 順 委員：「東シナ海の海洋生物資源管理の現状と課題」

第 4 回 9 月 7 日(水) 
柳井 俊二・国際海洋法裁判所判事：「今次の国際仲裁判断に
寄せて」 

  
河野 真理子・早稲田大学教授：「南シナ海をめぐる中比国際
仲裁裁判の裁定概要」 

  
奥脇 直也・明治大学教授：「今次の国際仲裁判断の評価・コ
メント」 

第 5 回 10 月 7日(金) 
中島 啓 委員：「南シナ海仲裁判断の検討：歴史的権利およ
び海洋地勢の法的地位」 

  
西本 健太郎 委員：「南シナ海仲裁判断の検討：中国の活動
に対する判断」 

第 6 回 12 月 9日(金) 
児矢野 マリ 委員：「海底鉱物資源探査・開発活動と環境保
全―環境影響評価(EIA)をめぐる国際規範の発展動向と日本の
現状・課題」 

  
堀口 健夫 委員：「ロンドン海洋投棄条約体制における「配
置(placement)規定の意味：気候変動の緩和を目的とする活動
に対する国際規制の展開を手がかりとして」 

 

検討した課題は、この一覧表からもわかるように多岐にわたるが、2016年度に特に注目

されたのは 7 月 12日に南シナ海問題の仲裁判断が判示されたことであり、国際法研究会の
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主たる検討課題も同仲裁判断をめぐるものとなった（第４回及び第５回）。 

 同仲裁判断は、裁判管轄権及び受理可能性を積極的に認めて本案判断に進んだという

手続的な面でも注目されるが、実体判断としては、次のような判断をした。①国連海洋法

条約によって中国が主張する歴史的権利と九段線はいわば「上書き」され、「既得権」だと

して主張することはできないとした、②同条約 121条にいう「島」に該当するための基準

として、「人々の安定的なコミュニティー」又は「外部の経済に依存せず純粋に採取的でな

い経済活動」を維持できることを挙げ、南沙諸島における高潮時に水面上にある地形はす

べて、排他的経済水域又は大陸棚を有しない「岩」であって「島」はないと判示した、③

南シナ海での中国の行動を次のように国際法違反であると判示した（a.フィリピンによる

EEZ での漁業を禁止し、またフィリピンの許可なしにミスチーフ礁での構築物・人工島を

建設したことでフィリピンの排他的経済水域及び大陸棚に関する主権的権利を侵害した。

b.フィリピン漁民によるスカボロー礁へのアクセスを禁止したことでフィリピン漁民の伝

統的な漁業権を侵害した。c.大規模な埋め立て及び人工島建設により脆弱な生態系及び絶

滅危惧種の生息地を保全・保護を義務とする同条約 192-194 条に違反した。d.フィリピン

船舶がスカボロー礁に接近するのを阻止しようとしたことで衝突の重大な危険を創出し同

条約 94条及び海上衝突予防国際規則条約に違反した）。 

同仲裁判断は、特定国の海洋分野での野心的な行動に対してこれまでで最も詳細な判断

を行ったものであり、国際社会における法の支配にとって画期的な意義を有するものであ

る。本仲裁判断は、法的拘束力を有するものであるため、同判断を履行しないと中国は国

際法に違反することとなる。人工島建設の即時中止や九段線の撤回をはじめとする行動を

とることが中国の国際法上の義務となっている。当事国間で仲裁判断の履行に関連して外

交交渉するに際しても、判断の大枠を逸脱するものであってはならない。ましてや、海洋

の有する普遍的な価値ゆえに、フィリピンと中国以外の諸国も純粋な第三者では全くなく、

直接的な利害関係を有する国家として、仲裁判断の誠実な履行を求める正当な利益を有す

る。なお、「島」の基準については、国家実行を正しく反映したものといえるか疑義がある

ため、今後の国家実行の集積や別の国際裁判例をなお待つ必要があろう。 

2014年 5月 30 日の アジア安全保障会議（シャングリラ・ダイアローグ）において安倍

首相が示した「国家は、①自国の主張を国際法に基づいて明確に行わなければならない、

②自国の主張を通すために力や威圧を用いてはならない、③紛争を平和的手段によって解

決するよう努力しなければならない」という「海洋における法の支配 3原則」は、国際法

上は当然のことを指摘したものだが、当然のことを守らず、海洋において「力による現状

変更」を進める国家が現存する以上、今日とりわけ重要な意義を有するものである。.国際
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法においては「法の支配」を特に強調する必要のある分野はまさに海洋である。中国の野

心的行動と南シナ海仲裁判断はこの点を如実に示すものであったといえよう。 

2002 年に ASEAN 諸国と中国の間で合意された南シナ海行動宣言（DOC)との関連で言

えば、DOC は法的拘束力を有しないものの、南シナ海における中国の行動は DOC に違反

している。例えば、米国軍艦の航行に異議を唱えることは航行の自由の尊重等をうたった

3 項に反し、また人工島を建設して居住環境を整えることは無人の島や岩礁等に居住する

活動を控えること等をうたった 5項に反している。今後、拘束力を有する南シナ海行動規

範（COC)を作成するにあたっては、「海洋における法の支配」という観点から本仲裁判断

を参考にして、その内容と齟齬しないよう留意することが求められよう。 

その他の主題として、本研究会では、２００カイリ以遠のいわゆる延長大陸棚問題（第

２回会合）、海上からの難民・移民への対応のあり方（第３回会合）、海洋生物資源管理（第

３回会合）、海洋環境保護（第６回会合）を扱った。各々の詳細は各委員の報告書をご覧頂

きたいが、海洋の問題は多岐にわたり、その中の特定の主題はそれ自身として自己完結せ

ず、他の主題とも密接にリンクしている。このことは、例えば、南シナ海仲裁判断では海

洋環境問題が海洋安全保障と密接に結びついていること、既にイタリア等の南欧諸国が経

験しているように海上難民の問題は人権問題であると同時に安全保障問題でもあることか

らも明らかであろう。linkage politics という古典的用語は海洋についても当然にあてはま

るのである。 

海域との関係では、本研究会の主たる対象は、東シナ海及び南シナ海をはじめとする東

アジア及び東南アジアの海域であった。インド洋については、第１年目である 2015年度に

チャゴス諸島海洋保護区に関する仲裁判断（モーリシャス対英国）を検討した。その他、

2016 年 8 月 26 日に開催した海洋安全保障講座において私自身がふれたホルムズ海峡の日

本にとっての死活的重要性をここで再確認しておきたい。輸入石油の大半を中東に依存し、

その大半が同海峡を通航するタンカーによって輸送されるという事実に加えて、alternative 

route がないこと（この点はマラッカ海峡との大きな相違である）は、ホルムズ海峡を世

界で最も重要な海域と言っても過言ではないものとしている。さらに、沿岸国であるイラ

ンもオマーンもホルムズ海峡を国際海峡とは認めておらず領海だと主張していること、及

び中東という紛争多発地域に所在していること、さらにイランとサウジアラビアが 2016

年１月に外交関係を断絶したこと、米国の対イラン政策がトランプ新政権の下で変更する

可能性が大きいこと等に鑑みると、ホルムズ海峡はまさに chokepoint であり、同海峡の通

航はいつ阻害されても不思議ではないと言わざるを得ない。 

ロバート・カプランは『インド洋圏が世界を動かす』（合同出版）の中で、インド洋諸
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国の戦略的重要性を説いた。日本の海洋安全保障にとっても、東アジア諸国及び東南アジ

ア諸国との関係のみならず、オマーン、パキスタン、インド、スリランカ、モルジブといっ

たインド洋諸国との関係も非常に重要であり、これらの諸国との海洋分野での対話や

capacity building を一層強化することが望まれる。とりわけオマーンは、ホルムズ海峡の沿

岸国であるという地政学的に最も重要な位置を占めているのみならず、地域紛争の仲介役

もつとめてきた穏健で安定した国家でもあるため、関係の強化が日本外交にとって極めて

重要である。また、中国企業がスリランカやパキスタンの港湾を租借するという動きもあ

り、中国のインド洋における今後の動向を注視する必要がある。 

 

2016年度の研究のまとめをかねて、2017年 2月 20日に JIIA フォーラムを開催し、米国

からポール・ライクラー弁護士を招聘して、「南シナ海における公正で恒久な平和の実現に

向けて」と題する講演をして頂いた。ライクラー弁護士は様々な国際裁判における訴訟当

事国の弁護人として世界的に著名であり、フィリピン対中国の南シナ海仲裁裁判において

フィリピン側の弁護人としてフィリピンの勝訴に多大の貢献をした。海洋分野での法の支

配における国際裁判の役割を再認識するのみならず、国際裁判の実態と訴訟戦略のあり方

を考える上でも貴重な講演であった。 

 

なお、１年目である 2015 年度には、以下のように合計６回の研究会合を開催した。同

年度の研究会合での報告に基づく論考の一部は既に 2015年度の報告書に掲載され、残余の

ものは本報告書に掲載されている。 
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「国際法研究会」（国際ルール検討グループ） 
平成２７年度会合一覧 

 

開催月日 テーマ、報告者 

第 1 回 6 月 4 日(木) プロジェクトの趣旨説明と年間スケジュールの確認 

第 2 回 8 月 7 日(金) 
「海上信頼醸成措置と国際法 ― 行動基準を中心に」 
石井 由梨佳 委員 

    
「排他的経済水域における軍事的活動」 
坂巻 静佳 委員 

第 3 回 9 月 25 日(金) 
「日中漁業協定の暫定措置水域等について」 
鶴田 順 委員 

    
「南シナ海における中国の活動の法的評価」 
西本 健太郎 委員 

第 4 回 11 月 27 日(金) 
「チャゴス諸島海洋保護区に関する国連海洋法条約付属書
VII に基づく仲裁判断（モーリシャス vs. イギリス）」 
西元 宏治 委員 

第 5 回 12 月 25 日(金) 
「南シナ海の埋立・資源開発と環境保全 ― 国際法の観点か
ら」 
児矢野 マリ 委員、堀口 健夫 委員(共同報告） 

第 6 回 1 月 29 日(金) 
「南シナ海に関する中比仲裁裁判管轄権判決の評価」 
西本 健太郎 委員 
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第１章 大陸棚限界委員会による勧告前の延長大陸棚の法的地位 

 

坂巻 静佳 

 

Ⅰ はじめに 

 国連海洋法条約（以下、UNCLOS と略す）は、その 76 条 8 項において、沿岸国が 200

海里以遠の大陸棚（以下、延長大陸棚とする）について主権的権利を取得するための一定

の手続を規定した。同条によれば、延長大陸棚に対する主権的権利を取得することを希望

する沿岸国は、まず、「大陸棚の限界に関する委員会」（the Commission on the Limits of the 

Continental Shelf : CLCS）に大陸棚の限界に関する情報を提出しなければならない。CLCS

は、沿岸国からの申請を受けて、大陸棚の外延の限界の設定について申請国に勧告を行う。

そして、CLCS から出された勧告に基づいて沿岸国が大陸棚の限界を設定すると、その限

界は「最終的なもの」となり、かつ「拘束力を有する」ことになる。この手続は、同 76

条 4 項以下に規定される大陸棚の幅に関する複雑な基準の適用を支援するために挿入され

たものである。 

 CLCS による検討には一定の時間がかかるところ、起草時に想定していたよりも多くの

申請が寄せられ
1
、2017 年 1 月現在、沿岸国が CLCS に申請をしてから勧告が出されるま

で、平均して 2 年以上の時間がかかる事態が生じている。その結果、沿岸国の基線から 200

海里以遠の多くの海底において、沿岸国の延長大陸棚であるのか、はたまた深海底（the Area）

であるのか、海域の性格が定まらない状況が継続している。 

 そこで本稿においては、沿岸国が CLCS に申請を付託後、勧告に基づき延長大陸棚の限

界を設定する以前の、延長大陸棚の法的地位について取り上げることとする。具体的には、

沿岸国は、CLCS に申請を付託後、CLCS から勧告を受領する前に、200海里以遠の大陸棚

において主権的権利を行使することができるのか、また、国際海底機構（International Seabed 

Authority：ISA）に、CLCS への申請の対象となっている海底を含む区域について概要調査

（prospecting）又は探査（exploration）の申請が提出された場合、ISA はどのように対処し

うるか検討する。まず前提として、延長大陸棚の限界の設定に関する UNCLOS の条文を概

観し（Ⅱ）、そこで CLCS の果たしている役割を確認する（Ⅲ）。その上で、CLCS に申請

後・勧告前の当該海域の法的地位について検討することとする（Ⅳ）。 

 本稿においては、大陸棚の限界設定、つまり大陸棚と深海底との間の境界設定（delineation）

のみを検討の対象とする。沿岸国と第三国の大陸棚が重複する場合の境界画定（delimitation）

は対象としない
2
。 
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Ⅱ 国連海洋法条約における大陸棚の限界設定 

 UNCLOS は、沿岸国に一律 200 海里の大陸棚に対する権原を付与するとともに、CLCS

に申請し、その勧告に基づいて限界を設定することによって、それ以遠の大陸棚に対して

も権原を有することを認めた（１）。しかし 2017 年現在、CLCS から勧告を得るには多大

なる時間がかかる状況にある（２）。また、CLCS は、紛争がある場合は紛争の全当事国の

同意がなければ検討を回避する等しており、この状況が継続する限り、大陸棚のすべての

限界の最終的な確定にはかなりの時間がかかることが見込まれる（３）。 

 

1 延長大陸棚とその限界の設定 

 UNCLOSの採択以前、大陸棚の限界の一部は永遠に未確定な状態に留め置かれていた
3
。

1958年大陸棚条約は、その 1条において、同条約の適用上、大陸棚を「水深が 200m まで

のもの、又は水深がその限度を超える場合には、上部水域の水深が前記海底区域の天然資

源の開発を可能にするところまでのもの」と定義した。海底区域の天然資源を開発できる

範囲は科学技術の進歩とともに拡大していくため、水深が 200m を超える場合、沿岸国の

大陸棚の限界は漸進的に延長されていくこととなった。 

 UNCLOS は 76条 1項で、沿岸国の大陸棚を、「その領土の自然の延長をたどって大陸縁

辺部の外縁に至るまでのもの又は、大陸縁辺部の外縁が領海の幅を測定するための基線か

ら 200海里の距離まで延びていない場合には、当該沿岸国の領海を越える海面下の区域の

海底及びその下であって当該基線から 200海里の距離までのもの」と定義し、沿岸国は少

なくとも基線から 200海里の大陸棚に対して、天然資源の開発等のための主権的権利を行

使することができることを確定した（同 77 条 1 項等）。 

 そして基線から 200海里以遠の大陸棚の限界については、UNCLOS76 条 4項にその設定

のための複雑な基準をおいた。 

 

4 (a) この条約の適用上、沿岸国は、大陸縁辺部が領海の幅を測定するための基線か

ら 200 海里を超えて延びている場合には、次のいずれかの線により大陸縁辺部の

外縁を設定する。 

(i) ある点における堆積岩の厚さが当該点から大陸斜面の脚部までの最短距離の

1％以上であるとの要件を満たすときにこのような点のうち最も外側のものを

用いて 7の規定に従って引いた線 

(ii) 大陸斜面の脚部から 60 海里を超えない点を用いて 7 の規定に従って引いた

線 
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(b) 大陸斜面の脚部は、反証のない限り、当該大陸斜面の基部における勾配が最も

変化する点とする。 

 

ここで参照される同 7 項は、延長大陸棚の限界線は「経緯度によって定める点を結ぶ 60

海里を超えない長さの直線」によって引かなければならないと規定する。そして、この基

準に従って引いた大陸棚の限界線は、基線から 350海里を超えたり、2500m の水深を結ぶ

2500m 等深線から 100海里を超えたりしてはならないとされている（同 5項）。 

 UNCLOS は、この複雑な基準に基づく大陸棚の限界の設定を機能させるために、地質学、

地球物理学又は水路測量学の専門家からなる「大陸棚の限界に関する委員会」（CLCS）が

（同附属書Ⅱ第 2条）、沿岸国の申請に基づいて当該基準を適用するという画期的な手続を

確立した
4
。76条 8項は、200海里以遠の大陸棚の限界の設定を希望する沿岸国に対しては、

CLCS に大陸棚の限界に関する情報の提供することを、CLCS に対しては、延長大陸棚の限

界の設定に関する事項について沿岸国に勧告を行うことを義務づける。そしてその上で、

沿岸国によってその勧告に基づいて設定した延長大陸棚の限界は、「最終的なものとし、か

つ、拘束力を有する」とした。 

 

2 延長大陸棚の限界設定の現状 

 2017年 1月現在、申請して CLCS から勧告を受け取るまでには極めて長い時間がかかる

状況にある。2016 年 10月 28日までに、CLCS に対して 77の申請があった
5
。2001 年にロ

シアが CLCS に最初に申請を付託して以来およそ 16 年が経過したが、CLCS はこの間 26

の勧告を出したにとどまる。直近では、2015年にパキスタンに対して、2016年 3 月にアル

ゼンチンとアイスランドに対して、同年 8月にウルグアイとクック諸島に対して勧告を出

したが、パキスタンに勧告を出すまでには 5年 10 か月余り、アルゼンチンとアイスランド

に勧告を出すまでには 6 年 10か月余り、ウルグアイとクック諸島に勧告を出すまでには 7

年 4か月余りの時間がかかっている。CLCSへの申請付託から勧告を得るまでの時間は徐々

に延びてきており、現在申請を付託している諸国が勧告を得るまでにはかなりの時間がか

かることが予測される。しかも、UNCLOS の附属書Ⅱの 6条 3 項によれば、出された勧告

を受け入れがたい場合、沿岸国は CLCS に再度申請し直すほかない
6
。 

 さらに、2017 年 1 月現在、将来の付託を前提とする予備的情報の提供が 10 以上存在す

る
7
。加えて、同附属書Ⅱの 4 条にあるように、CLCS に対する申請は UNCLOS が当該国

に効力を発生してから 10 年以内に提出すればよいので、アゼルバイジャン（2016 年 6 月

16日発効。以下同じ。）、パレスチナ（2015年 1月 2日）、東ティモール（2013 年 1月 8日）、
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エクアドル（2012 年 9 月 24日）、タイ（2011 年 5 月 15日）、ドミニカ共和国（2009 年 7

月 10 日）、リベリア（2008 年 9 月 25 日）といった諸国や8
、米国その他の現在 UNCLOS

に加盟していない諸国が、UNCLOS加盟後に CLCS に申請を提出する可能性がある。すべ

ての国について延長大陸棚の限界が設定し終わるのは、当分先ということである。 

 

3 大陸棚限界委員会による自己抑制 

 加えて、仮に申請したとしても国家は必ず CLCS から勧告を得られるというわけではな

い。CLCS は、手続規則 46 の 1 項で、「向かい合っているか若しくは隣接している国家間

の大陸棚の境界画定に紛争がある場合、又は、陸又は海に関する未解決の紛争がある場合、

情報提供は当該規則の附属書 I に従って･･････検討されなければならない。」と規定し、附

属書 I の 5(a)で以下のように定めた。 

 

5 (a) 陸又は海に関する紛争（a land or maritime dispute）が存在する場合、委員会は、

当該紛争に関わるいずれの国家により提出された申請も、検討したり勘案したり

してはならない。ただし、そのような紛争の当事者たるすべての国が事前に同意

した場合は、委員会は紛争下にある地域における一又は二以上の申請を検討する

ことができる。 

 

 以上の規則によれば、陸又は海に関する紛争があり、その紛争の当事国から CLCS に申

請が出された場合、CLCS は全紛争当事国の同意がない限り検討しないし、当然勧告も出

さないということになる。実際、CLCS は、ミャンマーの申請に対し、附属書 I の 5(a)を援

用した当該申請区域には紛争が存在するとの口上書がバングラデシュより提出されたこと

等を考慮し
9
、当該地域には紛争が存在するが、全関係国の同意がないので、本申請につい

て小委員会を設立することは延期するとした
10
。アルゼンチンの申請に対しても、英国か

ら提出されたフォークランド島等に英国が領有権を有する旨の口上書等を考慮し、「委員会

は、手続規則に従い、紛争下にある申請の部分を検討したり勘案したりすることはできな

い」と決定している
11
。 

 また、申請された大陸棚に関わり紛争があるとの口上書が第三国から提出された場合、

CLCS は、とくに附属書 I の 5(a)を適用することも紛争の存在を認定することもなく、「申

請及び口上書のさらなる検討を延期する（defer）ことを決定した」との判断を示してきた
12
。

日本の申請した九州・パラオ海嶺南部海域に関する勧告については、同じく附属書 I の 5(a)

への言及も紛争の存在の認定もなく、中国及び韓国から提出された、沖ノ鳥島は岩であり、
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同島の法的地位の判断には UNCLOS121 条の解釈が問題になるとの口上書を考慮し、これ

らの口上書で言及された「事項（matters）が解決するまで、CLCS は行動できる立場にな

い（not be in a position to take action）」として、勧告を出すことを控えている
13
。 

 しかし、UNCLOS は陸又は海に関する紛争の存在を判断する権限を CLCS に明示的に付

与しておらず、CLCS にそのような権限があるのか必ずしも明らかではない
14
。またそもそ

も陸又は海に関する紛争が存在する場合に CLCS が検討を延期することは、UNCLOS の規

定上予定されていない。CLCS の手続規則附属書 I の 5(a)は、UNCLOS が CLCS に付与し

た権限を CLCS が自ら制限しているように読める。仮にそうであるとして、CLCS はなぜ

そのような手続規則を採択できるのか、その根拠は明らかとは言い難い
15
。当該条文と

UNCLOS の整合性には疑わしさが残る
16
。 

 CLCS が申請の検討を延期し又はその立場にないとした場合、例えば陸又は海に関する

紛争が存在するとされたのであれば、紛争の当事者たるすべての国が同意するまで、申請

を CLCS で検討してもらうことはできない。容易に想像できることであるが、紛争当事者

たるすべての国の同意を得ることはきわめて困難である。CLCS から勧告を得られないの

であれば、紛争当事者間で延長大陸棚を含めて境界を画定してしまうことも考えられるが、

各国の延長大陸棚の範囲は境界画定合意に至るための重要な要素でありえ、勧告が得られ

ないことにより、当事国間での合意にも至り難いという状況も生み出しうる。仮に境界画

定合意に至れたとしても、その後出された CLCS の勧告により、合意の前提となった延長

大陸棚の範囲に誤りがあったことが明らかになれば、再度合意し直す必要も生じうる。 

 

 以上に示したように、2017 年現在、CLCS に申請を提出しても、いつまでも勧告を得ら

れず、200 海里以遠の大陸棚の範囲が確定しないという事態が生じている。申請を提出し

た国が CLCS から勧告を得るのは、今後もしばらく先になる可能性が高い。しかも申請を

提出しても、必ず勧告を得られるとは限らない。すべての沿岸国が大陸棚の限界を設定し

終えるまでには、かなりの時間がかかることが予測される。 

 

Ⅲ 大陸棚限界委員会の役割 

 CLCS が出すのはあくまでも勧告にとどまるが、勧告に基づき沿岸国によって設定され

ることを通じて、その限界は「最終的」で「拘束力を有する」という意味において、CLCS

は延長大陸棚の限界の設定について重要な役割を果たしているといえる
17
。この点、国際

海洋法裁判所（ITLOS）は、バングラデシュ／ミャンマー事件判決において、沿岸国によ

る延長大陸棚の限界の設定は一方的行為であるが、「その限界の第三国に関わる対抗力
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（opposability）は、76 条に規定される要件の充足、とりわけ、200 海里以遠の大陸棚の限

界に関する情報を委員会に付託する義務の沿岸国による遵守と、当該案件に関する委員会

による勧告の発行に依拠する。」と述べた
18
。 

 ただし、CLCS の手続は大陸棚の限界の設定に関わるものであり、大陸棚の権原に関わ

るものではない。国際司法裁判所（ICJ）は北海大陸棚事件判決において、沿岸国の大陸棚

に対する権利を「自然の延長」の概念に根拠づけ
19
、海洋への陸地の自然の延長を構成す

る大陸棚に対する沿岸国の権利は、「陸地に対するその主権により、事実の故に当然にかつ

原初的に（ipso facto and ab initio）」存在すると述べた
20
。そして、大陸棚に対する主権的権

利は沿岸国の「固有の権利（an inherent right）」であり、その行使のために特別な法手続も

特別な法行為も不要であるとした
21
。ITLOS もバングラデシュ／ミャンマー事件判決のな

かで、前述の指摘に続けて、北海大陸棚事件判決の判示が条文化された UNCLOS77 条 3

項を引用し、大陸棚に対する権原は手続的要件に依拠するものではないことを強調した
22
。 

 さらに ITLOS はバングラデシュ／ミャンマー事件判決において、大陸棚に対する沿岸国

の権利の法的性質は、延長大陸棚についても変わらないことを明言した。ITLOS は、「法

的には、内側の大陸棚と別の延長大陸棚というよりもむしろ、単一の『大陸棚』のみが存

在している。」と述べた上で
23
、基線から 200 海里以遠の大陸棚について、「沿岸国の大陸

棚に対する権原は、陸に対して権原、つまり主権が存在しているとの事実のみから存在」

し、「限界の設定を要するものではない」と判示した
24
。つまり、延長大陸棚の権原の根拠

も陸地に対する主権に依り、延長大陸棚に対する権原も事実の故に当然にかつ原初的に存

在するので、沿岸国は限界を設定する行為なく延長大陸棚に対する権原を有するというこ

とである。それゆえ、延長大陸棚の限界を設定しうるのもあくまでも沿岸国であり
25
、CLCS

はそれに関わる勧告を為しうるにとどまる。 

 以上から明らかであるように、CLCS の役割及び機能は、沿岸国の延長大陸棚の限界を

設定することでも、沿岸国に延長大陸棚に対する権利を付与することでもない。CLCS は

固有の権原の地理的限界を特定する際に重要な役割を果たすが、延長大陸棚に対する沿岸

国の権原は CLCS の手続とは無関係である。沿岸国が CLCS の勧告に基づいて限界を設定

していない期間も、沿岸国は 200 海里以遠の大陸棚に対して権原を有している。CLCS の

勧告に基づき限界を設定するまで、その限界は未確定な状態が継続しているというだけで

ある。このことは、200海里以遠の大陸棚を含む海洋境界画定については、CLCS に申請が

付託されることなく、二国間条約が多数締結されてきたこと等からも裏付けられる
26
。 
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Ⅳ 大陸棚限界委員会の勧告に基づく限界設定前の大陸棚における権利の行使 

 大陸棚の限界設定は深海底の範囲の確定でもあるため、200 海里以遠での活動の法的評

価は、CLCS の勧告に基づく沿岸国による限界設定まで定まらない（１）。それゆえ、沿岸

国より CLCS に申請は提出されたが勧告は出されていないという状況において、沿岸国は

当該海底について何かできるのか（２）、仮に当該海底は深海底であるとの見解に基づいて、

第三国から ISA に深海底における概要調査又は探査の申請が提出された場合、ISA はどの

ようにすべきかが問題になる（３）。 

 

1 大陸棚の限界設定前の 200 海里以遠の活動に関する問題状況 

 大陸棚は深海底とその限界を共有する。沿岸国が CLCS の勧告に基づいて延長大陸棚の

限界を設定すると同時に、深海底の範囲は確定する。両者は境界を共有するものの、

UNCLOS の下で、大陸棚と深海底には全く異なる制度が確立されている。大陸棚に対して

は、77条に規定されるように、天然資源の探査及び開発に関する主権的権利を行使するこ

とが沿岸国に認められている。それに対し深海底については、136 条で「深海底及びその

資源は、人類の共同の財産である。」と規定され、137 条 1項で「いずれの国も深海底又は

その資源のいかなる部分についても主権又は主権的権利を主張し又は行使してはならず、

また、いずれの国又は自然人若しくは法人も深海底又はその資源のいかなる部分も専有し

てはならない。」と定められている。139 条 1 項は、締約国は深海底における活動を第 11

部 133 条以下の規定に適合して行う義務を負うと定め、2 項で第 11 部の義務の不履行に

よって生ずる責任を締約国に課す。 

 つまり、延長大陸棚の限界が設定されるまで、大陸棚と深海底との間の境界は未決であ

り、深海底の範囲は確定しない。その帰結として、200 海里以遠の大陸棚での活動の法的

評価は、CLCS の勧告に基づく沿岸国による限界設定まで定まらない。大陸棚（つまり深

海底）の範囲が未確定の状況において、沿岸国が一方的に当該海底で天然資源の探査又は

開発を実施した場合、その後設定された限界によっては、当該行為は 137条 1項の違反を

構成し、139 条 2 項の下でそれによる損害について責任が発生する可能性がある。また、

沿岸国が限界を設定していない海域について、国家による概要調査の通知又は探査の申請

を ISA が承認し、それに基づいて国家が調査又は探査を実施した後でその海域が延長大陸

棚に含まれることが CLCS の勧告により判明して、その調査又は探査が沿岸国の主権的権

利の侵害を構成することが明らかになる可能性もある。 

 しかし、前述したように、延長大陸棚の限界が設定し終わり、深海底の範囲が確定する

のは当分先となる。このような状況において、沿岸国が、CLCS に提出した申請の対象と
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なっている海底について、天然資源の探査又は開発等を実施したいと考えるのは不自然と

はいえない。また、第三国が ISA に対して、当該海底を含む海域について概要調査又は探

査を申請する可能性も否定できない。では、沿岸国が CLCS に申請を付託後、CLCS の勧

告に基づいて延長大陸棚の限界を設定するまでの間、沿岸国は何ができるのであろうか。

また ISA はどのように判断すればよいのであろうか。  

 

2 沿岸国の実施しうる活動 

 延長大陸棚の限界を設定するまでの間、沿岸国が延長大陸棚に対して何ができるかに関

しては、限界を確定していないことは沿岸国の権原に何ら影響を与えるものではないとし

て、CLCS の勧告が出される前でも、沿岸国は主権的行為を行使できるとする立場がある
27
。

しかし、延長大陸棚は UNCLOS によって創設された制度であるから、延長大陸棚に対する

沿岸国の権原はその特別の制度の枠内で捉えるべきとする考え方もありうる。 

 2017年 1月現在まで、この点について実際に紛争は生じておらず、UNCLOS の解釈につ

いて明確な結論を出すことは困難と言わざるをえない。延長大陸棚制度が UNCLOS により

創設されていること、137 条で深海底又はその資源について主権的権利の行使は禁止され

ていることに鑑みれば、UNCLOS の遵守という観点からは、CLCS が勧告を出すまで、沿

岸国は基線から 200海里以遠の大陸棚について主権的権利の行使を控えるのがもっとも間

違いのない方法であろう。しかし、CLCS の手続及び限界の設定とは無関係に、沿岸国は

大陸棚に対して権原を有しているのであり、CLCS の勧告前に 200 海里以遠の大陸棚に主

権的権利を行使することそれ自体が、慣習国際法又は UNCLOS 上禁止されているとまでは

言えないようにも思われる。 

 実際のところ、200 海里以遠の大陸棚のなかには、海底の形状等により、UNCLOS76 条

4～6項の要件を満たし、沿岸国が権原を有することが、他の海域と比して明白な部分があ

る。ITLOS は、ベンガル湾の海洋境界画定が問題になったバングラデシュ／ミャンマー事

件判決のなかで、延長大陸棚の限界について CLCS で検討がなされる前に ITLOS が境界画

定を実施することを正当化しうる根拠として、「当該区域に大陸棚縁辺部が存在することに

関する重大な不確実性（significant uncertainty）」が存在しないことを挙げた
28
。加えて同判

決は、「本件における限界設定の対象は、深海底からはるか遠くに位置している」と指摘し

ている
29
。同様に評価しうる 200海里以遠の大陸棚に対し、CLCS が勧告を出す前に沿岸国

が主権的権利を行使しても、後にそれが 137条 1 項の違反を構成する可能性は低いと考え

られる。Churchillはこのような考え方を支持し、CLCS への申請から勧告の受領までの間、

「沿岸国は、基線から 200 海里以遠の区域が当該国の延長大陸棚を構成することに『重大
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な不確実性』が存在しない場合に、その海域において大陸棚に関する権利を行使すること

ができる（may）」と述べている
30
。 

 しかし、海底の物理的形状に関し、ベンガル湾はきわめて例外的な事例であり、当事者

も裁判所もその理解を共有していた
31
。同程度に不確実性のない場合はかなり限定されよ

う。また、延長大陸棚を構成することに「重大な不確実性」が存在しないとの沿岸国によ

る一方的評価が、国際裁判の判断と同視されうる根拠は明らかではない。自国が権利を有

すると善意で（in good faith）信じても当該国の権利は創出されえない。沿岸国が延長大陸

棚に対する権原に「重大な不確実性」がないと信じていても、当該海域に主権的権利又は

管轄権を行使することは正当化されない。仮に真に大陸棚縁辺部の存在に「重大な不確実

性」が存在しなくとも、CLCS の調査・検討によりその後その区域が深海底と判断される

ことは当然にありうる。CLCS の勧告受領前の沿岸国による延長大陸棚での主権的権利の

行使は常に、UNCLOS の違反又は他国の主権的権利の侵害を構成し、自国の主権的権利等

を侵害されたとする国家との間で紛争を生じる可能性がある
32
。 

 大陸棚の境界未画定海域と限界未設定海域は、いずれも後に沿岸国の海域になりうる可

能性があるという点において共通していることから、境界未画定海域における権限行使の

考え方を限界未設定海域にも準用しうるかもしれない
33
。境界未画定海域については、エー

ゲ海大陸棚事件 ICJ 判決及びガイアナ／スリナム仲裁判断において、鉱物資源の地震探査

のような、海洋環境に恒久的な物理的変更を生じさせない一時的な性質の活動であれば、

そのような海域においても実施しうると判示されている
34
。この基準に依れば、沿岸国は、

CLCS の勧告受領前であっても、延長大陸棚の権原の存在に「重大な不確実性」があるか

否かを問わず、基線から 200海里以遠の大陸棚の限界未設定海域において、海洋環境に恒

久的な物理的変更を生じさせない一時的な性質の活動は実施しうるといえることになる。 

 しかし、大陸棚の境界未画定海域においては、いずれかの国家が当該海域に対して権原

を有していること自体は確定しているのに対し、大陸棚の限界未設定海域においては、沿

岸国の権原の存在それ自体未確定にとどまる。前者の大陸棚の境界未画定海域における沿

岸国による権限の行使は、沿岸国の大陸棚に対する権原の存在を前提としており、

UNCLOS83 条 3 項の「最終的な合意への到達を危うくし妨げない」義務との関係で相手国

との間で問題となるにすぎない。それに対し、後者の大陸棚の限界未設定海域における沿

岸国による権限の行使は、必ずしも沿岸国の権原の存在を前提としない。沿岸国が権原を

有する大陸棚の範囲は CLCS の勧告が出されるまで最終的には決まらず、勧告受領前の大

陸棚の限界未設定海域における権限の行使は常に、勧告が出された後で、権原無き海域に

おいて実施されていたと判明する危険性を伴う。そして仮にその区域が深海底であるとな
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れば、沿岸国による主権的権利の行使は同 137 条 1 項の違反を構成する。また仮にその区

域が他国の大陸棚であるとすれば、当該他国の主権的権利の侵害を構成する。したがって、

大陸棚の限界未設定海域において沿岸国に権限の行使が認められるか否か、認められると

していかなる行為が認められるかについて、境界未画定海域において沿岸国に認められる

権限行使に関する基準を類推するには、一定の留保が必要と思われる。 

 ただし、深海底において、概要調査はそもそも同一区域内で複数者が実施することが予

定されているので（UNCLOS 附属書Ⅲ「概要調査、探査及び開発の基本的な条件」2 条 1

項(c)）、そこで満たすべき手続を満たしてさえいれば、沿岸国が CLCS の勧告が出される

前に概要調査を実施していた海域が後に深海底であると判明しても、少なくとも

UNCLOS139 条 2 項でいうところの損害は発生していないと判断される余地がある。

UNCLOS附属書Ⅲの 2条 1 項(b)によると、国家が深海底において鉱物資源の概要調査を実

施する際は、UNCLOS及び関連規則等の遵守を保証する書面を ISA に対して提出するとと

もに、ISA に概要調査を実施する場所を通知しなければならない。したがって、国家は、

限界未設定の延長大陸棚で概要調査を実施する前に、ISA に対してこのような保証を提供

するとともに調査場所を通知し、かつ、鉱業規則その他の関連規則に従って調査を実施し

ていれば、後にそこが深海底と判明しても、その調査による国際法違反を回避できる可能

性がある
35
。ただし、Churchill も指摘するように、沿岸国はこの通知その他の行動が予防

的な措置であって、関連する海域の法的地位に影響を与えるものではないことを明示して

おく必要がある
36
。 

 

3 国際海底機構のとりうる対応 

 CLCS に申請が出されたものの勧告は出ておらず、大陸棚の限界も設定されていない海

底を含む区域について、当該海域が深海底であると考える国家より、ISA に対して深海底

に関する概要調査が通知され
37
、又は、探査の申請が提出された場合

38
、ISA はどのように

対処すべきであろうか
39
。「地質学的に、ISA の興味をひく主な天然資源は、潜在的に大陸

棚となる区域の外側で見つかっており、ISA がそのような区域に関心を有する可能性はき

わめて小さい。」との指摘もあり
40
、この問いは理論的なものに過ぎないかもしれないが、

そのような通知又は申請が付託される可能性はないとはいえない。この状況で ISA がとり

うる選択肢は、第 1に、当該海域が深海底か否か明らかではないことに基づき、通知若し

くは申請を却下するか若しくは判断を留保するか、又は、第 2に、当該海域が深海底か否

か考慮することなく、通知若しくは申請について手続を進めるかのどちらかである。 

 UNCLOS の規定ぶりからは第 2 の選択肢の方が適切と考えられる。まず、UNCLOS 上、
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ISA は、大陸棚の限界が設定されていない海域について、それが延長大陸棚であるか深海

底であるかを判断する立場にない。深海底は、同 1 条 1項により、「国の管轄権の及ぶ区域

の境界の外の海底及びその下」と消極的に定義されている。ここで言う「国の管轄権の及

ぶ区域の境界」は延長大陸棚の限界であり、大陸棚の限界を設定できるのは国家のみであ

ることの帰結として、深海底の範囲もまた国家のみが確定しうる
41
。そして ISA は、大陸

棚に限界が設定されているか否か検討し又は考慮する立場にさえない。UNCLOS の下で、

国家により提出された申請を検討して大陸棚の限界を認定し、その設定を支援する任務を

担っているのは、CLCS であって ISA ではない。UNCLOS は ISA にそのような権限を付与

していないし、それをする義務も課していない。鉱業規則（Mining Code）も、概要調査の

通知又は資源探査の申請が提出された場合に、その対象海域の性質を検討する義務を ISA

に課してはいない
42
。ISA の事務局長には概要調査の通知が UNCLOS及び鉱業規則に合致

しているか検討する義務があるが
43
、そこで検討されるのは通知の様式が適切に満たされ

ているかのみである
44
。ISA の法律・技術委員会も、鉱物資源の探査の申請を審査する際

に業務計画案の対象区域の性格を検討することを予定されていない
45
。第 1 の選択肢は、

評価又は判断を回避する前提として、ISA に「対象の海域が深海底か否か」明らかにされ

ているか検討することを求める。以上の UNCLOS その他規則の規定ぶりからは、通知又は

申請の対象海域の法的地位の検討無く手続を進めるとする第 2の選択肢の方が、条文と整

合的と評価できる。ISA に通知又は申請された対象海域の性格の問題は、深海底制度の外

で、概要調査又は資源探査の実施国とその海域を自国の大陸棚であると主張する沿岸国と

の間で、CLCS を利用したりしつつ、紛争の平和的解決の手続を通じて解決されることに

なろう。 

 ISA は概要調査の通知又は資源探査の申請の対象海域が深海底であるか否か判断する権

限をもたないので、ISA によるそれらの受理又は承認は海域の性質についての判断を含ま

ない。ISA の受理又は承認に基づいて限界未設定海域で概要調査又は資源探査を実施した

としても、沿岸国の大陸棚に対する主権的権利を侵害するおそれがある。深海底での活動

を意図する国家は、CLCS の検討状況に関する公開情報や大陸棚の限界の設定状況を検討

することで
46
、その侵害を回避することができるかもしれない。しかし、沿岸国により CLCS

に申請された延長大陸棚の範囲に、沿岸国以外の国が異論のある場合は問題となる。沿岸

国が大陸棚に対して権原を主張する場合と異なり、沿岸国以外の国家が、沿岸国により

CLCS に申請された海域が延長大陸棚であることに「重大な不確実性」がないと予測する

ことは極めて困難である。沿岸国より CLCS に申請が出されている海域で鉱物資源の概要

調査又は資源探査を実施したい国家は、実施前に当該沿岸国との間で協議をもつか、沿岸
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国の主権的権利を侵害するリスクを負って実施するかのどちらかを選択することとなろう。 

  

Ⅴ おわりに 

 CLCS が勧告を出さない限り、沿岸国が大陸棚に対して権原を有する範囲の限界は確定

しないため、CLCS の勧告前に延長大陸棚で実施される鉱物資源の概要調査、探査又は開

発は、たとえそれが実施される海域に「大陸棚縁辺部が存在することに関する重大な不確

実性」が存在しない場合であっても、またそれが海洋環境に恒久的な物理的変更を生じさ

せない一時的な性質の活動であったとしても、UNCLOS の違反を構成する可能性がある。

他方で、UNCLOS76 条 8 項は、沿岸国が CLCS の勧告に基づいて設定することで、その限

界が「最終的」かつ「拘束力を有する」ことになると規定するけれども、勧告が出されれ

ば沿岸国が大陸棚に対して権原を有する範囲は確定するので、それによって大陸棚に対す

る権原が認められた延長大陸棚において沿岸国が主権的権利を行使することは、限界設定

前でも認められる余地があろう。 

 UNCLOS 上、深海底の範囲は、沿岸国による CLCS の勧告に基づく延長大陸棚の限界設

定を通じて確定される。ISA は、限界未設定海域が沿岸国の延長大陸棚か深海底か判断す

る権限をもたず、その過程において何らの役割を果たすことも予定されていない。それゆ

え、鉱物資源の概要調査の通知や探査の申請等の対象区域が深海底か否か明らかではない

場合に、その海域の法的性格を ISA が判断することはできない。そのような状況において

ISA のとるべき対応は、限界設定の問題に触れることなく手続を進めることと考えられる。 

 このとき、大陸棚の限界が明らかでない海域について、国家が ISA に概要調査の通知又

は探査の申請を提出し、ISA の受理を受けて当該海域での調査又は探査を進めたとしても、

その選択の責任を負うのは国家である。CLCS に申請が提出されている海域や CLCS の勧

告で沿岸国の延長大陸棚と認められた海域を除外すれば、沿岸国の権利侵害を回避できる

可能性は高い。しかし、沿岸国が UNCLOS の締約国ではない場合や47
、ここ 10 年以内に

当事国になり CLCS にまだ申請を提出していない国である場合には問題が残る。 
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第２章 ベンガル湾海洋境界仲裁（バングラディシュ＝インド、

2014 年）判決 

 

許 淑娟 

 

はじめに 

本研究の課題は、200 カイリ以遠における海峡境界画定の判例研究の析出および考察で

ある。具体的にはベンガル湾をめぐるバングラデシュ・インド仲裁裁定を、同じくベンガ

ル湾をめぐる判決であったバングラディシュ・ミャンマー事件判決との比較において、分

析する
1
。 

 

１．事実 

2009年 10月、国連海洋法条約（UNCLOS）付属書 VIIに基づく申立がバングラディシュ

よりインドに対して通知されることにより、本件手続きが開始された。インドも管轄権・

受理可能性について争うことなく、Wolfrum（裁判長）、Cot、Mensa（バングラディシュ任

命）、Rao（インド任命）、Shearerの 5名の裁判官によって法廷が構成された。さらに、当

事国の合意に基づき、Grayが水路学専門家（hydrographic expert）として任命された。なお

書面手続きと口頭弁論の間の 2013年 10月 22日から 26日において、仲裁法廷および当事

国の代理人たちは現地調査を行った。その後、口頭弁論を経て、2014年 7月 7日に判決が

下された。 

判決では、ベンガル湾における領海・EEZ・大陸棚（200 海里以内・以遠とも）の両国

の境界画定を行った。EEZ および大陸棚においては黒海海洋境界画定判決で明示された 3

段階方式を用い、ベンガル湾の形状にかんがみて、等距離中間線からの調整が施された。

また、陸の国境線の終点＝海洋境界線の始点も全会一致で決定した。 

ベンガル湾の海洋境界画定交渉は、1970年代にさかのぼる。ミャンマーとインドは等距

離原則に基づく境界画定を望み、バングラディシュは海岸の凹型の形状にかんがみ、等距

離原則に基づく境界画定は衡平でなく、Cut-off効果があることを主張していた。交渉によ

る合意が得られないことから、2009年10月にバングラディシュはインドに対してUNCLOS

のもとの仲裁手続きを開始したものが本件であるが、同日、ミャンマーに対しても仲裁を

申し立てている。しかしミャンマーとの紛争は同年 12 月に ITLOS に移管された。ITLOS

は 2012 年に判決を下したが、インドは、ITLOS への提訴に合意せず、仲裁廷により判断

が行われた。 
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２．判決要旨 

（１）仲裁法廷の管轄権 

仲裁法廷は、まず、両国とも国連海洋法条約の当事国であり、手続選択に関する宣言を

していないことから、仲裁を受け入れることになること、また、陸地の終点に関する管轄

権について両当事国は合意していることを確認した。また、紛争がバングラディシュによっ

て適切に提訴されたかについても、長くに渉った交渉において成果が見られなかったこと

から、283条において求められる要件に応じているという認定した
2
。 

次に、200 カイリ以遠の大陸棚境界画定に関する管轄権であるが、両国とも仲裁法廷の

管轄権には合意している。仲裁法廷は、200 カイリ以遠に対する境界画定に関して判例は

限定的な立場をとっていること、および、大陸棚限界委員会との関連において外縁が決定

されていないことを確認しながらも、バングラディシュ・ミャンマー判決を想起し、大陸

棚限界委員会は外縁確定（delineation）を行い、国際裁判所あるいは法廷は境界画定

（delimitation）を行うという相互補完的な関係にあるとして、本法廷が 200 カイリ以遠の

大陸棚の側面における境界画定に関する管轄権行使を差し控える根拠が見当たらないとし

た。法廷は、76条が単一の大陸棚という概念を体現していることを強調し、200カイリ以

内と以遠の大陸棚において区別は設けられないとする。大陸棚限界委員会はその審査を本

判決が出るまで待つとしており、本法廷が管轄権を行使しない場合、実質的に当事国は大

陸棚に対する権利を享有することができない結果をもたらすとも指摘した3
。 

 

（２）国境線の終点 

海洋境界の始点である陸地の国境線の終点について、当事国は大きく対立した。1947年

Radcliffe裁定（インドとパキスタン間の境界画定）では、Khulna区域と 24Parganas 区域の

境界線を国境線と定めた。区域の境界線は、ベンガル提督の 964 号通知にて、「the midstream 

of the main channel for the time being of the rivers Ichhamati and Kalindi, Raimangal and 

Haribhanga till it meets the Bay」と規定されている。この中流（mainstream）は Radcliffe裁

定に付された付属書 Bに説明のための地図（illustrative map）に点線にて示されている。 

当事国は、andの意味や for the time beingについて、解釈を争った。1947年裁定によっ

て国境が確定されたという立場をとるバングラディシュに対して、インドは demarcation

までその正確な位置は定まっていないという主張を行い、パキスタン政府・インド政府間

の 1951年の書簡交換をその補強証拠として挙げた。また、1957年の Kennedy 司令官によ

る国連への報告書も証拠として挙げられたが、それらの意義について、両国は争っている。

地図については、インドは Radcliffe 裁定に付された地図の意義を強調し、それに対して、
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バングラディシュは、1931年の英国海軍による海図 859に依拠した。バングラディシュは

Radcliffeの地図は説明のための概念図にすぎず、1931年海図がその詳細を補ったものであ

り、その正確性を主張した4
。 

当事国それぞれが主張した中流および湾への流入点に対して、仲裁法廷は、Haribhanga

川の水路の中流が Radcliffe裁定で示された線と判示した（Ichhamatiと Kalindiは Raimangal

に流入し、Raimangalの一部は Haribhangaに流れ込むため）。Bagge裁定によっても、境界

線決定（demarcation）は可能であり、1947 年当時の国境線にて確定されたものを解した。

1951年の書簡は、国家による実行というには事務的なものにとどまるためカウントできず、

Kennedy 報告も詳細なものとは言えないとする。 

法廷は、Haribhanga 河口に閉鎖線を引き、1947 年 Radcliffe Map に示された点線（1947

年時点の中流）との交点を確定。それを現在の地図に移すという方法を取り、国境線の終

点を決定した
5
。 

 

（３）基点の選定と領海の境界画定 

法廷は、領海・EEZ・200 カイリ以内と以遠の大陸棚ではそれぞれ異なる考慮がなされ

ることに留意した（たとえば領海は機能的な水域ではないこと）。当事国もそのような判断

を法廷に求めていた
6
。 

基点に関して、両当事国はそれぞれの沿岸に対して基点を主張した。おおむね島を基点

と主張したが、いくつかは低潮高地にも主張された。基点の選定（とりわけインドが主張

した New Moore Island/South Talpatty）をめぐって、バングラディシュは、気候変動による

海面上昇の可能性とそれに伴う海岸線の不安定性を挙げ、低潮高地の選定は不適当と主張

した（そもそも低潮時も存在が確認できないとも主張）。これに対して、法廷は、「境界画

定時の物理的な現実」（Black Sea）に係わるのであって、将来の海岸線の不確定性を論じ

る必要はないことを述べ、これは国境線における「安定性と終局性」（Preah Vihear判決）

の重要性にも合致するとした7
。 

両当事国は、領海の境界画定の方法について、UNCLOS 第 15 条に基づくという点は一

致をみたものの、「特別の事情」の解釈をめぐって争いがあった。バングラディシュは、衡

平な結果がもたらされる場合は等距離線を用いるが、そうでなければ、他の方式が用いら

れるべきと主張した。それに対して、インドは、基点が設定できず等距離線をそもそも確

定できない場合以外は、等距離線を使うものと主張した。具体的には、バングラディシュ

は、海岸の不安定さとベンガル湾のくぼみを理由に、2 等分線を主張した。インドは、バ

ングラディシュは、中間線から離れる根拠となりうる「特別な事情」を示していないと主
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張した
8
。 

そこで仲裁法廷は、領海の境界画定は、他の機能的水域に比べて国際法上明確に示され

ていることを確認し、現在の海岸線の現実に鑑みて判断すること、領海のような狭い幅に

おいては海岸の形状も大きく影響しないことを論じて、バングラディシュの見解を退けた。 

両当事国の主張の異なる基点は低潮高地に設定されたものであり、現地調査の際には、

波の影響で、基点として主張された低潮高地はいずれも視認できなかった。法廷は、基点

は「海岸におけるもっとも適切な点」であり、「顕著な海岸上の点」でなければならない（黒

海事件判決）として、それら低潮高地を基点として認定せず、それぞれの国の海岸から一

つずつ基点を選択した。その中間点から 171度 40分 32.81秒の角度で伸ばした線を暫定的

中間線とした。基点間の中間点が国境線の終点とずれるため、終点と合わせる調整を行い、

領海境界線を画定した
9
。 

 

（４）領海以遠の境界画定に関連する海岸と区域 

関連する海岸の当事国の主張は以下のとおりである。バングラディシュは海岸線を二つ

のセクターに分け、すべての海岸線が関連する海岸であると主張した。第一のセクターは、

南に面する Ganges-Brahmaputra Delta海岸であり、第二セクターは Kutubdia 島からミャン

マーとの陸の国境線に近い岬までの西側に面する海岸である。総距離は 418.61キロである。

インドは、関連する海岸は、南に面するデルタの海岸と、Sandy Pointまでの西側の海岸を

示し、706.38 キロであると主張した。インドは Devi Point（等距離線を構成する最後の基

点）までが関連する海岸であるとした。 

法廷は、海岸線からの投影が重複する部分を創出する海岸線が関連する海岸であるとし

て、インドの主張を退け、Devi Pointから Sandy Pointまでも含めた。さらに、Andaman 諸

島からの投影もバングラディシュからの投影と重なるということから、Andaman 諸島の海

岸の一部も関連する海岸と認定した。総計して 800キロを超える海岸を関連するものとし

た。両国の海岸の割合は、1対 1.92となる
10
。 

続いて法廷は、200 カイリ以遠の大陸棚を含めて、関連する海岸から投影される部分を

関連する区域として認定した。その区域は、その東側はバングラディシュとミャンマー間

の境界線で区切られ、南側はバングラディシュが大陸棚限界委員会に提出した外縁までと

なる。406,833平方キロメートルとなる11
。  

 

（５）EEZ および 200 カイリ以内の大陸棚の境界画定 312- 

方法論について、法廷は論じた。そもそも、74条・83条によって EEZおよび 200カイ
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リ以内の大陸棚の境界画定が規定されていることで当事国は一致しているが、等距離線方

式が中心的なものであるか、二等分線方式の適用を必要とする状況があるかについて議論

がある。バングラディシュは、海岸線の凹状、不安定性、水面上昇を論拠として、両国の

海岸の二等分線である真南の線を境界線として主張した。インドは、黒海事件で示された

三段階の等距離線／関連事情方式に沿って、いくつかの基点から構成される暫定的等距離

線を示した。 

法廷は、黒海事件で示された境界画定の方法を確認すると同時に、「二等分線方式は等

距離方式の適用が不適切なものとなる要素」（ニカラグア・ホンデュラス事件）がない限り、

等距離線／関連事情方式が望ましく、本件にはそのような要素が見いだせないとした12
。 

 さらに法廷は、領海のための基点に加えて、当事国が主張した基点からさらに 5点（バ

ングラディシュの海岸から 3か所、インド側に 2か所）を選定し、暫定的な中間線を示

した
13
。 

関連事情について、バングラディシュは、海岸の不安定性、海岸の凹状性に加えて、ベ

ンガル湾における漁業への依存度を主張した。 

法廷は、「気候変動に由来するものも含めて、海岸の将来の変動は暫定的等距離線の調

整において考慮されることはない14」と述べる一方で、凹状の主張については、Cut Off効

果を生じる場合には、衡平な結果を達成するために、調整の対象になることを確認した15
。

Cut offについては主張が重複するすべての区域（200カイリ以遠も含む）について効果を

考えるべきであることを確認しつつ、バングラディシュの海岸は明確にくぼんでおり、と

りわけ Prof-3点から南方向で東側に曲がっている部分において Cut Off効果が顕著である

とした（インド海岸の I-2 とバングラディシュの海岸が後退していることによって影響さ

れている部分のこと）16
。 

関連事情によって、バングラディシュは、調整の結果、等距離線は、境界線の始点から

真南にまっすぐ延ばすべきと主張した（二等分線）。これに対してインドは、等距離線を境

界線にすべきと反論した17
。 

仲裁法廷は、「単一の大陸棚（single continental shelf）」という考え方から、200カイリ以

内における調整も 200カイリ以遠の境界画定になることから、次章において論じるとした18
。 

 

（６）200 カイリ以遠の大陸棚の境界画定 

画定方式についてであるが、当事国は 200 カイリ以遠の大陸棚に関して権原付与

（entitlement）を有していることに合意しており、また、それぞれが大陸棚限界委員会に

申請済みである。200カイリ以遠の大陸棚の境界画定も 83条に基づいて行われることにも
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同意している。バングラディシュは、2012年バングラディシュ・ミャンマー事件判決をう

けて、地理的に「最も自然な延長（most natural prolongation）」によって 200カイリ以遠の

大陸棚が権原付与されるという主張を撤回し、当事国の権原付与の外縁は 76条 4項によっ

て決定されることを、および、どちらの当事国も主張が重複している区域において地質学

的・地形学的要素においても優越する権原付与を主張することはないことを受け入れた19
。 

当事国の主張する境界線であるが、バングラディシュは、200 カイリ以遠の大陸棚につ

いてはほとんどの部分が Cut Off されてしまうことから、海岸の凹状性が関連事情である

ことを主張した。また、200カイリ以内において衡平であっても、200カイリ以遠でそうで

あるとは限らないとして、200 カイリを超えた段階で、等距離線を 215 度の角度に曲げる

こと（バングラディシュとミャンマー間の海洋境界線と平行）を主張した。これは、最大

限の距離に至る区域へのアクセスが認められてきたという最大射程（Maximum Reach）原

則に合致するものとした。インドは、200 カイリ以遠に対しても、標準的な等距離／関連

事情方式が用いられるべきと主張し、調整する事情は存在しないとした。大陸棚限界委員

会に申請しなかった部分に対するインドの主張については、そうした申請が境界画定には

影響を与えないし、また、この申請については修正する可能性があることをすでに国連に

伝えていることを論じた20
。  

法廷は、200 カイリ以遠の大陸棚境界画定のために、追加で基点を Devi Point の低潮線

に設定し、暫定的な中間線を確定した。200カイリ以内と同様に、200カイリ以遠の大陸棚

においても、ベンガル湾の凹状性によって暫定等距離線ではバングラディシュの Cut Off

効果が大きいため、と調整が必要と認定した。ただし、バングラディシュが主張した最大

射程原則は否定した21
。 

 

（７）暫定等距離線の調整 

法廷は、等距離線の調整において、バングラディシュに対する等距離線の過度に否定的

な（excessive negative）な帰結を調整する必要があるが、その際には、不合理にインドの権

原付与を侵食しないようにしなければならないとした。 

法廷が調整した境界線は、Point3より、177度 30分の角度で、バングラディシュとミャ

ンマーの境界線への最短線となり、263 カイリに及ぶ。「係争中のすべての区域に関して、

法廷は、インドの権原付与を不合理に制限していない」とした22
。 

 

（８）不均衡性テスト 

調整された境界線によって区切られた区域の比率は、1（バングラディシュ）:2.81（イ
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ンド）となった。海岸線の割合（1:1.92）に比して、「重大な不均衡」は存在しないとした

23
。 

 

（９）グレイエリア 

バングラディシュから 200カイリ以遠であるが、インドからは 200カイリ以内である「グ

レイエリア」が存在することに触れている。法廷は、本境界画定が、インドとミャンマー

の EEZの主張が重なる二つのグレイエリアにおける水柱に対して、インドがミャンマーに

対して有する権利になんら影響を及ぼすものではないとした24
。 

 

３．解説 

（１）本件の課題と特徴 

海洋境界画定の諸判決からみて、本件で留意すべき課題は次の点であった。 

第一は、200 カイリ以遠の大陸棚境界画定である。この点については、序論でも論じた

ように、本仲裁廷は 200カイリ以遠・以内を問わず、大陸棚の境界画定の判断を行った。

これは、同じくベンガル湾のバングラディシュ・ミャンマー事件に引き続き二例目である。

後述するが、バングラティシュ・ミャンマー事件判決と同じ論理構造とベンガル湾の地理

的な状況に支えられて、本件の境界画定の判断がなされた。 

第二は、バングラディシュの海岸線のくぼみの評価問題である。この海岸線の形状が、

関連事情として、暫定等距離線にどのような影響をもたらすのかが課題であった。本件の

海岸線のくぼみは、北海大陸棚事件のそれのように、きわめて典型的な例であり、暫定等

距離線の調整は必須となることについて疑いはなかったが、どのように調整されたかにつ

いて、その透明性・予測可能性については問題なしとしない。 

第三の点は、気候変動による水面上昇と低潮高地に関する評価である。これは、河口が

入り組んでいて海岸線の地形が変わりやすいという従来からもあった論点ではなく、今後

の地球温暖化による海水面上昇を見据えた問題提起であったといえる。低潮高地に基点を

設定することは認められているが、将来、沈みうる可能性にかんがみた場合、基点として

選定することの是非は問われるところである。他方で、境界画定の判断に、予測不可能な

未来の海岸の形状を含むのかという重大な問題も惹起する。 

以上の三点の課題に直面した本仲裁判断の特徴は、バングラディシュ・ミャンマー事件

判決の鏡という点に集約されるだろう。最終的に画定された境界線も対称的ではあるが、

個別の論点における判断において、バングラディシュ・ミャンマー事件判決と同一の判断

を行っている。もう一点、本判断の特徴をあげるならば、現地視察を行った仲裁判断であっ
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たということである。気候変動による影響が本件の課題として挙げたが、裁判官が実際に

現地に行き、海岸の状況、基点、低潮高地について視察を行った稀な例といえる25
。 

 

（２）個別論点 

本件判断の最大の論点は、200 カイリ以遠の大陸棚境界画定について法廷が管轄権を有

するかどうかであった。（１）で論じた通り、本仲裁判断は、ほとんどすべての論点におい

て、バングラディシュ・ミャンマー事件判決を繰り返しており、本論点も同様である。す

なわち、大陸棚の外縁確定と境界画定の区別を論じ、前者が大陸棚限界委員会の任務であ

り、後者は仲裁法廷の任務であるとして、境界画定は管轄権の範囲内であるとした。また、

大陸棚限界委員会は本件が係争中であることをうけその審議を中断しており、仲裁廷が判

断を下さなければ、デッドロックに陥るという根拠も挙げた。バングラディシュ・ミャン

マー事件判決においては、200 カイリ以遠の大陸棚境界画定について初めて判断を下すと

いうことや、当事国の対立もあるなかで、管轄権が認められたのに対して、本件では、バ

ングラディシュ・ミャンマー事件の先例があること、当事国間に争いがないことから、先

例を確認するにとどまったといえよう。しかしながら、一般的に言えば、大陸棚の外縁が

確定しない状況で、常に境界画定が可能であるとは言い難い。境界画定を行った後に、大

陸棚がそこまで延びていなかったことがのちに判明した場合はどうなるのか。また、本件

のように隣り合う海岸ではなく、向かい合う海岸の場合、大陸棚の外縁と境界画定は別個

の任務とは言い切れなくなるだろう26
。 

次に、陸の境界線の終点をきわめてプラクティカルな方法で決定したことも注目に値す

る
27
。陸の境界線の終点、すなわち、両国の各種協定における「川の中流」をめぐる解釈

の争いについて、仲裁法廷は、解釈論や川の流れの変遷をたどることによって解決するこ

とをしなかった。陸の境界線が画定された時点、すなわち、Radcliff 裁定時に付された地

図により、その地形による川の中心の座標軸をそのまま現在の地図に移し替えるという方

法をとったのである。 

第三に、基点の設定であるが、ここで仲裁廷は ICJ の黒海海洋境界画定事件判決を確認

している。すなわち、基点とは画定時の「物理的な現実」を示すもの、「海岸におけるもっ

とも適切な点」であり、「顕著な海岸上の点」でなければならないという。これは従来の判

例を確認しているのみならず、本件においては、将来の海面上昇等は考慮に入れないこと

を言明したことになる。画定時の状況によって境界画定線は定められ、その線は今後も尊

重されることになる。とはいうものの、本件では、低潮高地をその基点として仲裁廷は選

ばなかった。基点の選定について理由は付されていない。早晩低潮時においても水面上に
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浮かぶことはなくなることを懸念してなのか、あるいは、係争海域全体が非常に浅い海で

あり低潮高地それ自体が顕著な海岸上の点とは見いだせなかったのか、現地調査を行った

際に、それら基点と主張される低潮高地が視認されなかったことは関係するのか等々、今

後の判例形成に影響を及ぼしうるような記述は一切行われていない。本件全体にいえるこ

とでもあるが、仲裁廷自体が、基点の選定を含め境界画定プロセスにおける客観性・透明

性・予測可能性を重視すると繰り返すものの、それぞれのプロセスにおいて先例を引用す

るにとどまり、具体的な理由付けを示しておらず、客観性・透明性・予測可能性が担保さ

れているのかを検証するのは困難である28
。 

第四に、暫定等距離線の調整であるが、判決添付のスケッチマップをみればわかるよう

に、バングラディシュ・ミャンマー事件判決で定められた線と二等辺三角形を描くように

調整されている。前提として、仲裁廷は一方当事国が主張した二等分線という方式を排除

した。等距離線を暫定的に引いた後に、海岸線のくぼみから調整を行ったのであるが、そ

れが、177度 30分に沿った測地線へと調整された。これはバングラディシュが主張した二

等分線にきわめて近い。この根拠についても判決は触れることなく、二等分線を廃し等距

離線方式を取った際の根拠である客観性・透明性・予測可能性の確保からは程遠い結果と

なっている。なお、調整の際に、最大距離までのアクセスを確保すべきであるという主張

（最大射程原則）は退けられた29
。 

第五に、200カイリ以遠の大陸棚境界画定における原則であるが、「単一の大陸棚（single 

continental shelf）」であるとして、200 カイリ以内と同様であるとした（83 条の適用）。こ

れも、バングラディシュ・ミャンマー事件判決をならったものであり、その個所を引用し

て、根拠としている。しかしながら、バングラディシュ・ミャンマー事件判決においては

「本件においては（in the present case）」や「（境界画定を）本件においては行うことができ、

行う（can and does in this case）」というように、事例の特殊性を強調し、容易な一般化を招

くことのないよう限定が付されていた
30
。しかしながら、本件判決は、そういった用意周

到な但し書きに触れることなく、バングラディシュ・ミャンマー事件判決の関連個所をそ

のまま引用している。ベンガル湾の堆積の厚さは第三次国連海洋法会議において既に知ら

れていた
31
。ベンガル湾の場合は、単なる「単一の大陸棚」なのではなく、「単一の連続し

た大陸棚」であり、200 カイリ以遠も地理学的に途切れなく大陸棚が広がっていることに

なる。この場合、200 カイリ以遠の境界画定において地理学的な要素を考慮すべきかどう

かを論じる必要がない。バングラディシュ・ミャンマー事件判決において「本件において」

と強調された「本件」固有の事情が何であったのか、トリニダードトバゴ・バルバドス仲

裁において論じられた「単一の大陸棚」がどういう意味で本件に該当するのかという点に
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ついて、二番目のベンガル湾境界画定事件であった本件仲裁（バングラディシュ・インド

仲裁）でも論じられるべきであった。 

第六に、グレイエリアの創出である。本件は、バングラディシュ・ミャンマー事件判決

に続いてグレイエリアを作り出した。すなわち、大陸棚と EEZ水柱の帰属国が異なるエリ

アである。200 カイリを超えた海域についてバングラディシュは海底にのみ権原を有する

ことになる。その部分の EEZについてはインドが権原をもつことになるが、バングラディ

シュ・ミャンマー事件判決で創出されたグレイエリアも重複しており、その部分では、バ

ングラディシュは大陸棚に対してのみ権原を有し、ミャンマーとインドがそれぞれの EEZ

に権原をもつということになる。仲裁廷は、当事国間の調整を期待しているが、グレイエ

リアは EEZと大陸棚との一体的運用を阻害し、当事国間の摩擦を招く可能性がある。EEZ

と大陸棚がそれぞれ別個の独自の制度であることからグレイエリアが生じることになるが、

実務的な問題は残されるだろう。 

なお、本判断および ITLOS判決をうけてベンガル湾における石油天然ガス開発の道が開

かれることになり、こうした経済的発展において、関係国は本判決を好意的に受け止めら

れていることが報道されている32
。 
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第３章 海上信頼醸成措置と国際法 

－行動基準（Code of Conduct）を中心に－ 

 

石井 由梨佳 

 

はじめに 

本報告は、国家間の海上信頼醸成措置（maritime confidence building measures）の一環と

して国家間で合意される行動基準1（code of conduct）の法的性質を、国際法の観点から整

理することを目的にする。 

国連海洋法条約の下で各国が排他的経済水域（EEZ）と大陸棚の設定を行うようになっ

て以降、国家が自国管轄海域において有する権限について各国の見解の相違が顕在化して

いる2。それに伴い、公船3あるいは軍用航空機が相互に対峙して、死傷者を出すような深

刻な事件に発展し得ることが関係国の間で懸念されている。日本近海を例に取ってみても、

2000年代末以降、中国が本格的に海洋活動を強化し始めたことを背景として、中国公船に

よる日本の資源探査船舶への妨害行為、中国軍用機による自衛隊航空機に対する過剰な接

近行為、中国軍艦による日本護衛艦に対するレーダー照射行為などが頻発している。 

海上信頼醸成措置は、このような公船あるいは航空機相互の海上における対峙から深刻

な事件が生じることを防止するために、国家やその他の紛争当事者の間で、信頼を醸成し

緊張を緩和するために取られる措置である4。 

海上信頼醸成措置には定型があるわけではなく、それを構成する要素は多岐に渡る。本

報告書は、特に海上信頼醸成措置の一種である行動基準が、従来の航行安全規制や国連海

洋法条約の規律とどのような関係にあるかに焦点を当てて、既存の行動基準の特徴を整理

することを目的とする。 

本報告書では、領海の外側の海域及びその上空における、軍艦、軍用航空機、政府公船、

政府航空機の平時における対峙に際して、これまで取られている信頼醸成措置のみを検討

の対象とする。領海内における事態、民間船舶ないし民間航空機が関与する事態（密輸入

や違法漁業、海賊等の海上犯罪を含む）、及び、武力紛争事態は、検討の対象外である。 

 

１．関連する概念の整理 

（１）海上信頼醸成措置 

検討に先立ち、海上信頼醸成措置と行動基準の国際法上の意義を明らかにしておく。信

頼醸成措置（CBM）とは、国家間の相互不信を軽減ないし除去し、信頼関係を構築するこ
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とによって軍事衝突を未然に防止することを目的にとられる措置を指す。そのような措置

の中には、敵対的意図がないことを相手に示す措置（declaratory measures）、自国側の行動

の透明性を向上させる措置（transparency measures）、自国の行動を抑制する措置（constraint 

measures）が含まれる5。その具体例は、危険行為や挑発行為の禁止、ミサイルの発射実験

や軍事演習・部隊移動の事前通告、その他の軍事関連情報の交換、軍関係者の相互訪問な

どの人的交流、教育の強化、法制度の相互理解等など多岐に渡る。CBMは、背後にある国

家間の紛争それ自体には踏み込まないで、危機管理（crisis management）を可能にするとこ

ろにその意義がある。しかし長期的には CBM を通じて、紛争それ自体の収斂を図ること

が期待されている。 

海上信頼醸成措置も CBM の一種である。狭義には、海上における軍相互の誤解や誤認

を防止するための措置を指し、広義には、航行の安全確保（捜索救助活動など）や資源環

境保護のための海洋管理における協力を指す6。狭義の海上信頼醸成措置の内実としては、

相互の行動の制約（危険な航行の規制、嫌がらせや挑発行為の禁止など）、相互のコミュニ

ケーションの増加、海軍間の定期的な協議と情報交換の強化が挙げられる7。 

ただし海上信頼醸成措置は、軍縮関連の CBM 等とは異なり、海上で軍が相互に直接対

峙した場合の危機管理メカニズムとしての役割を果たす。それゆえに、次項で述べる行動

基準が海上信頼醸成措置の重要な要素を構成する。 

 

（２）行動基準 

行動基準とは、海上信頼醸成措置の一環において関係国が同意した、自国の軍艦、政府

公船、軍用ないし政府航空機等に海上における具体的な行為を義務付ける規則である。 

1) 行動基準の法的根拠 

行動基準は国家間合意であるが必ずしも条約であるとは限らない。調査した限りでは、

既存の行動基準は、後述する対ソ海上事故防止協定（INCSEA）とインド＝パキスタン間

1991年協定を除けば条約ではなく、またそれら行動基準の傘となる条約も存在しない。他

方で、行動基準は危機管理メカニズムの一種として軍艦等との遭遇に際して取り得る選択

肢を可視化し、相手側の行動の予測可能性を高めることを狙いとして採択されている。言

い換えれば、行動基準は、法源性は備えていないことが通例であるが、行為規範として機

能することが予定されているのである8。 

2) 行動基準と他の条約との関係 

既存の行動基準を検討すると、その義務内容は主に、①所定の行動それ自体を差し控え

る義務（例えば、機動を差し控える義務）、②行動を取る際の注意義務（例えば、安全な速
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度や相手国部隊との距離を維持する義務）、③現場の航空機ないし船舶相互で、所定の交信

方法において相互に連絡をする義務、④情報交換や軍事演習等の行動の事前通知等を行う

義務に分けられる。軍艦、軍用航空機は全ての合意において対象とされるが、法執行機関

船舶が明文上対象とされるのは 1973年の米ソ INCSEA議定書9のみである。 

このように行動基準で定められる内容は多岐に渡るが、その内容は（1）既に当事国が

加盟している別の条約の内容を確認する規定と、（2）国際法では規律されていない行為を、

安全のために禁止したり義務付けたりしている規定の双方に分けられる。以下で、行動基

準と主要な条約との関係を整理しておく。 

（ⅰ）海上における衝突の予防のための国際規則に関する条約との関係 

海上の航行安全については、1972年に採択された海上における衝突の予防のための国際

規則に関する条約（COLREG）がある10。同条約は、民間船舶のみならず公船に対して適

用があり11、「海上航行船舶が航行することができるすべての水域12」、すなわち公海のみな

らず、条件を充足する内水と領海においても適用があるという点で、その射程が広い。し

かし、同条約は各国国内法で定まっていた船舶衝突防止のための規則を統一することを目

的にして採択されたものである。これに対して、陣形機動、模擬攻撃、測量調査、軍事演

習などの軍事活動や、自国管轄域における法執行活動における航行の安全は、これらの活

動を行う国家の権利の制約を伴いうる。そのような活動についても COLREGの適用がある

かについては、後述するように、当初から一貫した理解があったわけではない。 

（ⅱ）国際民間航空条約空域規則との関係 

軍用機と政府航空機に関しては、国家間で統一的な航行規則を定める条約はない。空域

の飛行安全については、国際民間航空条約13の第 2 付属書・空域規則14があるが同規則は、

軍用機への適用がない。もっとも、軍用機等と民間航空機が接触しうる場合の対処に関し

ては、国際民間航空機関による検討がなされている。そこで採択された決議には、軍用機

と政府航空機は可能な限り国際民間航空条約と付属書の関連規則に沿って飛行することを

加盟国に求める文言が入っている15。しかし具体的な国際法規則はない。他国との協力は

基本的に二国間で行われる。 

（ⅲ）国連海洋法条約との関係 

国連海洋法条約 94 条各号は自国を旗国とする船舶に対し、行政上、技術上及び社会上

の事項について有効に管轄権を行使し、規制を行う義務を定めている16。すなわち、国家

は自国を旗国とする船舶について、信号の使用、通信の維持及び衝突の予防などの事項に

関して、海上における安全を確保するために必要な措置をとる義務を負う17。またその措

置には、船長、職員及び適当な限度において乗組員が海上における人命の安全、衝突の予
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防、海洋汚染の防止、軽減及び規制並びに無線通信の維持に関して適用される国際的な規

則に十分に精通しており、かつ、その規則の遵守を要求することを含めた、必要な措置を

とる義務を負う18。そして、94条 5項において、これらの措置をとるために「一般的に受

け入れられている国際的な規則、手続及び慣行を遵守し並びにその遵守を確保するために

必要な措置をとる」義務を負う19。 

もっとも COLREGの場合と同じく、これらの旗国の義務によって、条約が行動基準の規

律対象となる行為（例えば、相手国部隊に接近して行う機動、相手国部隊に対する嫌がら

せ行為、挑発行為等）を、公海、EEZ、係争領域において、禁止していると直ちに結論付

けることは難しい。空域についても同様である。海洋の平和的利用義務の意義、自国 EEZ

における軍事活動の規律権限の射程、係争海域における合意到達阻害禁止義務の意義の射

程については、解釈の相違が残っているためである。条約は、国家が海洋において軍事活

動を行ったり、自国の管轄権の範囲内で法執行活動を行ったりすることを予定しているの

であり、94条がそれらの活動の制約になると解釈できるかは議論の余地がある。 

行動基準は、これらの法的解釈の相違を棚上げして航行の安全を確保しようとするもの

であるが、同時に海洋利用に対する直接の規制であるので、棚上げの対象となる国際法規

則の解釈に関する議論は、行動基準の内実に影響をもたらすことになる20。すなわち、国

連海洋法条約とそれが参照する COLREGにおいて、軍事活動や法執行活動の際の安全を確

保する義務が、国連海洋法条約の当事国に課されているのであれば、敢えて行動基準を採

択して定めなくてはならない事項は、通信のメカニズムなど技術的な協力などに限られる

ことになる。他方で、国連海洋法条約や COLREGの規律範囲を限定的に解釈するとなると、

行動基準で具体的な活動の規律について定める要請が高くなる。 

この点に関しては 2016年 7月のフィリピン対中国の南シナ海仲裁判決21が示した国連海

洋法条約 94条の解釈が着目される。本件において、フィリピンは、同国が争いなく権原を

有している EEZもしくは公海において、中国法執行船舶がフィリピンの漁船に対してなし

た行為が違法であるということの宣言を求めた。フィリピンの訴えによれば、中国の法執

行船舶はスカボロー礁の周辺海域でフィリピンの船舶が航行するのを物理的に阻止し、挑

発行為などを行った22。 

これについて、裁判所はスカボロー礁の法的な地位は条約 121条 3項が定める岩であり、

12 カイリの領海を設定できるのみであると判断した23。そして裁判所は、中国の法執行船

舶が、繰り返しフィリピンの船舶に対して高速で接近したり、近距離においてフィリピン

の船舶の前を横切ったりすることによって、フィリピンの船舶と人員にとっての重大な衝

突のリスクと危険性をもたらしたと認定した24。裁判所は条約 94条 5項が定める「一般的
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に受け入れられている国際的な規則」に COLREG が含まれるとした25。そして COLREG

が定める、安全な距離や速度を保つ義務などが、94条 5項を通じて旗国に課されることを

詳細に示した26。そして、中国の行為が、国連海洋法条約が定める、旗国が自国船舶の海

上における安全を確保するために必要な措置を取る義務に反すると述べたのである。 

この判示は国連海洋法条約 94 条の解釈に重要な指針を与えるものであるが、後述する

ように過去の行動基準の策定においては、国連海洋法条約や COLREGだけでは軍艦や軍用

機の諸活動を規律できないという問題意識があった。判決はその点については触れておら

ず、批判的検討の余地を残している。本報告書では以上の状況を踏まえて、既存の行動基

準によって定められている義務の内実を示し、それが国際法に対して有する含意を考察す

ることを目的とする。 

 

２．行動基準の実例 

（１）海上事故防止協定（INCSEA）（1972−1994 年） 

冷戦期の対立陣営間の行動基準は、行動それ自体を差し控える義務を具体的に規定して

いる。そのモデルとなったのが 1972 年に締結された、米ソ INCSEA である27。同条約は、

1960年代後半以降、両国の軍艦や航空機の衝突事件が頻発したために、そのような衝突を

回避して危機管理を行うことを目的として締結された28。 

同条約は、領海外の海域とその上空において29、当事国が次の義務を負うことを定めて

いる。第一に、当事国は、一方の締結国の陣形の周辺で集結または行動を行う他方の艦船

は陣形の展開を妨害するような機動（maneuver）を避けなければならないであるとか30、

陣形での機動は国際的に承認された分離通航方式が実施されている交通量が多い海域では

実施しないという31、機動それ自体を回避する義務を負う。 

第二に条約は、当事国は相手国船舶に対する挑発行為を行ってはならないことを具体的

に定めている。例えば、両締結国の艦船は、航行している艦船の進路に、火砲やミサイル

発射機、魚雷発射管、その他の武器を向けることによる模擬攻撃を行ってはならない32。

また航行している艦船の進路に物体を射出したり、探照灯や他の強力な照明装置を相手の

艦船の艦橋を照らすことに使用したりしてはならない33。また、相互の安全のために、航

空機による模擬攻撃、艦船の上空でのアクロバット飛行、艦船付近に、危険を及ぼしたり

航行に支障をきたしたりするような物体を投下することは許可されない34。 

第三に条約は、行動をとる際に当事国艦船が遵守するべき注意義務を具体的に定めてい

る。例えば、艦船が互いに近接して行動する場合、国際規則に従って進路と速度を維持す

ることが求められる場合を除いては、衝突のリスクを避けるために安全な距離を保たなけ
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ればならない35。潜航している潜水艦と演習を行う際は、演習を行う艦船が当該海域に潜

水艦が存在することを他方の艦船に警告するために、国際信号規則36に規定された適切な

信号を掲げなければならない37。一方の締結国の艦船が、航空機の発着艦を行っている他

方の艦船や補給を行っている艦船に接近する際には、これらの艦船の機動を妨害しないよ

う適切な手段を取り、安全を保たなければならない38。 

もっとも、INCSEA と、その後締結された危険軍事行動協定（Prevention of Dangerous 

Military Activities, DMAA）の米ソ間交渉過程で、ソ連側が提案した次の義務や規制は、米

国が拒否したために取り入れられなかった39。まず、一方当事国の艦船が演習を行ってい

る場合には、他方当事国の艦船や航空機は、予め定められた距離を置いて離れていなけれ

ばならない規則（fixed distance formula）である40。米国はソ連の意図が米国の監視任務そ

の他の軍事活動を阻害することにあるとして、距離を予め定めておくことを拒否した。ま

た、領海外における軍事演習を行う場合に、その範囲を確定して相手側に通知する義務、

潜水艦の行動に対する規制、及び、領海の外縁付近での機動の規制も、同様に、米国の活

動の範囲を制約するものになるとして条約には取り入れられなかった41。 

INCSEAは、行動基準として最も機能した事例といえる。実際には INCSEA 締結後も衝

突事故数が減少したわけではなかったが、事故被害の程度は軽減した42。ウィンクラー

（David F. Winkler）は、米ソ INCSEAの「成功」の要因について次のように述べている。

まず合意の内容に関して、合意が相互の利益に適うこと（mutual interest）、合意内容が簡潔

であること（simplicity）、海軍の実務に沿った合意がなされていること（professionalism）

がある。さらに、両国の柔軟な協力が行われたことも、成功の要因となった。例えば、事

件が起きた場合には詳細な情報が協議の前に提供され他方側が調査する余裕があったこと

（preparation）、会合を開催する場合には主催側が滞在費用を負担し、観光を含めた人的交

流を積極的に行ったこと（hospitality）、柔軟な条約適用がなされたこと（discretion）、協議

会合の際に事件の写真などを提供し合うことでその検証を容易にしたこと（verification and 

accountability）が指摘される43。 

米ソ条約が効果をもたらしたことから、冷戦終結の前後に、ソ連は同内容の条約を日本、

韓国、トルコを含めた西側諸国と締結した44（なお、ロシアは 1990年に欧州安全保障協力

会議（CSCE）において多数国間海上事故防止協定の策定を提案したが、草案の採択はなさ

れなかった45）。また、西ドイツとポーランドも類似の条約を締結した46。さらに、ソ連は

危険な軍事行動を禁止する危険軍事行動協定（Prevention of Dangerous Military Activities, 

DMAA）を、米国、カナダ、ギリシャ、中国と締結した47。 
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（２）多数国間 INCSEA の不採択（1989 年） 

このような成功を受けて、スウェーデンが 1989 年に国連軍縮委員会において多数国間

海上事故防止協定の策定を提案したが48、それは結実しなかった点も留意しておきたい49。

同国から提出されたワーキングペーパーは、INCSEA が公海における国際安全保障に重要

な貢献をしたことを踏まえて、既存の二カ国間条約と COLREGに含まれている所定の原則

を多国間合意で定めることによって、海洋の安全が一層促進されうるという50。 

その際の留意点として、スウェーデンは主に次のものを挙げている51。まず、合意の射

程は既存の INCSEA二国間条約と同じとし、潜水艦と核兵器搭載船舶及び航空機について

は射程外とするべきだという。次に、合意は COLREGを補完するものだという。COLREG

は主にある地点から直接他の地点に向かう個々の船舶の安全な航行を規律するものである。

また、その規律対象は民間商船が主である。それに対して軍艦は直線的な航行以外の航行

をすることもあるし、個々の船舶よりも大規模に船隊を組んで航行をすることもある。そ

れゆえに別の合意によって既存の規則を補完する必要がある。さらに、合意の文言は国連

海洋法条約を含めて既存の条約と整合的であるべきだという。 

それを踏まえて、スウェーデンが多数国間合意に取り入れられるべき原則として、16の

ものを挙げている。それらの殆どが INCSEAの原則と同一であるが、相違点としては次の

ものを指摘できる。まず、INCSEAでも他国を挑発しない義務は細かく定められていたが、

この提言ではさらに人工霧を発生させないであるとか、他方当事国の軍艦等に近接する際

には最大限慎重に注意を払うと言った義務が定められている52。また、潜水艦については

規律の対象外としながらも、軍事演習で潜水艦が行動している時には、国際信号規則に従っ

て潜水艦の存在を周囲に知らせるべきであることも述べている53。 

この提案のような多数国間条約を締結する必要性は他の国に支持されることはなく54、

その代わりに上述したように二国間条約が個別に締結された。 

 

（３）INCSEA に準じた行動基準 

INCSEA が機能したことから、ウィンクラーが示した要因が必ずしも存在しない国家間

においても INCSEAに倣った合意が締結された。しかし、これらの事例はいずれも INCSEA

のような具体的な効果をもたらすことはなく、行動基準は両国の関係が悪化した後は運用

されることはなかった。以下、時系列にそれぞれの合意を概観する。 

 

1) ギリシャ＝トルコ間指針・了解覚書（1988年） 

第一に、ギリシャ＝トルコ間合意がある55。1970 年代以降、両国はエーゲ海の大陸棚の
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利用を巡って紛争を起こしていた56。1976 年にはトルコが未画定海域であるエーゲ海にお

いて一方的に資源探査を行ったことに対し、ギリシャがその停止を求めて国際司法裁判所

（ICJ）に仮保全措置命令を求めたこともあったが、ICJはその必要性が認められないとし

て訴えを却下したことがあった57。また境界画定がなされることもなかった。そこで 1988

年に海上での更なる衝突を回避するために両国が採択したのが、本合意である58。  

本合意は、行動それ自体を差し控える義務を概括的に定めるもので、指針59と了解覚書60

の双方からなる。双方とも、エーゲ海における境界未画定地域での紛争を受けて採択され

た非拘束的合意である。本合意の適用海域は公海とその上空である61。指針は、まず相手

国に対する嫌がらせ行為（acts of harassment）を行わないことと、国際法の他に、軍事的慣

行と礼譲に従って行動することを定める62。また、軍事活動を行っている他方国を監視し

ている一方国の軍艦は、円滑な活動を妨げない位置を維持する63。さらに了解覚書におい

ては、公海及び国際空域における軍事演習で NOTAMの発表を要するものを実施する場合

には、所定の場所を隔絶したり、演習場所を長期にわたりブロックしたり、観光繁忙期（主

たる国民の休日・宗教上の祝日）において演習を実施したりすることを回避することも定

められた64。このように同指針はギリシャの小島が多数散在しており、観光地であるとい

うエーゲ海固有の事情を反映して、独自の規則を定めているという特徴を有する。 

しかし、その後キプロスへの対処を巡って両国間の外交関係が悪化し、了解覚書が採択

されたその半年後には既にこの行動基準は機能しなくなった65。また、その後 1998年に新

たな CBMの構築がなされたところ、そこで 1988年の行動基準が完全に履行されるべきこ

とが確認されている66。もっとも、両国の間ではそれ以降にも継続的に小規模の衝突が起

きており67、この行動基準を成功例と評価することは難しい。 

 

2) インド＝パキスタン間・軍事演習、機動、部隊移動の事前通知に関する協定（1991年） 

第二に、インド＝パキスタン間で 1991 年に締結された、軍事演習、機動、部隊移動の

事前通知に関する協定がある68。この条約は陸軍も含めて双方の軍衝突を回避するために

締結されたものであり、厳密には行動基準ではないが、航行や飛行の安全のための規定も

含んでいる。 

インドとパキスタンとの間では、海域においても軍艦及び軍用機の衝突事件が相次いだ。

1991年に二国間 INCSEAを検討したが、結実しなかった69。そこで同協定に海上における

行動基準も組み込まれた。 

海上行動基準に関連する箇所として、まず、一方国の陸海空軍が、主要な軍事機動及び

演習を、他方国に近接して実施しない義務が定められている70。ただし、所定の距離を保っ
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て行われる場合等を除く71。次に、両当事国は部隊による主要な演習の日程は他方国に対

して所定の日数前に通知する義務がある72。最後に、双方国の軍用機（戦闘機、爆撃機、

偵察機等）は、他方国の領空と防空識別圏（ADIZ）から 10km以内の空域を飛行しない義

務が定められている73。ただし、所定の基地から飛行する軍用機については、それぞれの

領空から 5km以内の空域を飛行しないことが定められている74。 

両国の衝突は主に陸域において生じており、海域の利用に関して衝突が起きることは

元々相対的に少ないが、この協定によってその危険性が減少したことを示す根拠は見当た

らない。条約締結以降両国間でカシミール領域における紛争が激化し、また、1998年に印

パ両国が核実験を実施した。米国の働きかけに応じて、1999年、両国の外相はラホール宣

言を採択したが75、同宣言は核軍縮と信頼醸成措置の構築をも定めるものであった。それ

に付随して、両国は、軍艦及び軍用航空機相互の衝突を防止する協定を締結することを約

した了解覚書に署名した76。しかしその覚書には具体的な内容についての言及がなく、ま

たその後そのような協定は採択されていない77。 

 

3) インドネシア＝マレーシア間・MALINDO 指針（2001年） 

第三に、インドネシア＝マレーシア間で 2001年に締結された MALINDO指針がある78。

同指針は、インドネシアとマレーシアの防衛当局間合意であり、海軍相互の不測の遭遇に

際して取るべき措置を具体的に定めたものである。両国間では、1990年代末にシパダンと

リギタン周辺海域とアムブラット海域において海軍間の対峙が頻繁に起こっていたことか

ら、海上における衝突を回避することを目的として、指針が締結された。 

まず、本指針は適用海域を「国連海洋法条約の全ての海域レジーム」とし、かつ、係争

海域（disputed maritime areas）を含むことを明示している79。船舶については、安全のため

の手続として、衝突の危険を回避するために十分に距離を保つ義務、相手方の陣形を妨げ

る方法で機動を行うことを回避する義務、挑発行為を行わない義務などを定める80。また

潜水艦の演習を行う場合には、補助艦は 1969年の国際信号規則に規定された適切な信号を

示すか、その海域にいる船舶に潜水艦の存在を警告しなくてはならないとされる81。さら

に、一方当事国の船舶が COLREGの規則 3(g)
 82に定める措置を行っている他方当事国の船

舶に接近するときは、機動できる範囲が制約されるものとし、また、飛行機の発着を行っ

ていたり貨物の積み替えを行っていたりする船舶は、船舶の機動行動を阻害しない様に適

切な措置をとり十分な距離を保つことが定められている83。航空機については、相手側の

船舶あるいは航空機に接近する際には最大限の注意と賢慮を払い、互いの利益のために、

模擬攻撃、曲技飛行、他方国の船舶に対する物体の放射、故意による電子設備のジャミン
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グなどを行わない義務を定める84。 

2002年の ICJ判決においてシパダンとリギタンがマレーシアに帰属することが示された

が、その他の海域権原については係争が継続しており 2005年にはアンバラット海域で両国

の海軍が衝突する事件が発生している85。その後両国との間では様々な海上における協力

がなされているが、MALINDO指針の運用はされていないようである。 

 

4) 中東軍備管理地域安全保障作業部会指針案（1995年） 

中東軍備管理地域安全保障作業部会（ACRS-WG）の指針案も、INCSEAに類似している

86。ACRS-WG は 1991 年 10 月に中東和平プロセスの一環で設立された作業部会である。

その部会の主題の一つに、海上信頼醸成措置が選択された。 

背景としては、1970年代以降、紅海とペルシャ湾において、ACRS参加国間及び参加国

と非参加国との間において衝突事件が頻発したことがある。これは関係国が必ずしも敵対

的な関係があったからというわけではなく、航行技術が未熟であるために起きた事故もあ

るという。そこで、そのような状況を改善するために、1992年 5月以降、当初は米国とロ

シアにおいて、1994 年 12 月以降は地域内において会合が開催され、海上信頼醸成措置の

構築に特化した交渉が行われた87。 

海上信頼醸成措置としては、海上における捜索及び救助に関する国際条約（SAR 条約）

と INCSEAに類する協定の採択を目指して交渉がなされた。特に後者については、米ソ間

INCSEA が交渉の土台となり、海上における挑発行為の禁止と遭遇の場合に当事国が取る

べき義務に関しては、INCSEA をモデルにして議論がなされた。その中でも、米ソ間で

INCSEA を締結するときに争点になった、固定距離維持義務と潜水艦への適用、及び、行

動基準の適用範囲（INCSEA は領海外のみの適用であるが、領海内における行動基準を交

渉の対象にするか）が論点になった。1995年の段階で INCSEAと同様の規定を有する行動

基準案が合意されたが、最終的に採択されることはなかった。また同年以降は地域内の情

勢が不安定になり、またアラブ諸国がイスラエルに対する反発を強めたことから会合はそ

れ以降開催されていない。 

 

（４）洋上で不慮の遭遇をした場合の行動基準（2014 年） 

多数国間の行動基準の唯一の例が、洋上で不慮の遭遇をした場合の行動基準（CUES）

である88。CUESは、2014年に西太平洋海軍シンポジウム89（WPNS）において採択された。 

WPNSでは 1996年に INCSEAに相当する行動基準の策定が開始され、1999年と 2003年

に草案（Code for Unalerted Encounters at Sea）が策定された90。同会合は全会一致を原則と
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しているところ、2012年に採択が試みられたが中国が棄権したために採択されず、米豪加

が修正を施し 2014年に採択された。 

この文書の適用海域は公海のみであり、また、対象は軍艦、軍用航空機のみである。法

執行機関の船舶は含まれていない。その内容は、参加国の軍艦および海軍航空機が、海上

において予期せず遭遇した場合における安全を確保するための手順（安全な速度と安全な

距離を保つ義務など）と通信方法などを定めるものにとどまっている。当初 INCSEAをモ

デルとしていたが、INCSEAに比べると所定の場合に行動を制約する規則は限定的である。

また、安全を確保するための手順としては、COLREGの規定参照が大部分を占める。さら

に、非拘束的文書であることに加えて、”should” “may”などの文言が多用されているために、

義務付けの程度は弱いものに留まっている。このように CUESは少なくとも法的観点から

新たな要素を付加するものとは評価し難い。 

 

（５）米中海上信頼醸成措置（2014 年） 

2014年に米国＝中国間で締結された了解覚書もCUESと類似する。米中間のCBMは様々

な形で試みられてきた。海洋信頼醸成としては、まず、1998年に軍事海洋協議協定（MMCA）

が締結されていた91。これは、領海外とその上空における「事故」（accidents）を対象とし

て、両国間の協議手続を定める条約であり、これも信頼醸成措置の一種であった。また、

2008 年に軍事危機通報メカニズムが採択され、軍事ホットライン(DTL)を設定することで

両国は合意をしていた。 

これとは別に、2014 年 11 月、オバマ大統領が習近平国家主席と会談した際に、軍事部

門の関係を強化することを狙いとして海上信頼醸成を強化することに合意した。その合意

として、海上行動に関する了解覚書92と軍事演習等の通報に関する了解覚書93を含む二つの

了解覚書が締結された。軍事演習等の通報に関する了解覚書は、主要軍事活動、主要な安

全保障政策、主要軍事演習や活動へのオブザーバーの派遣について定めるものであり、行

動基準ではなくより広義の海上信頼醸成措置の一つであると言える。また 2015年には、了

解覚書の附属文書として、空域における行動基準が採択された94。これらは防衛当局間で

採択された非拘束的文書である。 

もっとも、海上行動に関する了解覚書は、原則として既存の文書であるCOLREGとCUES

を確認するものに留まっている。なお、海洋航行警告水域（Maritime Navigation Warning 

Areas）の設定についての規則が置かれた点には留意したい。この規則は、近接する軍艦と

軍用航空機の安全に影響を与えうる活動を行うときには、現場の司令官は、適切な警告を

与えるか、もしくはそのような活動が行われる警告水域を設定すること、また、軍事演習
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や武器の使用（live weapons firing）が行われる場合には、警告水域に近接する船舶と航空

機に、時宜に適った警告を行うことを双方に義務付けるものである。もっとも、この規則

も国連海洋法条約が定める、公海利用の際に他国に払うべき妥当な配慮の一例であり、新

たな義務を創設するものではない。 

 

（６）南シナ海行動基準の不採択 

南シナ海における関係国の行動宣言95
 は、ASEAN 加盟国と中国との間で採択された行

動基準である。1999年にフィリピンが提案し、適用の地理的範囲を明示するか等を巡り一

致しなかったが、2002年に地理的範囲を明示することなく採択された。その後 ASEANと

中国との間で、法的拘束力のある行動基準の策定を目指して交渉が続けられているが、採

択の見込みは立っていない。中国は行動基準の策定には同意しており、2004年に作業部会

（ASEAN=China Joint Working Group of the Implementation of the DOC）が設立されたが、具

体的な文書は採択されていない。2011年に行動宣言実施のための指針が採択されているが、

その内容は行動宣言を確認するものに止まっている96。また、ホットラインを開設して緊

急時の通信を確保するための指針が採択されたが、運用については不確定な要素が多い97。 

この点については、中国の海洋進出に対応した海上信頼醸成措置を巡る状況と冷戦期の

INCSEA を巡る状況の相違が踏まえられるべきである。中国とその周辺国との対立は、米

ソ間のそれとは異なり、海軍競争に起因するものではなく、戦略的核配備も争点になって

いない。EEZと係争水域における関係国の権利義務が争点に含まれる点、また、係争水域

が絡むため法執行機関同士が対峙しうる点も、INCSEA策定時の状況とは異なる。ASEAN

の加盟国間でも対中政策に大きな相違があることも、行動基準の策定が困難である主な要

因の一つである。 

 

結語 

ここまでで概観したように、行動基準の内容は、INCSEA のようにその時点での既存の

条約にはない義務を当事国で合意するものと、CUES と米中了解覚書のように、COLREG

などの既存の条約を参照するものとに分かれる。後者の既存の条約内容を確認する合意を

締結することは、一方では当局間協力に資するという側面はある。しかし、特に EEZや境

界未画定海域における関係国の権限について争いが残っている場合にそのような合意を締

結することは、既存の法的義務の解釈に不明瞭さを加えるもので、却って望ましくないと

いう批判もあることに留意しておきたい98。 

また 2016年南シナ海仲裁判決によれば、国連海洋法条約と COLREGによって、衝突を
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惹起するような危険な行為は行動基準の有無に関わらず禁止されており、最低限の安全確

保が各国に義務付けられていることは、今後の議論において踏まえられるべきである。 

最後に、日中間で交渉されている、海空連絡メカニズムに言及しておく。このメカニズ

ムは、艦船や航空機による偶発的な衝突が起きるのを防ぐため、防衛当局間で連絡を取り

合うことを可能にする仕組である。日中間では、高級事務レベル海洋協議が 2011年に設置

され、人民解放軍、自衛隊、海上保安庁、国家海洋局の信頼醸成、意思疎通を図ることが

合意された99。2012年 5月に第 1 回会合が開催されたが、それ以降は尖閣諸島問題の影響

を受けて、開催されていない。日中の防衛当局による海空連絡メカニズムの設置について

は、2008年 4月に第 1 回会合が開催された。交渉は 2012年 6月の第 3 回会合に大枠合意

がなされたが、同年 9月の日本政府による尖閣諸島購入を機に協議が中断していた。2014

年 11 月の日中首脳会談で協議を再開することで合意し、2015 年 1 月に協議会合が開かれ

た。報道によれば、その内容は、防衛当局間の通信手法や使用する周波数の設定と、ホッ

トラインの設置に関するものであり、これまで検討してきた行動基準と比較すると極めて

抑制的な内容である。しかしそれにも関わらず、領海と領空を対象として含めるかを巡っ

て両国の見解が一致せず100、2017年 1月現在、採択がされていないことは、行動基準の策

定の困難さを示すものである。 

行動基準は海上における軍事活動の安全のために有益な方策たりうるが、いかなる意味

においても万能の解法ではない。海上航行の安全に関する国際法の発展については引き続

き注視していく必要があることを指摘して、結びとしたい。 
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第４章 日中漁業協定の暫定措置水域等における海洋生物資源管

理の現状と課題 

 

鶴田 順 

 

はじめに 

本稿は、東シナ海における海洋生物資源管理の現状と課題を、日本と中国の間の漁業秩

序に焦点をあてて、「漁業に関する日本国と中華人民共和国との間の協定」（1997 年 11 月

署名、1998年 4 月国会承認、2000年 4 月公布および告示、2000年 6月発効）（日中漁業協

定あるいは協定）の解釈およびそれにもとづく実行等によって把握し、検討し、課題の克

服策を提示するものである。 

現在、東シナ海の海洋生物資源の資源状況については、多くの魚種が「中位・低位水準」

で「横ばい・減少傾向」にある。例えば、ゴマサバは中位で横ばい、アマダイ類は低位で

横ばい、ムロアジ類は低位で減少傾向、マダイは低位で減少傾向、タチウオは低位で横ば

い、ヒラメは中位で減少傾向、ウマズラハギは低位で横ばい、ケンサキイカは低位で減少

傾向にある（国立研究開発法人水産研究・教育機構の HP 掲載情報「平成 27年度魚種別系

群別資源評価」より）。「漁場の再生」が急務である。 

 

１．日中漁業協定締結にいたる経緯 

1977年 5月に日本は「漁業水域に関する暫定措置法」を制定し、同年 7 月に 200 カイリ

漁業水域を設定した。しかし、中国国民と韓国国民による漁業については、中国と韓国が

同様の海域設定をしていなかったことなどから、同法の適用対象から除外していた。すな

わち、日本が 1977年に 200カイリ漁業水域を設定した後も、中国国民と韓国国民は同海域

で「公海の自由」に基づく「漁業の自由」を享受できた。日本の 200 カイリ漁業水域の設

定は、実質的には、ソヴィエト連邦とアメリカ合衆国が同年に 200カイリ漁業水域を設定

し、日本国民による漁業を規制しはじめたことに対抗するためのものであったといえる。 

しかし、1970 年代から 1980 年代にかけて韓国と中国の漁業が発展し、両国の漁民が沖

合に、さらに日本近海に進出するようになり、1990年代には沖合漁業の勢力が「日本＞韓

国＞中国」から「中国＞韓国＞日本」に完全に移行したことから、日本政府は 200 カイリ

水域の「全面設定・全面適用」への変更を模索しはじめた。当時の日本の周辺海域の状況

について、水産庁漁政部企画課監修 1997 は、「韓国漁船や中国漁船による活発な操業が行

われており、我が国漁業者との間で漁場競合、漁具被害等種々の問題が生じているほか、
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我が国周辺水域の資源状況が総じて低水準にある中で水産資源に対する影響も懸念される

状況」（水産庁漁政部企画課監修 1997, p.22.）であったとしている。日本政府は 200 カイリ

水域の「全面設定・全面適用」への変更を模索しつつ、最大の問題の一つが「韓国及び中

国との関係をいかにすべきか」（水産庁漁政部企画課監修 1997, p.26.）であったという。 

日本は「海洋法に関する国際連合条約」（1982年 4 月採択、1994 年 11月発効、日本につ

いては 1983年 2 月署名、1996年 6月批准、1997年 6 月発効）（国連海洋法条約）を批准し、

200 カイリの排他的経済水域（EEZ）を設定するのにあわせて、1996 年 4 月、日中間で漁

業協定締結のための協議を開始した。1997 年 9 月、日中両国がそれぞれ自国 EEZ におい

ていわゆる「相互入会措置」をとることを原則としつつ、日中両国がそれぞれ主張する EEZ

が重なりあう東シナ海中央部に「暫定措置水域」を設定することなどを実質的な内容とす

る合意に達し（【図】「日中漁業協定水域図」参照）、1997年 11 月に署名が行われた。その

後、暫定措置水域の北側の海域の取り扱いなどをめぐって両国間の議論が紛糾した。日本

の漁業者は日本近海での中国漁船の集団操業による資源減少や操業不能などに苦しめられ

ていたことから、協定の早期発効を望んでいた（水産世界編集部 2000, p.20.）。2000 年 2

月に日本の玉沢農林水産大臣と中国の陳農業部長の閣僚級協議によって、暫定措置水域の

北側（北緯 30 度 40分以北）の海域のうち、東経 124 度 45分から 127度 30分の海域に「中

間水域」を設定し、暫定措置水域と同様に相手国の許可を得ることなく操業できるとする

ことで合意し、協定は署名から 2年以上経過した 2000 年 6 月に発効した。 

 

２．日中漁業協定の概要 

日中漁業協定は、「海洋法に関する国際連合条約の趣旨に沿った新たな漁業秩序を両国

の間に確立し、共に関心を有する海洋生物資源を保存しおよび合理的に利用」することな

どを目的としている（協定前文）。協定は、日中両国が、それぞれ自国の EEZ において、

相手国の国民および漁船に対して、漁獲の許可を行うこと、資源状況等を考慮して漁獲割

当量その他の操業条件を決定すること、海洋生物資源の保存措置等の遵守を確保するため

に必要な措置を講じることなどを規定している。 

日中漁業協定の適用対象海域は、日本の EEZと中国の EEZのすべての海域（協定 1条）

である。 

日中両国は、相互利益の原則に立って、本協定および自国関係法令に従って、自国の EEZ

で相手国の国民および漁船が漁獲を行うことを許可する（協定 2条 1項）。 

日中両国は、自国の EEZ における資源状況、自国の漁獲能力、伝統的な漁業活動、相互

入会の状況などを考慮して、自国の EEZ における相手国の国民および漁船に対する漁獲割
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当量その他の操業条件（魚種、操業水域、漁期、漁具・漁法等）を毎年決定する（協定 3

条）。この決定は日中漁業共同委員会の協議に基づく勧告を尊重して行われる（協定 3条、

11条 2項(1)、11条 4項）。 

日中両国は、自国の関係法令に定める海洋生物資源の保存措置その他の条件を相手国の

国民および漁船が遵守することを確保するために、国際法に従い、自国の EEZ（日中両国

がそれぞれ主張する EEZ が重なり合い、境界が未画定の海域を除く）において「必要な措

置をとることができる」（協定 5条 1項）。協定 5条は国連海洋法条約 73条 1項の内容を確

認した規定である。 

このように、日中漁業協定では、日中両国がそれぞれ主張する EEZが重なり合い、境界

が未画定の海域以外
．．

の自国の EEZにおいては、日中両国がそれぞれ海洋生物資源の保存・

管理措置と執行措置を講じることが可能となった。すなわち、日中両国が日中漁業共同委

員会の協議に基づく勧告を尊重しつつ自国の EEZ において相互入会措置をとり、相手国国

民の漁業を規制し執行措置を講じることが可能となった。 

日本と中国はそれぞれの EEZ の資源水準を上回る漁獲能力を有することから、外国漁船

に漁獲させる「余剰分」はないが、伝統的漁業実績等を考慮して相互入会措置をとった（cf. 

片岡 2011, p.700.）。国連海洋法条約は、EEZの沿岸国は、自国の EEZにおける他国による

漁獲を認めるにあたって、伝統的漁獲実績を有する国における経済的混乱を最小のものに

とどめる必要性を含む、すべての関連要因を考慮するとしているが（国連海洋法条約 62

条 3項）、あくまでも漁獲可能量の余剰分の漁獲を他国に認めるか否かを判断するにあたっ

て伝統的漁獲実績の考慮をうたっているにすぎない。伝統的漁獲実績の位置づけについて

は、日中漁業協定と国連海洋法条約には齟齬がある。 

日本は、日本の EEZにおいて、中国国民による漁業を「排他的経済水域における漁業等

に関する主権的権利の行使等に関する法律」（EZ 漁業法）で規制し、同法に違反する中国

漁船を拿捕し、中国国民を逮捕するなどの執行措置を講じることが可能となった。 

2016年 11月に開催された第 17回日中漁業共同委員会では、協議の結果、2016年漁期の

相互入会による操業条件について、中国の EEZ における日本漁船の操業は総隻数 290 隻

（前年比 8隻減）・総漁獲割当量 8,720 トン（同 621トン減）、また日本の EEZ における中

国漁船の操業も同数の総隻数 290 隻（前年比 8 隻減）・総漁獲割当量 8,720 トン（同 621

トン減）とする勧告がなされている。2000年の協定の発効当初は、国連海洋法条約をふま

えた海洋生物資源の適切な保存・管理ではなく、伝統的漁獲実績等に配慮した勧告がなさ

れていたが、その後、総漁獲割当量と入漁漁船の総隻数の双方の削減が徐々に図られ、2002

年には総漁獲割当量の日中の等量化（2001 年は中国 73,000 トン・日本 70,300 トンで中国
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の割当量が多かった）、2007年には入漁漁船の総隻数の等量化が図られた（2006年は中国

636隻・日本 570隻で中国の割当量が多かった）。 

日中漁業協定の前文では国連海洋法条約の趣旨に沿うことや共に関心を有する海洋生

物資源の保存および合理的な利用がうたわれているにもかかわらず、日中漁業共同委員会

はこれまで「漁船の総隻数」と「総漁獲割当量」について勧告するのみで、国連海洋法条

約における海洋生物資源の保存・管理措置の特徴ともいえる「魚種別の漁獲量」について

の勧告は行っていない。日中漁業共同委員会のこれまでの勧告等は、海洋生物資源の適切

な保存・管理措置として課題を有するものであることについては本稿４．で述べる。 

 

３．「暫定措置水域」と「北緯 27 度以南水域」の設定、以南水域における問題状況 

日本は 1996 年の国連海洋法条約の批准にあわせて 200 カイリの EEZ を設定したが、日

中両国がそれぞれ主張する EEZ が重なり合い、境界が未画定の海域については、「暫定措

置水域」と「北緯 27 度以南の東海の協定水域及び東海より南の東経 125 度 30分以西の協

定水域」（以南水域）を設定し、協定 2条から 5条までの規定は適用しないこととした（協

定 6条および 7条）。東海とは東シナ海であり、沖縄県宮古島東平安名崎から沖縄県糸満市

荒崎を直線に結んだ線から西側の海域である（【図】「日中漁業協定水域図」参照）。この線

の東側の海域は太平洋であり、日本の EEZ にある中国国民による漁業には日本の関係法令

（EZ 漁業法等）の適用・執行が可能である。 

以南水域には、沖縄本島と宮古島の間にあり、宮古島の北東 45カイリにある「宝山（ほ

うざん）曽根（ぞね）」が含まれる。宝山曽根はいわゆる「宝石サンゴ」（ヤギ目サンゴ科

に属する種）が生息することから、「サンゴ曽根」と呼ばれることもある。宝石サンゴは水

深数百 m の海底に生息している。宝石サンゴは生育速度が極めて遅く、軸の直径が太くな

る速度は約 0.2 から 0.3mm/年であり、大人の小指ほどの大きさに成長するのに約 50 年を

要する。 

宝山曽根付近では 2013 年 11 月に約 200隻の中国船籍の 100 トン規模のサンゴ漁船が確

認された。水産庁は、2015 年 8 月 18日から 9月７日にかけて、「沖縄本島南西から宮古島、

八重山諸島を含む海域」において、「沖縄周辺海域宝石サンゴ漁場環境調査」を実施した。

遠隔操作無人探査機（ROV）を海底に潜行させ、底生生物（宝石サンゴ等）の生息状況を

確認し、海底の操業痕跡や底生生物の破損状況を記録したところ、「中国サンゴ船の操業に

よると思われる残存漁具や、アカサンゴの破損など被害痕跡が確認された」（水産庁, 2015, 

『平成 27 年度水産庁漁業調査船「開洋丸」 沖縄周辺海域宝石サンゴ漁場環境調査 報告

書』, p.3.）という。沖縄県では 2006 年以降は宝石サンゴを選択的に獲ることができる潜
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水艇等を用いた操業しか許可されていないことから（底引き網漁業は禁止されている）、日

本人漁民の操業によって海底に網等の新しい漁具が残ることは考えられないという（Ibid.）。 

日本では、宝石サンゴ漁は、沖縄県、高知県、鹿児島県、東京都と長崎県において、都

道府県漁業調整規則によって知事の許可を得ることで行うことができる。全国の水揚げの

７～８割を高知県が占めており、サンゴ網漁業のみが許可され（錘となる石や鎖に網束を

つけたものを船上から海底に沈めて曳き、固いサンゴの骨軸を折って網束に絡めて採集す

るという原始的な漁法が用いられている）、他方で底引き網は禁止されており、原木（漁獲

された状態の加工前の骨軸）の入札も高知県のみで行われている（林原 2016, p.204., 高橋

2010,p.38.）。長崎県は漁法の制限を設けていない。鹿児島県は「申請された漁法のみ許可」

してるという。高橋そよによる鹿児島県水産課へのインタビューによると、「現在許可を得

ている経営体は、東京に本社のある船舶保有会社が潜水艇を用いて宝石サンゴを選択的に

採捕しているという」（高橋 2010,pp.38-39.） 

このように、日本では宝石サンゴ漁は都道府県知事の許可漁業として現在も行われてい

るが、国際的には、ヤギ目サンゴ科の全種をワシントン条約(CITES)の附属書に掲載する提

案がなされるなど、宝石サンゴは減少傾向にある種として保護・保全していく方向性にあ

る。CITES は、野生動植物が国際取引によって過度に利用されることがないよう、特定の

野生動植物（その生死や全体・部分に関わりなく、また加工品も含まれる）の国際取引を

規制することで、野生動植物の種を保護するための条約である。国際取引には、輸出、再

輸出、輸入、さらに海からの持ち込みも含まれている。近年、CITES の締約国会議（COP）

では、太平洋クロマグロ、サメ類やナマコ類等、漁獲されている海洋生物種の CITES附属

書の掲載が議論されることが増えてきた。 

宝石サンゴの CITES 附属書への掲載が議論されたのは、1987 年 7 月にカナダで開催さ

れた CITES 第 6 回締約国会議（COP6）が初めてであった
1
。COP6 ではスペイン政府が地

中海産ベニサンゴを附属書Ⅱに掲載することを提案したが否決された。2007年 6 月にオラ

ンダで開催された COP14 ではアメリカ政府が宝石サンゴ全種を附属書Ⅱに掲載する提案

を行った。この提案は第一委員会で採択されたが、全体会合で否決された。COP14 の後、

アメリカ政府は再提案の準備として国際ワークショップを開催し、2009 年 10 月にアメリ

カ政府とスウェーデン政府は COP15 の議題として宝石サンゴ全種の掲載を CITES 事務局

に提案した。2010 年 3 月にカタールで開催された COP15 で提案は否決されたが、掲載賛

成国（64か国）が反対国（59か国）を上回った（cf. 岩崎 2010, pp.27-28）。 

このように、宝石サンゴの CITES附属書Ⅰおよび附属書Ⅱへの掲載はこれまで実現して

いないものの、中国は「中華人民共和国野生動物保護法」によって宝石サンゴを（既に CITES
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附属書Ⅰに掲載されているジャイアント・パンダ（大熊猫）と同じランクの）「中国国家一

級重点保護野生動物」に指定し、漁獲等を禁止している。同法の目的は、野生動物を保護

し、貴重かつ絶滅の危機に瀕した野生動物を救い、生物多様性と生態系バランスを維持し、

生態系に十分配慮した社会を構築することである（同法 1 条）。さらに、2008 年 4 月には

自国の資源を保護するとの目的で宝石サンゴ（サンゴ科に属するアカサンゴ、シロサンゴ、

モモイロサンゴ、C.secundum の 4 種）を CITES附属書Ⅲに掲載することを CITES事務局

に通報し、国際取引を規制している（cf. 岩崎 2010, pp.27-28, 林原 2016, pp.205-206）。附属

書Ⅲに掲載される種は、「いずれかの締約国が、捕獲または採取を防止しまたは制限するた

めの規制を自国の管轄内において行う必要があると認め、かつ、取引の取締りのために他

の締約国の協力が必要であると認める種」（CITES2条 3項）であり、附属書Ⅲへの掲載を

行った締約国からの輸出には当該締約国から事前に発給を受けた輸出許可書が必要であり

（5 条 2 項）、輸入には附属書Ⅲ掲載締約国の輸出許可証または原産地証明書を要する（5

条 3項）。このように、中国は宝石サンゴについて積極的な保全・管理措置を講じているが、

近年、中国国内では宝石サンゴは宝飾品として需要が高まり、高値で取り引きされるよう

になったことを受けて、中国漁船が宝石サンゴの採捕のために日本の周辺海域（宝山曽根、

長崎県の男女群島や東京都の小笠原諸島等の領海や EEZ）にまで出漁するという問題状況

が生じたといえる。 

 

４．暫定措置水域における海洋生物資源の保存・管理措置と執行措置 

日中漁業協定の暫定措置水域における資源管理措置について、協定は「各締約国は、暫

定措置水域において漁獲を行う自国の国民及び漁船に対し、取締りその他の必要な措置を

とる。」（協定 7条 3項）と規定している。この海域では日中両国はそれぞれ自国民の漁業

について「取締りその他の必要な」執行措置をとる。日本は協定 7条 3項を執行管轄権の

行使のみではなく立法管轄権の行使も否定するものと解し、そのような解釈と抵触しない

ような国内法整備、すなわち、暫定措置水域および北緯 27度以南水域における中国国民に

よる漁業に対して EZ漁業法を適用しないとする法整備を行っている（EZ 漁業法附則 2条

（適用の特例）および EZ 漁業法施行令附則 2条）。 

このように、暫定措置水域において相手国国民の漁業に対する執行措置は認められてい

ない。このことは、日中漁業協定の締結以前に 1975 年に日中間で締結されて同年に発効し

た「日本国と中華人民共和国との間の漁業に関する協定」（旧（日中漁業）協定）、また旧

協定に先立ち 1955年に締結された「日本国と日中漁業協議会と中華人民共和国の中国漁業

協会との黄海・東海の漁業に関する協定」（日中民間漁業協定）においても同じであった
2
。
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これらの協定は黄海および東海（東シナ海）を適用海域とし、これらの海域における相手

国国民の漁業の取締りを認めていなかった。日中漁業協定の交渉過程において、中国政府

は、中国沿岸域で日本国民によって漁業が行われてきた歴史的経緯に留意するべきで、日

本の沿岸域から中国漁船がただちに締め出されるべきではないと主張し、とりわけ東シナ

海においてはこれまでの漁業のあり方ができるだけ維持されることを希望したという

（Kanehara & Arima 1999, p.22）。 

また、協定では、「一方の締約国は、他方の締約国の国民及び漁船が第 11条の規定に基

づいて日中漁業共同委員会が決定する操業についての規制に違反していることを発見した

場合には、その事実につき当該国民及び漁船の注意を喚起するとともに、当該他方の締約

国に対し、その事実及び関連する状況を通報することができる」（協定 7条 3項）と規定し

ている。それゆえ、協定のもとでは、暫定措置水域において、日本は中国漁船に対して執

行措置はとれないものの、日中漁業共同委員会による資源管理措置についての「決定」に

「違反」しているという事実の操業の現場海域における中国漁船に対する「注意喚起」（違

反事実の通知）と中国政府に対する「通報」は行うことができる。 

しかしながら、日中漁業共同委員会による暫定措置水域における操業条件の決定は、こ

れまで「漁船の隻数」と「漁獲量の上限の目標値」のみであった。2015 年 7 月に開催され

た第 16 回日中漁業共同委員会では、協議の結果、2015 年漁期の漁船の隻数について、中

国漁船は 17,500 隻以内（前年比 489隻減）、日本漁船は 800隻以内（前年同）とする決定

が、また漁獲量の上限の努力目標値については、中国漁船は 1,662,372 トン（前年比 22,905

トン減）、日本漁船は 109,250 トン（前年同）とする決定がなされている。また、2016 年

11 月に開催された第 17回日中漁業共同委員会では、協議の結果、2016 年漁期の漁船の隻

数について、中国漁船は 17,307隻以内（前年比 193隻減）、日本漁船は 800隻以内（前年

同）とする決定が、また漁獲量の上限の努力目標値については、中国漁船は 1,644,000 ト

ン（前年比 18,372 トン減）、日本漁船は 109,250 トン（前年同）とする決定がなされてい

る。さらに、2016 年の決定では新たに「漁法」も考慮され、中国漁船による「漁獲量の上

限の目標値」について、中国漁船による「まき網漁業」の漁獲量上限の「努力目標値」が

新たに設定された（2016 年については 266,000トン）。 

暫定措置水域における海洋生物資源の保存・管理措置について、日中漁業協定の前文で

は国連海洋法条約の趣旨に沿うことや共に関心を有する海洋生物資源の保存および合理的

な利用がうたわれ、協定本文でも「海洋生物資源の維持が過度の開発によって脅かされな

いことを確保するため、適当な保存措置及び量的な管理措置
．．．．．．．

をとる」（協定 7条 2項）と規

定されているにもかかわらず、日中漁業共同委員会ではこれまで「漁船の隻数」、「漁獲量
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の上限の目標値」と「漁法」についての決定がなされているのみで、国連海洋法条約にお

ける海洋生物資源の保存・管理措置の特徴ともいえる「魚種別の漁獲量」についての決定

は行われていない。 

暫定措置水域における執行措置についてはどうか。日中両国は日中漁業共同委員会が決

定に従って自国国民に操業許可を与え、許可を与えた漁船の名簿（暫定措置水域操業許可

漁船名簿）を交換している。しかし、現在のような日中漁業委員会における決定では、日

本政府は、基本的には、暫定措置水域において当該名簿に記載のない中国漁船が操業して

いる場合にのみ、「決定違反」の認定をおこなうことができるにとどまる。 

暫定措置水域における海洋生物資源の保存・管理措置と執行措置それぞれが有するこれ

らの課題を克服するためには、日中漁業共同委員会が日中両国それぞれの操業条件につい

て現在よりも詳細で実質的な意味での「決定」を行うこと、すなわち、「いかなる魚種をい

かなる漁法でどれぐらい漁獲するか」を決定することが必要である。このような決定は、

自国 EEZ における相手国国民の決定違反の認定と相手国への通報という日中漁業協定が

予定している手続き（執行措置）にもとづく「適当な保存措置及び量的な管理措置」（協定

7条 2項）（海洋生物資源の保存・管理措置）を実現していくためには不可欠である。 

日中漁業共同委員会による操業条件についての「決定」の実質化を実現していくにあ

たっては、それが積極的なものとなるためにも、国際法とその動向を参照すべきである。

二点のみ述べたい。 

第一に、国連海洋法条約において、EEZ の沿岸国は、EEZ を設定することにより、自国

の EEZ における海洋生物資源についての主権的権利、より具体的には、自国の EEZ にお

ける海洋生物資源の漁獲可能量（allowable catch of the living resources）を決定する権利や自

国の漁獲能力(its capacity to harvest the living resources)を決定する権利を有するのみでなく

（国連海洋法条約 56条 1項(a)、61条 1項、62条 2項）、いくつかの義務を課せられてい

る。まず、自国の EEZにおける海洋生物資源の維持が過度の開発によって脅かされないこ

とを「適当な保存措置及び管理措置」を通じて確保する義務を課せられており（国連海洋

法条約 61条 2項）、そのような措置は海洋生物資源の「最大持続生産量」（most sustainable 

yield: MSY）を実現する水準に漁獲される種の資源量を維持することができるようなもの

とする義務を課せられている（国連海洋法条約 61条 3項）。そして、EEZ の沿岸国は、自

国が漁獲可能量のすべてを漁獲する能力を有しない場合には、漁獲可能量の余剰分につい

て他国による漁獲を認める義務を課せられている（国連海洋法条約 62条 2項）。すなわち、

EEZの沿岸国はあくまでも自国の漁獲能力の限度において海洋生物資源についての排他的

権利（漁業独占権）を有するということになる。 
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暫定措置水域はあくまでも日中漁業協定によって設定された日中両国のみに妥当する

海域であり、協定を離れれば、日中両国は東シナ海でそれぞれの主張に基づきそれぞれ EEZ

を設定している。日中両国は、協定の前文でもうたわれているように国連海洋法条約の趣

旨に沿って、EEZ が有する海洋生物資源に対する主権的権利および義務、また EEZ 制度に

こめられた趣旨および目的の理解をふまえて、「いかなる魚種をいかなる漁法でどれぐらい

漁獲するか」を決定し、海洋生物資源の保存・管理措置を、自国の利益のみにとらわれる

ことなく、ひろく国際協力として講じていく必要がある。 

第二に、海洋生物資源管理における「生態系アプローチ」の強まりである。生態系アプ

ローチはさまざまな文脈でさまざまな意味をこめて用いられているが（生態系アプローチ

の多義性）、ひとまず、「生態系の保護・保全において守るべき対象は、個々の生物種（単

一種）だけでなく、その種の生息域に着目し、生物・非生物の各構成要素の間のさまざま

な関係性を含むとする理念・方法」であると定義することができる。生態系アプローチに

基づく実際の海洋生物資源の保存・管理措置としては、保全的かつ予防的な漁獲枠の設定 、

投棄や混獲の規制、選択的な漁業（経済価値の低い魚種や小型魚の漁獲の回避等）に資す

る漁法や漁具の選択や改良、操業・禁漁海域や操業・禁漁期間の柔軟な設定等があり、生

態系の概念を取り入れることで従来の単一種管理等の保存・管理措置を改善しようとする

傾向がある。 

「生態系アプローチ」や「生態系に基づく海洋生物資源の保存・管理措置」は、近年、

国際条約や国際的な規範文書等においてひろく採用されるにいたっている。例えば、国連

海洋法条約では、「資源間の相互依存関係」（国連海洋法条約 61条 3項）、漁獲対象種に関

連または依存する種への影響などの考慮（国連海洋法条約 119条）への言及がみられる。

より具体的には、漁獲対象種については最大持続生産量を実現する水準に資源を維持・回

復すること、関連または依存する種については、その再生産が脅威にさらされない水準に

維持・回復することである。また、最良の科学的証拠、沿岸社会や途上国のニーズ、漁業

のパターンおよび国際的な最低限の基準を考慮すること、国際機関を通じて漁業や資源保

全に関する情報を交換することを定めている。国連海洋法条約は生態系アプローチという

概念を明示的に用いていないものの、その主要な要素を採用しているといえる。また The 

Food and Agriculture Organization of the United Nations（FAO）は水産資源の持続的利用を実

現するために生態系アプローチの漁業管理への適用を推奨している（FAO2003, Ecosystem 

Approach to Fisheries, FAO Technical Guidelines for Responsible Fisheries 4 suppl.2）。日本でも

1999年の水産基本政策大綱が「生態系の保全は、水産資源の維持・増大はもとより、安全

な水産物の供給にとっても不可欠な前提条件である」と明記し、2001 年の水産基本法 2条
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でも「水産資源が生態系の構成要素」であることを前提として、水産資源の保存・管理が

行われなければならないと規定している。 

もっとも、生態系アプローチをふまえた海洋生物資源の保存・管理の確保を行うことが

そもそも可能かについては、海域によって異なり、生態系アプローチをふまえた具体的な

海洋生物資源の保存・管理の可否やそのあり方には地域差が生じる。海洋生物資源の保存・

管理における生態系アプローチの法規範性やその位置づけは地域によって異なることにな

る。生態系アプローチをふまえた具体的な資源管理措置について、そもそも「複数魚種一

括管理」は科学的に不可能で、「混獲規制」を行うことができるにとどまるとの指摘もある。 

 

５．北緯 27 度以南水域における海洋生物資源の保存・管理措置と執行措置 

日中漁業協定 6 条(b)によって設定された北緯 27 度以南水域（以南水域）における資源

管理措置について、協定本文は執行措置のあり方について規定していないが、協定署名と

同日の 1997年 11月 11日付けの日本国外務大臣による日本国駐在中国大使宛ての書簡には

「日本国政府は、日中両国が同協定第 6条(b)の水域における海洋生物資源の維持が過度な

開発によって脅かされないことを確保するため協力関係にあることを前提として、中国国

民に対して、当該水域において、漁業に関する自国の関係法令を適用しないとの意向を有

している」とある（同日付けの日本国駐在中国大使による日本国外務大臣宛ての同内容（「…

日本国民に対して、当該水域において、漁業に関する自国の関係法令を適用しないとの意

向を有している」とあり）の書簡もある）。日本は、EZ 漁業法附則 2 条および EZ 漁業法

施行令附則 2 条において、この海域における中国国民による漁業に対して EZ 漁業法を適

用しないこととしている（それゆえ、日本は本稿３.で指摘した以南水域内の宝山曽根にお

ける中国国民による宝石サンゴの採捕を自国の法令違反として取り締まることができな

い）。また、日中漁業共同委員会は、以南水域については、暫定措置水域における資源管理

措置のような「決定」ではなく「勧告」を行うことができるにとどまる（協定 11条 2項）。

以南水域における中国国民による漁業について、日本は拿捕・逮捕等の執行措置を講じる

ことはできず、他方で旗国の中国も（暫定措置水域とは異なり）執行措置を講じる義務を

課せられているわけではない。 

旧日中漁業協定でも北緯 27 度以南の海域の扱いは必ずしも明確ではなかった。旧協定

の締結交渉過程において、中国は北緯 27度以南が「軍事作戦状態」にあることを理由にし

た日本漁船の入域を規制しようとする南北二つの軍事的区域の設定、すなわち、（朝鮮半島

情勢との関係で）渤海湾への「軍事警戒区域」の設定と（台湾問題との関係で）北緯 27

度以南の海域への「軍事作戦区域」の設定を主張した。北緯 27度以南には日本の領土であ
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る沖縄諸島、宮古諸島、八重山諸島、先島諸島、尖閣諸島等が存在することから、日本は

軍事的理由に基づく入域規制や日本漁船の操業禁止については拒否しつつ、これらの海域

では「資源保護を必要とするとの理由をあげて新しい規制区域を中国側から提案してくる

なら、その海域が現在の軍事上の規制区域とほぼ一致していても、積極的に検討する用意

がある」との立場をとっていた（小倉 2010, pp.149-150.）
3
。 

このような以南水域における海洋生物資源の保存管理措置をめぐる問題状況の克服策

としては、日中両国が協定をふまえて協力して行う次の二つの策が考えられる。 

第一に、水産庁取締船等が北緯 27 度以南水域の日本側 EEZ で中国漁船の操業を視認し

た場合に、日本政府（農林水産省水産庁）から中国政府（農業部漁業局）に対して当該中

国籍漁船の船名・番号・乗組員情報等を通報し、当該中国漁船の中国帰港後に中国政府が

捜査、拿捕や逮捕等の刑事司法手続きを進めることができるように、日中両国政府の関係

部局間の「視認情報通報体制」を構築する。 

ただし、サンゴ（密）漁に従事するような船は中国政府が発行する漁船登録証・漁船許

可証・漁業許可証を持たない「三無漁船」が多く、外観上船籍や船名が隠匿されている、

あるいは虚偽表示を行っている船が多い。そのため、このような三無漁船の船籍や船名の

特定とその後の刑事司法手続きを確保するために、第二に、北緯 27 度以南水域の日本側

EEZ で外国人漁業の取締りを行う水産庁取締船に中国政府の法執行官（漁政検査官）が同

乗し、中国政府の法執行官が外観上は「三無漁船」も含む中国籍漁船の状況を把握し、た

だし、仮に中国政府の法執行官が中国籍漁船による「中華人民共和国漁業法」等の中国国

内法令違反を認定できた場合であっても、サンゴ漁の現場海域での「中華人民共和国漁業

法実施細則」7 条に基づく検査等の執行は許容しないとする「視認情報共有体制」を構築

する。 

なお、この視認情報共有体制は、中国政府による「中華人民共和国排他的経済水域漁政

巡航管理規定」にもとづく北緯 27 度以南水域の日本側 EEZ の現場海域における執行管轄

権の行使を援助するものではない。同規定における「排他的経済水域漁政巡航」とは、中

国漁政法執行機構が中国関係法令に従って、漁政船により、中国の
．．．

EEZ
．．．

において
．．．．

漁業生産

物および生物資源調査等の漁業活動に従事する中国人・船舶および外国人・船舶に対して、

法に依拠して監督検査および行政処分を実施する法執行活動である。 
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－注－ 

 
1  CITESによる国際取引の規制対象種は「絶滅のおそれ」ごとに 3つに格付けされて、附属書Ⅰ、Ⅱ

とⅢにリスト・アップされ、いずれの附属書に掲げられたかによって取引についての規制が異なって

いる。附属書に掲載される種は、原則として 2年に 1 回開催される締約国会議（COP）における決議

を経て、附属書への追加、附属書からの削除や附属書間の移行が行われている。附属書の改正に係る

決議は、出席しかつ投票する締約国の３分の２以上の多数で採択される。条約は附属書ⅠおよびⅡへ

の掲載の基準について簡単に規定するのみであったため、第 1 回締約国会議（COP1）では、生物学的

情報（個体数や生息地に関する情報等）と取引に関する情報（取引量に関する情報等）を掲げる「ベ

ルン基準」が採択された（決議 1.3）。さらに、1994年の COP9では、「絶滅の恐れ」について明確な

判断基準を提示していなかったベルン基準に代わる新たな基準が採択された（決議 9.24）。条約のもと

では、附属書掲載基準の策定以外にも、COPの決議による条約解釈の整理や運用規則の策定が着実に

進められている。 

 附属書Ⅰに掲載される種は、「絶滅のおそれのある種であって取引による影響を受けておりまたは受

けることのあるもの」であり、取引は原則として禁止される（CITES2条 1 項）。例外的に学術研究な

どの目的での輸出入は認められているが、輸出には輸出国から事前に発給を受けた輸出許可書が必要

とされ（3 第 2 項）、輸入には輸入国政府から事前に発給を受けた輸入許可書も必要とされる（3条 3

項）。輸入国は、主として商業的目的のために使用されるものでないと認める場合でなければ輸入許可

書を発給せず（3条 3 項(c)）、輸出国は輸入許可書が発給されていなければ輸出許可書を発給しない（3

条 2 項(d)）。掲載種は、ジャイアントパンダ、トラ、ゴリラ、オランウータン、ウミガメ科の全種、

大型鯨類等、約 1,000 種の動植物である。 

 附属書Ⅱに掲載される種は、「現在必ずしも絶滅のおそれのある種ではないが、その存続を脅かすこ

ととなる利用がなされないようにするためにその標本の取引を厳重に規制しなければ絶滅のおそれの

ある種」（2条 2 項(a)）等である。附属書Ⅱ掲載種については輸入許可書は必要ではないが、輸出許可

書の発給は必要である（4条 4 項）。輸出許可書の発給要件として商業的目的でないことは規定されて

いないため、商業的目的の輸出入も可能である。掲載種は、タテガミオオカミ、カバ、ウミイグアナ、

ケープペンギン、野生のサボテン科の全種等、約 34,000 種の動植物である。 

 附属書Ⅲについては本文に記したとおりである。 
2  1950年代前半、日本漁業が戦後復興を遂げていくなかで、この海域の中国沿岸域に日本の以西ト

ロール・以西底曳網漁船が殺到し、中華人民共和国政府官憲による違法操業を行う日本漁船に対する

発砲や拿捕が多発した。1950年から 1954年の 4年間に、合計 158 隻の日本漁船が拿捕され、合計 1,909

名（17名の死者、5名の負傷者を含む）の船員が逮捕された（陳 2014,pp.103-114.）。日本漁船の拿捕

等の理由は中華人民共和国政府によって明らかにされることはなかったが、その一つの理由は、東シ

ナ海の中華人民共和国の領海において同国の許可なく漁業を行ったことであると考えられる（小田

1955, p.31.）。このような問題状況を受けて、当時、日本は台湾政府を中国の正統政府としていたため、

中華人民共和国政府との間で国家間の漁業協定の締結はできないものの、1952年 9月に日中貿易促進

会、日中友好協会、日本遠洋底曳網漁業協会や全日本会員組合等の有志によって日中漁業懇談会が結

成され、同会によって中国側に日本漁船の安全操業や乱獲防止等の実現のための「民間交渉」の呼び

かけがなされた。その後、1955年 1月から 4月にかけて、日本の日中漁業協議会（日本遠洋底曳網漁

業協会、大日本水産会と日中漁業懇談会が中心となって設立した民間団体）と中国の中国漁業協会が

協議し、同年 4月に日中民間漁業協定の締結にいたった。日中民間漁業協定においても、「6つの漁区

における操業漁船の制限に対する規定に違反する相手方の行為を発見した場合には、自国の漁業協（議）

会を通じ、相手方の漁業協（議）会に対し、これを処理するよう通知し、通知をうけた側は違反漁船

に対して警告その他の処分を加え、その処理の結果を相手方に通知するものとされ」（小田 1955, p.30.）

た。 
3  なお、1955年 4月に締結された日中民間漁業協定においては、日中両国代表の往復書簡によって、

中国政府の許可なく日本漁船が立ち入ることができない海域として、渤海湾への「軍事警戒区域」の

設定と北緯 29度以南の海域への「軍事作戦区域」の設定が行われた。Cf. 小田 1955, p.30. 
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第５章 南シナ海仲裁判断の検討：歴史的権利および海洋地勢の

法的地位 

 

中島 啓 

 

はじめに 

2016 年 7 月 12 日、南シナ海をめぐるフィリピンと中国の紛争に関して、国連海洋法条

約（UNCLOS）に基づいて設立された仲裁廷が最終的な判断を下した1。仲裁手続を開始し

たフィリピンが定式化した 15 の申立のうち、14 の申立についてフィリピン側の主張をほ

ぼ認容する結論に至ったことから、フィリピンの「全面勝訴2」、あるいは中国の「全面敗

訴3」等と報じられてきている。その一方で、南シナ海に浮かぶ島嶼に対する主権の問題や

2 国間の海洋境界画定の問題には触れないことを仲裁廷が明言しているように（5-6 項）、

本仲裁判断はスプラトリー諸島やスカボロー礁といった島嶼およびその周辺海域に対する

中国の主権・領有権を否定した（あるいは、フィリピンへの帰属を認めた）わけではない。

代わって登場するのが「歴史的権利（historic rights）」という概念であり、仲裁廷の最終的

な結論は、南シナ海における中国の「歴史的権利」主張を否定するというものである。で

は、仲裁廷が否定した「歴史的権利」とは、主権・領有権とは何が異なり、またそれは、

中国がこれまで主張してきたとされるいわゆる「九段線（nine-dash line）」とどのような関

係にあるのだろうか。 

本稿では、南シナ海仲裁判断の前半部分、すなわち「歴史的権利」（1.）および海洋地勢

の法的性格（2.）について順に検討し、仲裁判断の意義と射程を明らかにする4。なお、係

争海域における中国の諸活動の合法性に関する後半部分については、本報告書所収の西本

論文が検討している。 

 

１．歴史的権利 

（１）仲裁判断要旨 

 仲裁判断の要旨は以下のとおりである。 

（a）前 提 

この問題は、南シナ海における海洋権益の淵源（source）と、中国の歴史的権利の主張

と UNCLOSとの相互関係に関する紛争であり、主権あるいは境界画定に触れるものではな

いというのが〔2015 年 10 月の〕管轄権判断であった。もっとも、中国の主張する歴史的

権利が、紛争処理手続からの選択的除外を定める UNCLOS第 298条における「歴史的湾若
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しくは歴史的権原（historical bays or titles）」に該当するか否かについては、「歴史的権利」

の主張内容を精査する必要があることから、管轄権判断を本案段階に先送りした（170-171

項）。 

中国はこの点、歴史的権利および九段線に関する主張を決して詳解してこなかった。し

かし、一定の事実を認定できる。九段線が最初に公文書に登場したのは 1948年であり、当

初は 11 の線があったものの、1953 年にトンキン湾側の 2 つが削除され、現在の姿となっ

た。もっとも、その長さや位置は必ずしも一貫していない。その後の公式声明は、九段線

を「歴史的に形成された」中国の権利と結び付けている（180-187項）。中国は、「九段線」

は UNCLOS以前から存在してきたものであり、また UNCLOSは海洋法の全てを規律する

わけではないと理解している（200項）。 

（b）仲裁管轄 

中国の主張する権利の性質 

中国が南シナ海に対する何らかの権利を主張しているからといって、それが「九段線」

に由来すると中国が考えているとは限らない〔UNCLOS が基礎づける可能性もある〕。他

方、UNCLOSが認めうる最大権益（entitlement）を超える主張については、UNCLOS以外

を根拠としているものと考えられる。少なくとも、次の 3 点が確認される。(1)2012 年 6

月、中国国営企業が石油採掘鉱区（Block BS16）を設定した。「九段線」西端、南シナ海の

全地勢の 200海里以遠、ありうる延伸大陸棚以遠に位置している。(2)「九段線」の内側に

おけるフィリピンによる石油鉱区（GSEC101; SC58; AREA 3; AREA4）関連契約に対して抗

議を行う際、中国は当該海域に対する「歴史的権原」に依拠した。(3)2012年 5月、「スカ

ボロー礁を含む南シナ海の大半」に夏季禁漁を設定した。これも、UNCLOSから離れた歴

史的権利に基づくものである。加えて中国は、「九段線」の内側では航行および上空飛行の

自由を妨害しないと約束している。この点、UNCLOSにおいては領海では無害通航を超え

た航行の自由が認められていないことからすれば、中国は、九段線内側の海域を領海・内

水とは異なるものと理解していることが窺える（207-214項）。 

選択的除外の範囲 

海洋法において、歴史的に生成する権利を指し示す用語はいくつかある。最も広いのが

「歴史的権利」であり、UNCLOSではなく歴史を根拠とする権利の総体を指す。主権を指

す場合もあれば、主権に至らないより限定的な権利（more limited rights […] that fall well 

short of a claim of sovereignty）、たとえば漁業権や漁業アクセス権などを指す場合もある。

他方、「歴史的権原」は陸地海洋に対する歴史的な主権を特定的に指す。「歴史的水域

（historic waters）」は海域に対する歴史的権原である。「歴史的湾（historic bay）」は、端的
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に湾に対する歴史的水域の主張である。 

この点、298 条がいう「歴史的権原」とは、歴史的状況を根拠とする主権の主張を意味

する。他方、主権に至らないその他の「歴史的権利」については、選択的除外を認めてい

ない。そして、中国は南シナ海に対する歴史的権原を主張してはおらず、権原には至らな

い「歴史的権利」を主張しているのみである。したがって、〔298条の選択的除外に該当せ

ず〕仲裁廷は管轄権を有する（225-229項）。 

（c）本 案 

UNCLOS に先立つ権利主張と UNCLOS の関係 

UNCLOS上明示の許容がある場合には維持され（311条 5項）、明示の許容が無くともそ

の運用が UNCLOS の規定と抵触しなければ、先行する規範は UNCLOS と両立する。

UNLCOS 以外から生じる権利義務が UNCLOS と整合的であれば、その運用は妨げられな

い（311条 2項）。他方、UNCLOS以前に存在していた権利義務が UNCLOSと抵触する場

合には、UNCLOSの規定が優越する（293条、条約法条約第 30条 3項）。〔本件では、〕排

他的経済水域（EEZ）における生物・非生物資源に対する歴史的権利の継続的妥当を、

UNCLOSが意図しているか否かが問題となる（238-239項）。 

この点、UNCLOSの文言は明らかに、排他的経済水域・大陸棚における主権的権利を沿

岸国のみに認めており、同一海域にて他国が歴史的な権利を有することを認めていない。

「主権的」権利という観念は、同一資源に対して他国が歴史的権利、とりわけ排他的な権

利を同時に持つという考え方と本来的に相容れない。また、UNCLOSの海域規制は全ての

海域を規律する包括的なものとして起草されたものである。したがって UNCLOS は、

UNCLOSに反する歴史的権利を維持せしめる文言を含んでおらず、むしろ先行する歴史的

権利や取極めに置き換わるものである。したがって、中国の歴史的権利の主張は UNCLOS

の規定と両立しない。以上のように、条約文言は明確ではあるが、物事がセンシティブで

あるため、起草過程を参照することが許される（243-247項）。 

起草過程において、沿岸国の EEZ資源を、歴史的に漁業を行っていた他国に配分すべし

との提案に対して、中国自身、途上国を代表する立場から反対していた。この立場は、南

シナ海に対する中国の現在の主張と相容れない（251-255項）。 

したがって、「九段線」内側における中国の歴史的権利の主張は、それが UNCLOSの定

める中国海域の限界を超える限りにおいて、UNCLOSと両立しない。UNCLOS上の EEZ・

大陸棚法制は歴史的権利主張の余地を残しておらず、パッケージとしての UNCLOSに中国

が加盟したことで、中国が有していたかもしれないあらゆる「歴史的権利」は、UNCLOS

に基づく海域の限界によって取って代わられたと結論される（261-262項）。 
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UNCLS 成立以前における中国の歴史的権利の有無 

以上の結論で本来は十分であるが、万全を期すために、中国の歴史的権利の主張のうち、

真に UNCLOS整合的でないものと実は整合的なものを仕分ける。 

歴史的権利の生成に際しては、主張される権利の継続的な行使と、影響を受ける国によ

る黙認が要求される（1962 年国連事務総長「歴史的水域」覚書）。もっとも、国際法によ

り許容された自由の行使は歴史的権利を生み出さない。この点、UNCLOS以前の海洋法に

おいては、狭い幅の領海が沿岸国に認められるのみであり、南シナ海の大半は公海であっ

た。そこにおける中国の通商航海は、国際法がすべての国に許容した公海自由の行使を体

現するものでしかない。したがって、南シナ海における歴史的権利を主張するためには、

公海自由の枠内から逸脱する活動を中国が行い、それを他国が黙認していたことが証明さ

れる必要がある。しかし、そうした証拠はない。(1)中国の領海を越えて他国の漁業活動を

制限してきたという証拠は無い。(2)海底非生物資源の開発は論理的に不可能である。(3)

沖合石油開発も近年になってからの技術である。 

したがって、中国による UNCLOS 加盟（1996 年）がかつての歴史的権利を消滅させた

のではなく、UNCLOS加盟により、中国は、広範な海域に対する権利を獲得すると引き換

えに、かつての公海自由を放棄したものと結論される（263-272項）。 

UNCLOS 成立後における中国の権利の成立の有無 

UNCLOSは、合意による UNCLOSの運用変更を認めているが（311条 3項）、その条件

を規定してはいない。とはいえ、単独行為では不十分であり、権利主張が他国により黙認

され、なおかつ、そうした権利及び一般的黙認を疑いなく認定しうる一定期間の経過が必

要である。この点、歴史的権利の主張は中国の EEZ・大陸棚法制（1998年）に記載された

ものの、その性質や射程について、他国は知りうる立場に無かった。「九段線」の内側にお

ける権利主張の内容が明らかになったのは 2009年であるが、以来、他国による抗議対象と

なっており、黙認は存在しない（275項）。 

（d）結 論 

主文 B(1)：フィリピンと中国との間において、UNCLOSが南シナ海における海洋権益の

範囲を画定し、かつその範囲は UNCLOSに内在する限界を超えない。 

主文 B(2)：フィリピンと中国との間において、「九段線」の関連部分によって囲まれた

南シナ海海域に対する中国の歴史的権利その他主権的権利もしくは管轄権の主張は、それ

が UNCLOS 上中国に認められる海洋権益の地理的事項的範囲を超える限りにおいて、

UNCLOSに反し法的効果を持たない。さらに、UNCLOSは、自らに内在する制約を超える

あらゆる歴史的権利に取って代わった。 
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（２）解 説 

（a）「歴史的権利」と「九段線」の関係 

南シナ海紛争の代名詞ともいいうる「九段線」は、歴史的には、1948年にまで遡ること

ができるものの（180 項）、近年の緊張関係の高まりを理解する上ではむしろ、2009 年 5

月に中国政府が大陸棚限界委員会（CLCS）に提出した文書5に添付された南シナ海の地図

が重要である6。この地図では、9つの破線が南シナ海の大半を取り囲むように描かれてお

り、文書の本文7と併せると、その内側に所在する島嶼及び周辺海域に対する主権や権利、

管轄権を中国が主張するものと解釈しうる。そして、この「九段線」のいくつかがフィリ

ピンの排他的経済水域に大きく食い込む形で描かれていたことから、フィリピンが 2013

年 1月に仲裁手続を開始し、中国の海洋主張が条約に反し無効であるとの宣言を行うよう、

仲裁廷に求めたのが本件の発端である。 

もっとも、フィリピンの最終申立と、それをほぼそのまま認容した仲裁判断の結論たる

主文の表現には一定の注意を要する。先に紹介した通り、本案に関する主文 B(2)は、「『九

段線』の関連部分によって囲まれた（encompassed by）南シナ海海域に対する中国の歴史

的権利〔…〕の主張は、〔…〕UNCLOS に反し法的効果を持たない」と述べている。つま

り、仲裁廷が退けたのはあくまで中国の「歴史的権利」の主張であり、いわゆる「九段線」

は、訴訟物たる「歴史的権利」の範囲を地理的に画定する役割を担うにとどまっている。 

（b）フィリピン側弁護団の訴訟戦術 

こうした申立の定式化は、フィリピン側弁護団が自覚的に意図したものである。すなわ

ち、仲裁付託当初（2013年 1月）は、「いわゆる『九段線』に基づく（based on）南シナ海

に対する中国の海洋主張（maritime claims）」が UNCLOSに反し無効であることの宣言を求

めており8、「九段線」そのものに接近して争おうとしていた姿勢が見て取れる。しかしそ

の後、訴答書面に至る段階（2014年 3月）で「歴史的権利」を前面に押し出すかたちでの

修正を施し9、九段線に「囲まれた」水域における歴史的権利の主張を争うという最終申立

の定式に至った。その背景としては、仲裁管轄の限界、および「九段線」の曖昧さという

2点を挙げることができる。 

まず、UNCLOSに基づいて設立される仲裁廷の管轄権が「この条約の解釈又は適用に関

する紛争」にのみ及ぶ結果（288条 1項）、同条約が規律しない主権・領有権の問題につい

ては仲裁廷は管轄権を持たないとの解釈が一般的であり、フィリピンおよび中国もこの立

場を前提としている。また、「歴史的湾もしくは歴史的権原」に関わる紛争については、条

約当事国は選択的に仲裁管轄から除外することが可能であり（298 条）、中国は 2006 年に

その旨宣言している10。そのため、仮に「九段線」が南シナ海の島嶼や海域に対する中国
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の主権や権原主張を含意するものだとすれば、仲裁管轄の否定が帰結してしまうという制

度的限界があり、フィリピン側としてはこの限界を克服する必要があった。 

しかしながらこの点、当の中国政府は、懸案の「九段線」の意味についてこれまで公式

の見解を示しておらず、むしろ意図的に曖昧にしているとも分析されてきた。専門家によ

る分析は多岐にわたるが11、いずれにせよ、主権や権原の主張を包含するのであるならば、

仲裁管轄が否定されてしまう点に変わりはない。そこでフィリピンは、想定しうる「九段

線」に基づく主張の中から、主権や権原とは区別される具体的な権利の主張を抽出し、そ

れらを UNCLOSではなく歴史に根差した「歴史的権利」の主張として論理構成することで

仲裁管轄を肯定すると同時に、同条約に基づかないがために法的効果を持たないとの議論

を提起したわけである。 

この立論構成を基礎づけているのが、中国の海洋法研究者（Zhiguo Gao & Bing Bing Jia）

が示した「九段線」の解釈である12。フィリピンは実際、訴答書面13から口頭弁論14まで一

貫して同論文に依拠している。この論考は、「九段線」を 3つの主張の複合関係として把握

する。第 1 は、9 つの線の内側に所在する島嶼に対する中国の主権や権原、第 2 は、同海

域において漁業や航行、油田開発などを行う歴史的権利、第 3は、海洋境界画定を行う際

の補助的機能である15。技術的な第 3 の点は省略するとして、主権と権原に関わる第 1 の

点に仲裁廷の管轄権が及ばないことは上に述べたとおりである。他方、第 2の点について

は、主権あるいは権原とは区別された「歴史的権利」である以上、本仲裁手続でその当否

を争うことができる。このように、フィリピンは、「九段線」が主権と歴史的権利の双方を

包含しうると考えつつ、後者の側面のみを切り出して仲裁手続を戦う戦術を採ったわけで

ある。 

（c）フィリピンの定式化を踏まえた仲裁判断 

フィリピンが依拠したこうした「九段線」の解釈は、南シナ海の島嶼及び隣接水域（islands 

[…] and the adjacent waters）に対する主権と、関連水域（the relevant waters）に対する主権

的権利及び管轄権とを区別した上でその双方を主張する2009年のCLCS提出文書の表現と

符合する点で16、有力な解釈の 1 つと位置づけられる。もちろんこうした解釈は、中国政

府の公式見解ではない点には注意を要するものの、ここでは、仲裁判断の主文 B(2)におけ

る一見回りくどい表現が、こうしたフィリピンの立論との関係ではじめて十分に理解する

ことができる点が重要である。事実、「九段線」の全貌に立ち入ることなくいくつかの具体

的な「歴史的権利」に判断の射程を絞った仲裁廷の推論は、フィリピン側が提示した論理

構成に即したものとなっている。 

すなわち第 1に、九段線「に囲まれた（encompassed by）」もしくはそ「の内側（within）」
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における歴史的権利の主張が、UNCLOSに反する限りにおいて法的効果を持たないという

論理構成で申立を定式化し17、第 2に、訴訟物たる歴史的権利は、主権あるいは（歴史的）

権原に「至らない（short of）」具体的な権利を意味するがために仲裁管轄が肯定されると

考え18、第 3に、そうした歴史的権利は UNCLOSが付与する権利「に加えて（in addition to）」

主張されているものと捉えた上で19、第 4 に、そうした権利は（仮にかつて存在していた

としても）海洋秩序を包括的に規律する UNCLOSに中国が加盟して以降は維持しえないこ

とを帰結せしめる20フィリピン側の主張の骨子は、上に紹介した仲裁判断の要旨とほぼ符

合するものである。 

それゆえ、「歴史的権利」と「九段線」の関係性を以上のように捉えた本仲裁判断は、

仲裁管轄の限界と中国の海洋権益主張の曖昧さという事情を踏まえたフィリピン側弁護団

の訴訟戦略を反映したものとみることができる。 

（d）仲裁判断主文における付加的要素 

他方、仲裁判断の主文を精査すると、フィリピンの最終申立を超える部分の存在も見受

けられる。既述の通り、フィリピンは、「九段線」に囲まれた南シナ海海域に対する中国の

「歴史的権利」が法的効果を持たないことの宣言を求め、仲裁廷はこれを「フィリピンと

中国との間」という限定を付しつつ認容した。ところが、仲裁判断の主文 B(2)はさらに続

けて、「UNCLOSは、自らに内在する制約を超えるあらゆる歴史的権利（any historic rights）

に取って代わった」ことを宣言している。これは、フィリピンの最終申立21には含まれて

いなかった一文であり、仲裁廷が自ら付加したものと考えられる。こうした付加的要素は、

中国の具体的な「歴史的権利」主張を否定する主たる論拠が海洋秩序を規律する UNCLOS

の包括性に求められていたことの反映と理解する余地もある。他方、仲裁判断の既判力の

客観的範囲は当事者の申立によって画定されるという原則論を想起するならば22、フィリ

ピンが申し立てていない要素を仲裁判断の理由中だけでなく主文に明示することは仲裁廷

の権限踰越を構成しないか検討の余地が残る。 

（e）中国の新たな主張？ 

仲裁判断が下されたのと同日、中国外務省は、フィリピン提訴の手続濫用性および仲裁

廷の無権限を根拠とする仲裁判断の無効を主張した23。これは、「九段線」を含め海洋権益

主張の実質的な内容に踏み込むことなく、手続面を根拠として仲裁手続を批判する従来の

姿勢24と軌を一にする。しかし、同日、中国政府は、これまでとはやや異なる表現で南シ

ナ海への海洋権益を主張した。すなわち、「南シナ海諸島（Nanhai Zhudao; the South China Sea 

Islands）」に対する主権と、それに「基づく（based on）」海洋権益（内水、領海、接続水域、

EEZ、大陸棚）及び歴史的権利、という論理構成である25。ここでいう「南シナ海諸島」と
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は、プラタス（東沙）諸島、パラセル（西沙）諸島、中沙諸島、そしてスプラトリー（南

沙）諸島から構成される「中国固有の領土（inherent territory
26）」を意味する27。そして、

この「南シナ海諸島」に対し、中国は継続的かつ平穏に、そして実効的に主権及び管轄権

を行使してきており、第二次大戦中の日本による占領を経て、戦後に主権行使を再開した

際、「南シナ海諸島に対する統治を強化するために（[t]o strengthen the administration）」、破

線が描かれた 1948年公刊の地図を作製した28、と説明される。 

こうした主張は、中国が「九段線」の歴史的意義についておそらく初めて公式の説明を

与えた点、そして「南シナ海諸島」という固有名詞で島嶼に対する領域主権を主張した点

において新規である。とりわけ、「南シナ海諸島」に対する領域主権を主張し、その「統治

を強化するために」「九段線」を描いたという説明は、「九段線」がその内側に所在する島

嶼への何らかの意味での中国の主権・権原主張と結びつくものであることを裏付けるもの

であり、そうであるがために「歴史的権利」という用語で主題を構成する必要があると考

えた本件フィリピン側の見立てと軌を一にするものである。 

では、南シナ海の島嶼を個別にではなく、「南シナ海諸島」として総体的に把握するこ

との意義は何か。声明文の中に手掛かりは見当たらないものの、1 つには、より大きな地

勢（例：パラセル諸島に位置する Woody Islandは、スプラトリー諸島最大の太平島の 4-5

倍の大きさとされる）を基軸に陸地として把握することで、本仲裁判断との論理的矛盾を

きたすことなく南シナ海の島嶼への主権・権原主張を維持することが推測されるものの29、

この点は今後の展開を待つほかない。 

 

２．海洋地勢の法的地位 

（１）仲裁判断要旨 

（a）前 提 

低潮時には水面上にあるが高潮時に水没する地勢を低潮高地（low-tide elevation）と呼ぶ。

高潮時にも水面上にある地勢は通常「島（islands）」として言及されるが、島が有する海洋

権益（maritime entitlements）は UNCLOS第 121条 3項に依存し、それが「人間の居住又は

独自の経済的生活を維持」できるか否かにかかっている。仲裁廷は、121 条 1 項にいう島

の定義に該当する地勢を「高潮地勢（high-tide features）」と呼ぶ。そして「高潮地勢」の

うち、「人間の居住又は独自の経済的生活を維持」できないものを、EEZ・大陸棚を有しな

い「岩（rocks）」と呼ぶ。そして、「高潮地勢」のうち「岩」でないものを、他の陸地と同

様の権益主張が可能な「完全な島（fully entitled islands）」と呼ぶ。「高潮地勢」の下位概念

として、「岩」と「完全な島」とがある。なお、低潮時にも水没する地勢は水没地勢（submerged 
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features）と呼ぶ（280項）。 

（b）高潮時に水面上にある/水没する地勢の地位（申立 4・6） 

当事国の主張 

フィリピンは、いくつかの地勢（Mischief Reef, Second Thomas Reef, Subi Reef）が低潮高

地であり占有の対象とならないことの確認を求め、いくつかの地勢（Gaven Reef, McKennan 

Reef including Hughes Reef）が低潮高地ではあるがその低潮線は領海基線を決定する際に利

用しうることの宣言を求めている（281項）。対する中国の立場は明確ではないが、いくつ

かの地勢（Mischief Reefなど）に対する主権を主張していることからして、それらは少な

くとも領海を備える「高潮地勢」であるとの立場と考えられる（300項）。 

UNCLOS 第 13 条の解釈 

低潮高地も島も「自然に形成された陸地」であることが要件であり、その地位は自然状

態に基づいて評価される。人工敷設物によって性質を変更することはできない。しかし、

いくつかの地勢はもはやその原状をとどめていないことから、仲裁廷は、かつての自然状

態を指し示している依拠可能な最良の証拠資料を検討する（305-306項）。 

なお、「高潮」の基準としては、いくつかの水路学的基準があるが、特定の条約・慣習

法規則は存在しないため、国家は、条約上の「高潮」と合理的に合致する基準を自由に選

択することができる。とはいえ、南シナ海における潮の満ち引きは比較的小さいため、基

準の選択は多くの場合相違をもたらさない（310-313項）。 

証拠資料 

衛星写真は有用であるが、難点もある。ものによっては写真の解像度が低い、高潮地勢

の検証には適しているが高潮時の低潮高地の分析には不向きである、撮影時点が高潮時か

低潮時か判別しがたい、といった点である。大型の地勢の存在に反証を加えるには有用で

はあるが、小型の地勢の存在認定に関しては、実地確認など他の証拠資料を伴わない限り、

衛星写真のみから結論を下すことは難しい（322-326項）。 

航路図は、過去のある時点において地勢を直接に確認したことの記録という意味で有用

である。南シナ海地勢の調査が最初に行われたのは英国（1860年代）によってであり、次

いで日本（1920-30年代）、フランス（1930年代）が行った。近年では沿岸国も各々の近海

について行っている。もっとも、数ある航路図の少なくないものが英国及び日本の調査デー

タに由来しているため、同様に描く航路図が複数存在することは独立の存在確認がなされ

たことを意味しない。本件では、英国と日本の調査を重視する（329-331項）。 
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結 論 

以下の地勢は「高潮地勢」である：Scarborough Shoal, Charteron Reef, Fiery Cross Reef, 

Johnson Reef, McKennan Reef, Gaven Reef (North)。 

以下の地勢は「低潮高地」である：Hughes Reef, Gaven Reef (South), Subi Reef, Mischief Reef, 

Second Thomas Reef。 

加えて、Hughes Reef, Gaven Reef (South), Subi Reefに関しては、上記「高潮地勢」の 12

カイリ以内に所在している（382-384項）。 

（c）岩か島かが問題となる地勢の地位（申立 3・5・7） 

当事国の主張 

フィリピンは、スカボロー礁およびスプラトリー諸島のすべての高潮地勢は UNCLOS

第 121条 3項にいう「岩」であると主張する（408項）。対する中国は、スカボロー礁およ

びスプラトリー諸島最大の高潮地勢である太平島（Itu Aba, Taiping Dao：全長約 1.4km、最

大幅 400m）は「完全な島」であると主張している。スプラトリー諸島のその他の個々の

地勢に関しては特段の言及はみられないものの、スプラトリー諸島がその総体として完全

な海洋権益を生み出すとの立場を示している（465-466、469-470項）。加えて、沖ノ鳥島は

「岩」であるとの立場を示しているが、その際に繰り返し強調するのは、自然状態におい

て人間の居住又は独自の経済的生活を維持できない小さな地勢に対して 121条 3項が適切

に適用されないならば、それは「人類の共同遺産（であるところの深海底）」および「国際

社会の総体的な利益」を害しかねないという点である（457-458項）。 

121 条 3 項の解釈 

「岩」：「岩」は「島」の一類型であり、島の基準（自然形成）による。地質学的に「岩」

である必要はなく、また地勢に与えられた名称は無関係である（481-482項）。 

「できない」：実際に人間の居住・経済活動を維持しているかどうかではなく、維持し

うる能力（capacity）を備えているかが問題となる。もちろん、過去における実際の居住や

経済活動の歴史的事実はそうした能力の証拠となる（483-484項）。 

「維持」：何かを支援提供し、それが一定期間にわたり、かつ一定の水準を伴っている

ことを意味する（487項）。 

「人間の居住」：一過性の滞在（presence）ではなく、定住と居住（settlement and residence）

を含意する。単なる生存ではない、人間的生活を充分に営むための諸条件が要求される結

果、最低限、食糧・水・住居環境を提供するものでなければならない（489-490項）。 

「又は」：「人間の居住」と「経済的生活」は加重要件ではなく、いずれか一方が充足す

れば足りる論理関係であるが、実際上は、両者は重複しうる（494-497項）。例外的に、い
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くつかの海洋地勢のネットワークの中で「人間の居住」が維持されている場合や、複数の

海洋地勢をまたいで「独自の経済的生活」が維持されている場合には、それらの要件が否

定されるわけではない（544項）。 

「独自の経済的生活」：一回限りの取引では不十分であり、一定期間にわたる継続的な

経済活動が必要である。かつ、それは外部からの資源的支援に過度に支えられたものであっ

てはならず、現地居住者の関与が無い単なる採掘活動も不可である。EEZ・大陸棚におけ

る潜在的な経済活動も除外される（これを認めることは論理循環である）。ここでいう経済

活動は地勢それ自体との関連性が必要であり、領海における経済活動は、それが地勢と結

びつく限りにおいて考慮される。地勢それ自体とは無関係の漁業や採掘活動は該当しない

（498-503項）。ただし、複数の地勢がネットワークとして人間の居住を維持している場合

には、そうしたネットワークを外部的な支援とは同一視しない（547項）。 

文脈と準備作業：低潮高地が「自然に形成された陸地」でなければならないのと同様（13

条）、「岩」の地位も自然状態に基づいて判断されなければならず、人工造成によって島へ

と変容するわけではない。そうした変容を認めることは、限界設定という 121条 3項の趣

旨に反する（508-9項）。EEZの制度趣旨は沿岸国住民の利益を根拠とする海域拡張であり、

そうした目的に資さない不当な拡張を防ぐことが 121 条 3 項の目的である（513-516 項）。

121 条 3 項は制限規定であり、人類の共同遺産である深海底の侵食を防ぎ、海域の衡平な

配分を目的とするものである（535項）。 

121 条 3 項の適用 

スカボロー礁をはじめとして、問題となる礁（Johnson Reef, Cuarteron Reef, Fiery Cross 

Reef, Gaven Reef (North), McKennan Reef）はすべて 121条 3項にいう「岩」である（554-570

項）。スプラトリー諸島の高潮地勢の大半は人工的・軍事的に造成されてしまっており、現

状における人間の居住は EEZを発生させるために意図的になされている可能性がある。し

たがって、人工造成がなされる以前の歴史的資料がより信頼しうる証拠資料である（578

項）。 

この点、飲料水や植生を確認することはできる一方、人間の生存を可能としうる程度と

いえるかについては一見して疑義が残る。漁民による利用は周辺諸国・地域から来た者に

よる一時的なものにとどまり、政府要員による駐留は外部的依存にほとんど依存していた。

したがって、太平島を含め、スプラトリー諸島の高潮地勢はいずれも人間の居住を維持し

えないものと結論される。また、そこでの経済活動は専ら周辺諸国による採掘活動であり、

当該地勢「独自の経済的生活」を維持する活動とは言えない（615-624項）。 
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仲裁管轄 

以上の結果、Mischief Reefおよび Second Thomas Shoal周辺海域に中国が権原主張できる

法的根拠は存在せず、境界画定に関して、フィリピンと中国の間における潜在的な権原重

複は存在しないため、本申立は、298条に基づく選択的除外の対象とはならない（633項）。 

（d）結 論 

スカボロー礁およびスプラトリー諸島の高潮地勢は、すべて 121条 3項に言う「岩」で

あり、したがって EEZおよび大陸棚を生成することができない。 

 Mischief Reefおよび Second Thomas Shoalは「低潮高地」であり、それ自体として海域

を備えない。両地勢はフィリピン沿岸から 200海里内に所在し、かつ中国が潜在的に権原

を主張しうる地勢のいずれの海洋権益とも重複しえないため、両者はフィリピンの EEZお

よび大陸棚を構成する（643-647項）。 

 

（２）解 説 

（a）紛争の射程の縮減 

仲裁廷が判断を下したのは、領有権や海洋境界画定の問題とは区別された個々の島嶼の

法的地位の問題である。この点について中国は、両者は不可分の関係にあり、領有権問題

とは切り離された島嶼の法的地位の問題は、仲裁に付託しうる「真の紛争（a real dispute）」

とはいえないと反論していた30。 

仲裁廷は、以上 2つの問題が法的に分離可能であることを管轄権判断においてすでに肯

定しているため31、本稿では立ち入らない。もっとも、理論的に区分可能であるとして、

領有権問題とは区別された島嶼の法的地位の問題を処理することの実益は何かという疑問

は残る。この点、フィリピンの説明によれば、それは仲裁判断を得ることで紛争の射程が

狭まり（narrow）、緊張関係の低減及び外交的な紛争処理を促進するという点に求められる

32。実際、仲裁判断は、スプラトリー諸島に排他的経済水域や大陸棚を生み出しうる島嶼

は存在しないと判断した結果、係争海域の大半は公海もしくはフィリピンの排他的経済水

域であることが帰結し、二国間の法的紛争は、いくつかの「岩」の領有権とその周辺 12

海里の領海をめぐる問題に縮減された33。それ故本判断は、今後両当事国によって前提と

される限り、外交交渉に前置して意味のある争点整理を果たしたとみることができる。 

（b）「島か岩か」という問題設定 

UNCLOS上、「島」は領海・接続水域・EEZ・大陸棚を持つが、「岩」は EEZ・大陸棚を

持たない（領海・接続水域は持つ）。他方、「島か岩か」という問題設定が厳密には不正確

であることはつとに指摘されてきた34。それは、「岩は島の一類型」だからであり（481項）、



第５章 南シナ海仲裁判断の検討：歴史的権利および海洋地勢の法的地位 

 －79－

ここから、ある地勢がいかなる海洋権益を持つかは 121条 3項（「人間の居住又は独自の経

済的生活を維持」できるか否か）の要件（社会経済性要件35）充足性の問題である、とい

う問題設定が帰結する。仲裁廷も、「高潮地勢」の下位概念に「完全な島36」と「岩」の 2

つを位置付ける概念整理を行っている。もっとも、「岩」も 121条 1項にいう「島」に含ま

れる以上、上位概念に「高潮地勢」という用語を持ち出すことなく、端的に「島」の用語

を充てた方が、現行国際法規則の文言とも整合的であったのではないかと思われる。 

とはいえ、いずれの用語法に拠るにせよ、「岩」概念固有の作用範囲に関する問題が残

る。すなわち、社会経済性要件とは別個に、地質学上などの基準により「岩」か否かが独

自に問題となる余地があるとすれば、理論上、「人間の居住又は独自の経済的生活を維持で

きる岩37」という第 3 類型を観念しうる。しかしこの点、仲裁廷が「岩は島の一類型」で

あると述べたのは、地質学・地形学的な要素は「岩」概念に内包されておらず、通常の島

と同様に「自然に形成された陸地」であることのみが求められるとの解釈を導く趣旨から

である（480-481項）。だとすれば、立法技術的に見れば、社会経済性要件の充足性を基準

として「島」を二分すれば足りるはずであり、同要件を満たさない「島」をさらに「岩」

と換言する必然性（しかも、「岩は島の一類型」との命題を維持しつつ）に乏しいように思

われる。仲裁廷の用語法に従えば、「人間の居住又は独自の経済的生活を維持できる岩」は

「完全な島」に分類されるはずだからである。121条 3項が UNCLOS以前の国際法（1958

年大陸棚条約は、大陸棚を持つ「島」に限定を付していなかった）から発展したものであ

るという歴史的経緯38、および 121条 1項・2項との対立関係を強調する趣旨から「岩」の

語が用いられたという UNCLOS 準備作業についての理解は39、121条成立の経緯の複雑さ

を示してはいるものの、現行条文を整合的に理解する十分な手掛かりを与えるものではな

いように思われる。本仲裁判断も、この問題には深く立ち入ることなく、社会経済性要件

に基づき具体的な問題を処理するにとどめている。 

（c）沖ノ鳥島の影響、沖ノ鳥島への影響 

フィリピンは、南シナ海紛争とは無関係であるはずの沖ノ鳥島について複数回言及して

いる40。これらは、中国の立場の非一貫性を突く狙いから提起したものである41。すなわち

中国は、沖ノ鳥島が 121条 3項にいう「岩」であると主張しているところ、その際、同項

の適用は国際社会全体の関心事であるところの深海底の範囲に関わるものであり、人工造

成前の自然状態を基準に判断すれば「岩」でしかない沖ノ鳥島に基づく大陸棚の主張は人

類の共同遺産に対する侵食であると述べている42。これは、結論的には、先に紹介した仲

裁廷の解釈にむしろ接近するものである。フィリピンは、こうした中国の従前の立場を 121

条に関する解釈実践として提示しようとしたものと分析される。この点、領有権・海洋境
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界画定紛争とは区別されたかたちで海洋地勢の法的地位に関する紛争を観念しうるという

仲裁廷の立場43の背景に、沖ノ鳥島の領有権は争うことなくその法的地位のみを争う中国

の立場44を見出しうることも併せて鑑みるならば、南シナ海紛争とは本来無関係であるは

ずの沖ノ鳥島（問題に対する中国の理解）が、管轄権判断から本段判断に至るまで無視し

難い影響を与えていることが推察される。 

 他方、かようにして沖ノ鳥島の影響を受けた本仲裁判断が、今度は沖ノ鳥島へ影響を

与えかねないことが懸念されている45。すなわち、121条 3項の趣旨に照らせば、沖ノ鳥島

のような小島は「岩」に該当するという指摘は従前からなされてきたことではあるものの46、

本判断で詳細に示された認定基準が、沖ノ鳥島を念頭に置くとやはり「厳格」で「厳しい」

ものだとする懸念である47。そのため、沿岸国の過度な権益拡大から深海底の侵食を防ぐ

という制度目的に照らして 121条 3項の適用範囲を確定する本仲裁廷の解釈論に対し、制

限的な運用の契機（例：3項が 1項・2項に対する例外であり、沿岸国主権に対する制限で

ある以上は抑制的に運用すべきなど48）を見出すことができるかが検討に値する。 
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第６章 南シナ海仲裁判断の検討：中国の活動に対する判断 

 

西本 健太郎 

 

Ⅰ はじめに 

国連海洋法条約附属書Ⅶの下の仲裁裁判所は 2016年 7月 12日、南シナ海仲裁事件に関

する仲裁判断を下した。比中間の仲裁手続は 2013年 1月 22日にフィリピンによって開始

されたものであり、この中でフィリピンは中国との間の海洋紛争に関する 15点の事項につ

いて判断を求めていた1。フィリピンの申立は、4 つの類型に分けることができる2。第 1

のものは、南シナ海における権利・権原の淵源に関する 2 つの申立（申立 1・2）であり、

中国による国連海洋法条約に基づかない歴史的権利の主張について判断を求めるものであ

る。第 2の類型は、南シナ海に存在する具体的な地形について、その法的地位と条約の下

で地形から生じる海域に対する権原について判断を求める一連の申立（申立 3～7）からな

る。第 3の類型は、南シナ海における中国の具体的な行動の違法性について、仲裁裁判所

による認定を求めるものである（申立 8～14）。最後に、第 4の類型として、中国が比中間

の紛争を悪化・拡大させたとの宣言を求める申立 15がある。仲裁判断は結果としてフィリ

ピンの申立のほぼ全てについて、フィリピンの主張を認めた。 

フィリピンが国連海洋法条約の紛争解決手続を利用しようとした背景には、スカボロー

礁における漁業やセカンド・トーマス礁をめぐる対峙、あるいはフィリピンによる資源探

査活動の中国による妨害など、洋上における個々の具体的な問題への対応の必要性があっ

たものと思われる。しかし、国連海洋法条約の紛争解決手続を利用する上での制約から、

仲裁手続では比中間の紛争は主として「海域に対する権原（maritime entitlements）に関す

る紛争」として位置付けられた3。すなわちフィリピンは、第 1に、いわゆる九段線内の海

域に対する中国の歴史的権利の主張が国連海洋法条約に照らして適法なものであるか否か

は、条約が中国に付与している海域に対する権原の問題として島嶼の領有権または海洋境

界画定の問題とは独立に判断可能であると主張し、第 2に、南シナ海に存在する地形の法

的地位の明確化を求め、南シナ海には EEZ・大陸棚を有する島は存在しないとの立場をとっ

た。前述の第 1及び第 2の類型の申立に関するフィリピンの主張が認められれば、スプラ

トリー諸島周辺海域には中国の権原・権利は全く及んでいないことになるため、中国の具

体的な活動に関する判断の重要な部分はこれらの申立に関する判断にかかっていた。 

以上のような意味において、仲裁判断の結論にとって最も本質的であったのは、九段線

内の海域に対する歴史的権利及び地形から生じる EEZ・大陸棚の有無に関する判断であっ
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たといえる4。もっとも、仲裁裁判所は海域に対する権原に関する判断を前提として、個々

の活動についても申立 8から 13において詳細に検討を加えており、そこで示された判断に

は、海域に対する権原の問題とは独立の論点として判断された論点もあり、また比中間の

紛争解決の文脈に限られない先例的意義を持つものも含まれている。そこで本章では、中

国による具体的な活動に関する仲裁判断の内容を確認した上で、その意義について検討す

ることとしたい5。 

 

Ⅱ 中国の活動に関する仲裁裁判所の判断 

フィリピンは申立 8 から 13 において、南シナ海における中国の具体的な活動が国連海

洋法条約に照らして違法であるとの判断を求めていた。フィリピンが違法なものとして主

張した中国の活動は主として次のものである：①フィリピンの EEZ・大陸棚（南シナ海に

は EEZ・大陸棚を有する島はないことを前提として、フィリピンの群島基線から 200海里

内の海域）におけるフィリピンによる資源探査・開発を中国が様々な態様により妨害した

こと、②フィリピンの EEZ・大陸棚における中国国民による生物資源開発を中国が阻止し

なかったこと、③スカボロー礁におけるフィリピン漁業者の操業を中国が妨害したこと、

④絶滅危惧種の採集や人工島の建設など環境を破壊する活動を行ったこと、⑤フィリピン

の EEZ・大陸棚内において人工島、施設及び構築物の建設を行ったこと、⑥危険な態様で

法執行船を運航したこと。 

 

1 フィリピンの EEZ 及び大陸棚における主権的権利の妨害（申立 8） 

フィリピンの申立 8は、中国がフィリピンの EEZ・大陸棚におけるフィリピンの主権的

権利の行使を妨害したと主張するものである。中国による具体的な活動として、①リード・

バンクの鉱区を対象とするコンセッション契約について抗議を行い、またフィリピンによ

る探査活動に対して妨害を行ったこと、②西カラミアン鉱区のオペレーター企業と面談し、

自国の立場を申し入れたこと、③北西パラワンの鉱区の入札について抗議を行ったこと、

④ミスチーフ礁におけるフィリピン漁業者の操業を妨害したこと、⑤南シナ海の北緯 12

度以北に適用される漁業モラトリアムの宣言及び「海南省沿海辺防治安管理条例」の制定

といった漁業に対する管轄権の行使により、フィリピンの EEZ内におけるフィリピン国民

の操業を制限したこと、及び⑥セカンド・トーマス礁においてフィリピン漁業者の操業を

妨害したことが問題となった。 

仲裁裁判所は、中国政府による抗議については、結果的に誤った理解であったとしても、

中国はそのような権利を有するものとの理解を真正に有しており、それ自体としては条約
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違反とならないとした6。また、石油会社に対する主張は単なる情報の提供であるとして、

条約の違反には当たらないとされた7。これに対し、探査船に対する妨害は、自国の権利の

主張にとどまらず、フィリピンの大陸棚である海域における活動を停止させる直接の行動

であることから、フィリピンの大陸棚に対する主権的権利の侵害にあたるとされた8。仲裁

判断は特に、南シナ海、とりわけリード・バンクにおける両国の海域に対する権原につい

て見解の相違があることは中国も認識しており、交渉その他の紛争解決手続によるべきで

あったにも関わらず、自らの理解に基づいて自国の権利を一方的に実現しようとしたこと

を問題としている。 

生物資源に関する中国の行為については、漁業モラトリアムの宣言自体が国連海洋法条

約 56条の違反にあたるとされた9。この宣言はフィリピンの EEZで操業するフィリピン漁

船にも適用されるものであり、フィリピンの漁業者に対して罰則の対象となりうるという

現実的な可能性を確立し、抑止効果をもたらしうるものであることが理由である10。他方

で、海南省の条例は 12 海里内のみが対象であり、EEZ に関する条約違反を含むものでは

ないと判断された11。ミスチーフ礁及びセカンド・トーマス礁における漁業の妨害につい

ては、十分な立証がなされていないとされた12。この点、中国の主張及び法執行船の存在

によってフィリピン漁業者が当該海域を避けたであろうことは容易に想像できるが、これ

を根拠に条約違反は認定できないと仲裁判断は述べている。 

 

2 フィリピンの生物資源の中国国民による開発の防止の懈怠（申立 9） 

フィリピンの申立 9は、フィリピンの EEZ・大陸棚における中国漁船の操業に関するも

のであり、中国は自国民の違法な活動を阻止する義務を怠ったと主張するものである。仲

裁裁判所は、海域に対する権原に関する判示を踏まえ、当該海域はフィリピンの EEZであ

るという前提の下に他国の EEZ で操業する漁船に適用される条約の規定を確認している。

仲裁判断は特に 62条 4項に着目し、この規定はフィリピンの EEZ内ではフィリピンの操

業許可等の手続に従うことを中国国民に対して義務付けるものであり、漁業を行う私人に

対して直接の義務を課していると指摘している13。また、国家は沿岸国の権利及び義務に

妥当な考慮を払う義務を 58条 3項の下で負っていることも指摘された14。この義務の内容

として、国家は自国民が他国の EEZにおいて不法な漁業に従事することを防止する相当の

注意義務を負っているとの解釈が示された15。 

仲裁裁判所は、ミスチーフ礁及びセカンド・トーマス礁における中国の活動について検

討し、両海域では少なくとも 2013 年 5 月に中国漁船が操業していたと認定した16。また、

漁船は常に中国の公船に伴われており、中国公船上の当局者は中国の漁業者による活動を
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十分に認し、阻止することも可能であったにも関わらず、そうしなかったものと認定され

た17。結論として、中国はフィリピンの EEZ内の漁業に対する主権的権利に対する妥当な

考慮を払っておらず、58条 3項の違反があったものと判断された。 

 

3 スカボロー礁における伝統的漁業に関する中国の行動（申立 10） 

スカボロー礁における漁業の違法な妨害を主張する申立 10 については、伝統的漁業権

を尊重する義務の違反が認定された。仲裁判断はまず、この海域では伝統的にフィリピン

を含む複数の国の漁業者による漁業がなされてきたものの、2012年 4月以降、比中間で緊

張が高まる中で、中国の公船によりフィリピン漁業者が排除されることとなったと認定し

た18。その上で仲裁判断は、国際法上、伝統的漁業（traditional fishing）または零細漁業

（artisanal fishing）を行う私人の権利は保護されてきたことを指摘する。この権利は、既得

権（vested rights）の観念に由来し、漁民が何世代もの長期にわたって零細漁業によって生

計を立てている場合には、その祖先と同様の形で漁業を続けられることを内容とする所有

権に類似した権利を取得するという考え方によるものであるという19。仲裁判断によれば、

この権利は国家ではなく、伝統的に特定の海域において漁業を行ってきた個人または共同

体に帰属する。また、この権利は、EEZの導入によって EEZの海域においては消滅させら

れたが、領海においては変更なく存続している20。そして、スカボロー礁で行われていた

漁業の少なくとも一部は、このような性質を有するものであったと判断した21。結論とし

て、2012年 5月以降に中国がフィリピン漁業者による操業を完全に禁止した時期があった

ことは、伝統的漁業権を尊重する義務と整合しないとの結論に至っている22。 

なお、フィリピンはスカボロー礁における比中間の対峙において、中国に国連憲章 2条

3 項及び国連海洋法条約 279 条の下での平和的紛争解決義務の違反があったとの主張も

行っていたが、認められなかった23。 

 

4 海洋環境の保護・保全の懈怠（申立 11 及び 12(b)） 

中国が海洋環境を保護・保全する義務に違反したと主張する申立 11及び 12(b)について、

仲裁判断はまず、国連海洋法条約の関連規定を次のように説明している。192 条は海洋環

境を保護・保全する一般的な義務を課しているが、これは将来的な損害からの海洋環境の

「保護」と、現在の状態を維持・改善するという意味での「保全」の双方を含み、したがっ

て海洋環境を悪化させてはならないという義務も含む24。そして、この義務は 194 条をは

じめとする第 12部の他の規定、及び他の国際条約上の義務を通じて具体化されている。194

条は「海洋環境の汚染」を防止、削減及び規制するための措置に関する規定である。192
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条と 194 条は、国家自身が行う活動について義務を課すのみならず、自国の管轄・管理下

にある活動が海洋環境を害さないことを確保するよう相当の注意を払う義務も課している25。

194 条 5 項は「稀少または脆弱な生態系」の保護・保全に関するものであり、この規定は

第 12部の目的が狭い意味での海洋汚染の規制に限られないことを示している26。197条は

海洋環境の保護・保全のための協力義務を定めており、また南シナ海のような半閉鎖海に

ついては 123 条も地域的な協力を定めている。さらに、204 条は汚染の危険または影響を

監視する義務、205 条はその結果を報告する義務、そして 206 条は環境影響評価を実施す

る義務を定めている。206 条は「合理的な」そして「実行可能な限り」と規定している点

で国家に裁量を与えているが、評価の結果を報告する義務は絶対的な義務である27。 

仲裁判断は次に、中国による絶滅危惧種の採集に関する主張を検討し、中国漁船がオオ

シャコガイをはじめとする絶滅危惧種の採集に従事していたものと認定した28。仲裁判断

は、他の適用のある国際法に照らして解釈すると、192 条は絶滅危惧種の採集を防止する

義務を含むということができ、この一般的な義務は特に 194条 5項の下での脆弱な生態系

の保護の文脈で具体化されているとした29。この義務は相当注意義務であり、絶滅のおそ

れがあると国際的に認識されている種の直接の採集のみならず、その生息地の破壊を通じ

た間接的な被害の防止を含む。仲裁判断はさらに、中国が行っている規模でのサンゴやオ

オシャコガイの採集が脆弱な海洋環境に害を与えるものであることに疑いはなく、こうし

た慣行を防止する措置がとられていない場合には、192 条及び 194 条 5 項の違反を構成す

るとした30。その上で、中国政府は自国の漁船による活動を十分に認識していたにもかか

わらず、絶滅危惧種の密漁に従事する船舶に対して取締りのための規則・措置を採択し、

相応の厳格さをもってこれを執行するための手段をとることをせずに、むしろ漁船を保護

するために武装した公船を提供していたとして、192 条及び 194 条 5 項の違反が認定され

た31。また、サンゴ礁を漁船のプロペラを使って破壊した上でオオシャコガイを採集する

漁法を認容していたことについても、海洋環境を保護・保全する義務の違反があったと結

論づけられた32。 

フィリピンは、中国漁船がシアン化物及びダイナマイトを用いた漁業を行っているとも

主張していたが、中国がこれを知りながらその防止を怠ったとする十分な証拠はないと結

論づけられている33。ただし、シアン化物及びダイナマイトの使用は海洋環境の「汚染」

に該当し、また脆弱な生態系及び絶滅危惧種の生息地を破壊することから、その防止のた

めの措置をとらないことは条約 192条、194条 2項及び 194条 5項の違反にあたるとの一

般論が示された34。 

スプラトリー諸島の 7つの礁での埋め立てによる人工島の建設活動については、主とし
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て裁判所が委嘱した独立の専門家による報告書に基づき、海洋環境に対する甚大かつ長期

的な損害をもたらすものであることが認定された35。すなわち、中国は人工島の建設活動

によって、192 条の海洋環境を保護・保全する義務に違反し、海洋環境を汚染する態様に

よる浚渫の実施によって 194条 1項に違反し、さらに 194条 5項の下での稀少・脆弱な生

態系及び絶滅危惧種等の生息地を保護・保全する義務にも違反したと結論づけられた。ま

た、人工島の建設にあたって中国が南シナ海に面している他国と協力・調整を行おうとし

た形跡がないことから、197 条及び 123 条の下での協力義務の違反があったことが認定さ

れた。そして最後に、仲裁裁判所は環境影響評価を実施する義務について検討し、問題と

なっている人工島建設活動の規模と影響に鑑みれば、「海洋環境に対する重大かつ有害な変

化をもたらすおそれ」があると中国政府が信じていなかったことは合理的にはありえない

と指摘された36。他方で、中国が 206 条の要件を充たす環境影響評価を実際に実施したか

否かについては結論に至らず、ただ、いずれにしてもその報告の公表または国際機関への

提供はなされていない点で 206条の違反があったと結論づけられた37。 

 

5 ミスチーフ礁の占拠及び建設活動（申立 12(a)及び(c)） 

ミスチーフ礁の中国による占拠及び同礁における中国の建設活動に関する申立 12(a)及

び 12(c)については、建設活動が EEZ・大陸棚における人工島、施設及び構築物に関する

60 条及び 80 条に違反すると判断された。仲裁裁判所はその前提として、ミスチーフ礁を

めぐる紛争は、双方が同礁に対して主権的権利を有するとの理解を真正に有していたこと

に由来するものであるとしつつも、仲裁判断の結論によれば、ミスチーフ礁はフィリピン

のみが海域に対する権原を有する海域に所在する低潮高地であり、したがってフィリピン

の EEZ・大陸棚の一部であることを指摘している38。そして、60 条及び 80 条は EEZ・大

陸棚における人工島並びに経済的な目的のための施設及び構築物の建設、運用及び利用に

関する権限を沿岸国に与えているところ、ミスチーフ礁で中国が建設した初期の構造物は

施設または構築物にあたり、のちに人工島の建設に発展しているとして、両規定の明白な

違反があったと判断された39。他方で、低潮高地は陸地とは異なりそもそも取得可能では

ないから、フィリピンが申立 12(c)で主張するミスチーフ礁の不法な取得については判断す

る必要がないとされた40。 

 

6 危険な態様での法執行船の運航（申立 13） 

中国の法執行船の危険な操船が問題となった申立 13 については、中国は「海上におけ

る衝突の予防のための国際規則に関する条約（COLREGS）」上の規則に違反し、また、同
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規則は一般的に受け入れられている国際的な規則、手続及び慣行をなすものであるから 94

条にも違反するものと判断された。COLREG上の具体的な規則違反の認定は、主として仲

裁裁判所の委嘱した独立の専門家の報告書及びフィリピンが提出した専門家報告書に依拠

する形で行われている。仲裁判断は、中国による違反を偶発的な懈怠というよりも、意図

的な規則の無視というべきであると指摘している41。違反として主張された行為が法執行

の文脈でなされていることについても、法執行船の操船上の必要性と COLREGとの間には

緊張関係が生じうることは認めつつ、後者が常に優越しなければならないとの判断が示さ

れている42。 

 

Ⅲ 中国の活動に関する判示の検討 

南シナ海における中国の具体的な行活動に関するフィリピンの申立のうち、フィリピン

EEZ・大陸棚内における妨害活動の実施（申立 8）、自国民の活動阻止の懈怠（申立 9）及

びミスチーフ礁における建設活動（申立 12(a)及び(c)）については、海域に対する権原に関

する仲裁裁判所の判断（申立 1～7）の結果として、フィリピンの EEZ・大陸棚における無

権利者の活動としてその違法性が認定されることになった。ただし、申立 8、9及び 12(a)(c) 

での中国のフィリピンの EEZ・大陸棚における無権利者としての評価は必ずしも貫徹され

ておらず、このことは仲裁裁判所が理解するところの本件紛争の性質とも関連して注目さ

れる。 

これに対して、スカボロー礁における伝統的漁業の妨害（申立 10）、海洋環境の保護・

保全義務違反（申立 11及び 12(b)）及び危険な態様での法執行船の運航（申立 13）につい

ては、問題となる活動が行われた海域に対する権原の問題とは独立に、活動自体の条約適

合性が検討された。仲裁判断は紛争の当事者である比中両国しか拘束しないが、仲裁判断

で示された国連海洋法条約の解釈は先例として今後参照されていく可能性がある。特に、

海洋環境の保護・保全義務及び旗国責任に関する仲裁判断の判示は重要な判断を含んでい

る。もっとも、海洋における埋め立て活動と海洋環境の保護・保全義務との関係や、法執

行時に公船が遵守すべき国際法の内容など、周辺諸国にとって特に重要な指針が示され得

た点について、仲裁裁判所は本件の事実関係に限定した判断を行っている。 

以下では、まず、仲裁手続の手続面における特徴として、専門家報告書の利用が仲裁裁

判所の判断方法に影響を及ぼしていることを指摘した上で、フィリピンの EEZ・大陸棚内

における中国の活動に関する仲裁判断の判断枠組み、そして海洋環境の保護・保全及び法

執行船の運用の各論点に関する裁判所の判示について検討する。 
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1 専門家報告書の利用 

手続面における本件仲裁手続の最大の特徴は、中国の欠席である43。国連海洋法条約附

属書Ⅶの下の仲裁裁判手続において、一方の当事者の欠席は仲裁手続の進行を妨げる事由

とはならないが、仲裁裁判所は「請求が事実及び法において十分な根拠を有することも確

認しなければならない」（附属書Ⅶ・9 条）。仲裁判断は、中国が欠席する中でも手続的衡

平に配慮を行ったことを強調しているが、両当事者による立証が十分に尽くされない中で

十分な検討を確保するための方法として採用されたのが、仲裁裁判所が任命する専門家へ

の報告書作成の委嘱である44。中国の活動に対する判断に関連するものとしては、南シナ

海の海洋環境に関する Ferse報告書と中国法執行船の運行に関する Singhota報告書があり、

裁判所はこれらを資料として判断を行っている。 

裁判所の委嘱による専門家意見の活用は、裁判所の判断にあたって科学的知見等の専門

的知見が必要となる場合には有効な方法とも考えられるものであり、裁判所が十分な専門

的知見の下で判断を行うための仕組みとして歓迎する意見もある45。他方で、本件仲裁判

断における専門家報告書への依拠のあり方については、仲裁裁判所が本来行うべき法の解

釈・適用の一部まで裁判所外の主体に委ねるものとして、批判もありうる。中国の建設活

動によって中国に海洋環境を保護・保全する義務の違反があったか否かについて、仲裁判

断は証拠、専門家報告書及び中国の主張の批判的検討に基づいて海洋環境に対する悪影響

を認定している46。この判断は仲裁裁判所が利用可能な資料を総合して行われた法の適用

であるとはいえ、この結論に至るにあたって仲裁判断は Ferse 報告書から相当の量の引用

を行っており、専門家報告書に依拠する部分が大きい。また、中国の法執行船の運航態様

が COLREG 規則に違反するか否かの認定にあたっても、仲裁判断は Singhota 報告書及び

更にはフィリピン側から提出された Allen 報告書の内容に依拠している。単なる専門的知

見の提供やこれに基づく事実関係の評価と法の適用作用を截然と区別することは必ずしも

容易ではないことから、こうした判断方法の適切性については議論がありえよう。 

また、こうした判断方法が仲裁判断の内容に影響を及ぼしていると思われる点として、

専門家報告書に基づいて判断を行ったことにより、裁判所が法をどのように解釈し、これ

をどのように本件の事実関係に適用したのかが不明瞭となっている部分があることが指摘

できる。例えば、仲裁判断は海洋環境を保護・保全する義務との関係で中国の建設活動を

評価し、192条、194条 1項及び 194条 5項の違反を認定した47。しかし、仲裁裁判所はこ

れらのごく一般的な義務にいかなる行為が違反するのかについてはその解釈を示さないま

ま、人工島の建設活動が破壊的かつ長期的な損害を与えているとの専門家報告書に基づい

た評価を理由としてその結論に至っている。この判断は、本件の事実関係においては、仮
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にこれらの規定に何らかの閾値が存在していたとしても、中国の活動はゆうにそれを超え

ているという判断として理解でき、それ自体としては必ずしも不適当とは思われない。た

だ、こうした判断のあり方が一般的に望ましいかどうかは別途問題となる点であり、また

こうした判断方法の採用によって、仲裁裁判所が国連海洋法条約の解釈の明確化に寄与す

る機会を逸していることも指摘することができる。 

 

2 フィリピンの EEZ・大陸棚における中国の活動の評価 

本章冒頭でも言及したように、フィリピンは比中間の紛争を「海域に対する権原」に関

する紛争として位置付けた。これは仲裁裁判所の管轄権に制限が存在する中での訴訟戦略

でもあったが、仲裁裁判所は実質的にもこのような紛争の性格付けを受入れた。すなわち

仲裁判断は、比中間の紛争は海域に対する権原のあり方について根本的に異なる理解が存

在しているためのものであるとし、こうした中での仲裁裁判所の任務は権原を明確化する

ことであるとした48。こうした理解の下では、仲裁判断によって結果的に中国の権原・権

利は否定されたものの、中国は自らが権原・権利を有するものとの理解の下で信義誠実に

従って行動していたことが前提とされている。 

紛争全体のこのような理解は、フィリピンの EEZ・大陸棚内における中国の妨害活動の

評価にも影響を及ぼしている。海域に対する権原に関する仲裁裁判所の判断によれば、ス

プラトリー諸島周辺海域は境界未画定海域ではなく、フィリピンの EEZ・大陸棚であった

ことになる。したがって、申立 8及び 9に含まれている中国の活動は、他国の EEZ・大陸

棚内において沿岸国の許可なく行われた活動として評価されるはずである。しかし、仲裁

判断は他国の EEZ・大陸棚において許可なく活動を行ったことのみを理由とした判断は

行っていない。フィリピンが傭船した探査船であるMV Veritas Voyagerに対して中国公船

が攻撃的な操船を行い、その探査活動を妨害した事件について、仲裁裁判所はフィリピン

の大陸棚に対する権利を侵害し 77条に違反すると結論づけながらも、その理由付けとして、

海域に対する権原の問題に関する見解の相違は中国も認識しており、交渉その他の紛争解

決手段によるべきであったにも関わらず、自国の理解に基づいて一方的に権利を実現しよ

うとしたことを挙げている49。また、フィリピンに対して中国の立場を主張する外交的な

通知を行ったことが違反とならないと判断した理由についても、結果として誤った理解で

あったとしても、中国は自らが権利を有するとの理解を真正に有していたためであるとし

ている50。 

このように、仲裁裁判所は自らの判断によって明確化された海域に対する権原のあり方

を基準としてではなく、両国の関係性の中で、境界未画定海域における合意到達阻害防止
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義務（74条 3項・83条 3項）に類似の枠組みを用いて、中国の活動の条約適合性を判断し

ていることが注目される。もっとも、こうした判断枠組みは仲裁判断全体としては必ずし

も貫徹されていないようにも見える。生物資源に関する妨害が問題とされた申立 9及び自

国民の活動を阻止しなかったことが問題とされた申立 10との関係では、海域に対する権原

のみが問題とされ、中国の理解やフィリピンとの関係性を基準とした判断はなされていな

いからである。この点、申立 9については、中国の生物資源に対する妨害行為がフィリピ

ン漁業者による操業の全面的規制という相手方の主張・立場を全く考慮しない措置であっ

たこと、申立 10 については、主権的権利の直接の侵害（56 条 1 項違反）ではなく、沿岸

国の権利に妥当な考慮を払う義務の違反（56条 3項）と位置付けられていることに、相手

方との関係性が考慮事由とされていることを見出せるともいえなくはない。しかし、裁判

所は以上の点について明示的に説明はしておらず、その判断枠組みには不明瞭な点が残っ

ている。 

 

3 海洋環境の保護・保全 

南シナ海における中国の大規模な活動は仲裁手続の進行中も国際社会の関心を集めて

いたが、フィリピンは中国の活動が自国の権利の侵害であるのみならず、国連海洋法条約

の下で全ての国家が負っている海洋環境を保護・保全する義務の違反であると主張した。

この点に関する仲裁判断の結論は、絶滅危惧種の採集や大規模な人工島の造成活動が条約

の関連規定に対する著しい違反を構成するというものであり、裁判所の検討は前述のよう

な判断枠組みの中で、本件の事実関係に限定された形で行われているものが大部分を占め

る。ただし、裁判所は特に国連海洋法条約の下での一般的な義務である海洋環境の保護・

保全義務（192 条）との関係で重要な判示も行っており、この点は海洋環境の保護・保全

に関する条約の規律の理解にとって重要な貢献である。 

仲裁判断の判示で特に注目されるのは、国連海洋法条約第 12 部の位置付けに関するも

のである。仲裁判断は、192条が定める海洋環境の保護・保全義務について、第 12部の他

の規定及び他の国際協定における具体的な義務によってその具体的な内容が与えられるも

のであるとし51、さらにチャゴス海洋保護区事件の仲裁判断を引用する形で第 12部は海洋

汚染の防止に限られるものではないとしている。このようにして、生物多様性条約の下で

の生物多様性の保全といったような国連海洋法条約後の展開も国連海洋法条約体制に取り

込まれることになる。仲裁裁判所は具体的な検討の中でも生物多様性条約を参照するなど

52、他の条約の規定も含めた他の規則との関係で 192 条の義務を具体化してその違反を認

定している。こうした解釈は今後の海洋環境の保護・保全に関する国際法の発展にとって
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重要な枠組みを提供するものである。 

また、フィリピンの EEZ内における中国漁船の活動との関係においてなされた判示では

あるものの、仲裁判断が船舶の旗国が負う相当注意義務の範囲について一般的な言及を

行っていることも海洋環境の保護・保全との関係では重要な点である。国家が海洋法の文

脈で負う相当注意義務の範囲については、特に国際海洋法裁判所の海底紛争裁判部による

深海底活動に関する勧告的意見53及び同裁判所による小地域漁業委員会に対する勧告的意

見54において判断がなされてきたが、本仲裁判断はそこでの判示を確認し、さらに全ての

国に対するものとして拡張するものであることが指摘されている55。 

 

4 法執行船の運航態様 

フィリピンは申立 13において、中国による法執行船の危険な運航態様が COLREG規則

及びこれを取り込む国連海洋法条約 94条に違反すると主張し、仲裁判断はこの主張を認め

た。この判断にあたって論点の 1つは、法執行を行う公船に対して COLREG規則が適用さ

れるか否かであった。仲裁裁判所は、専門家意見書などを参照しつつ、法執行活動につい

ても COLREG規則が不適用となるわけではないとした。仲裁判断はその理由として、法執

行船の運用上の必要性と COLREG規則との間に緊張関係が生じる場合には後者が優先し、

COLREG 規則からの逸脱は「切迫した危険を避けるため」（規則 2(b)）の場合に限られる

としている56。仲裁判断の枠組みによれば、こうした事由が存在するか、あるいは違法性

阻却事由が存在しない限り、COLRG規則からの逸脱は正当化されないことになる。 

仲裁判断は中国の法執行船の運航態様について、COLREG規則の履行懈怠があったとい

うよりも、規則自体を完全に無視するものと認定している57。こうした事実認定を前提と

すれば、COLREG 規則への違反を認めた裁判所の結論自体は十分に理解できる。しかし、

法執行船に対する COLREG規則の適用に関する一般的な解釈の部分については、なお議論

の余地がありうるように思われる。沿岸国の法執行船が自国の法令を執行する際には、一

定の限度における実力の行使が一般国際法上認められてきた。国際海洋法裁判所はサイガ

号事件（本案判決）において、実力の行使が正当化される場合はありうることを前提に、

実力の行使は可能な限り回避されなければならず、不可避な場合にも状況に照らして合理

的かつ必要な範囲を超えてはならないと判示している58。こうした理解と、仲裁判断の判

示がどのような関係に立つのかについては必ずしも明らかではない。 

法執行船は一般に、沿岸国の法令に違反する船舶に対して拿捕等の措置をとることがで

き、対象船舶が自発的に停船しない場合にはその過程で強制的な接舷を行うこともありう

る。また対象船舶が逃走する場合には、生命に対する危害が生じないように全ての努力を
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払ったのちに船体に対する射撃を行うことも可能である59。船舶の衝突の回避を前提とし

た COLREG規則を遵守しながらでは、こうした一般国際法上認められている措置をとるこ

とは困難であり、その限りにおいて仲裁判断の判示には問題があるといわざるを得ない。

法執行時の公船について COLREG 規則が全体として適用除外になるものと解することは

適当でないとしても、個々の規則が法執行を行う一般国際法上の権利との関係でどのよう

に適用されうるのかは重要な問題であり、このような観点から仲裁判断が一定の枠組みを

示していたならば、海上法執行について極めて有益な指針を示すものとなったはずである。 

 

Ⅳ おわりに 

南シナ海仲裁判断は、中国の活動に対する判断においてもほぼ全面的にフィリピンの主

張を受け入れる判断を行った。国際社会の関心を集めていた人工島の造成活動については、

特に海洋環境保護の観点から国連海洋法条約に違反するものであるとの明確な評価がなさ

れている。他方で、フィリピンとの関係で紛争の対象となっていた中国の様々な活動につ

いては、結論としては様々な条約違反が認定されたものの、必ずしも悪意をもった権利侵

害とは位置付けられていないことは重要なポイントである。仲裁裁判所は、中国は信義誠

実に従って行動しており、ただ南シナ海の複雑な状況の中で、権原・権利に対する理解が

フィリピンと相違していたために比中間で紛争が生じているものとの前提で判断を行った。

これは、フィリピン自身が本件紛争を海域に対する権原に関する紛争と位置付けたことの

帰結である。こうした紛争の性格付けが中国の主張・活動の実態に即したものであるのか

については様々な評価がありうると思われるが、少なくとも仲裁判断による明確化が行わ

れた今後については、より直接に中国が国連海洋法条約の枠組みの下で行動する意思を有

するのかが問われることになる。 
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第 7 章 海底金属資源の探査・開発と環境保全―環境影響評価（EIA） 

をめぐる国際規範の発展動向と日本の現状・課題 

 

児矢野 マリ 

 

はじめに 

 近年、マンガン団塊（MN）、コバルトリッチ・クラスト（CRC）、海底熱水鉱床（SMS）

を含む、水深約 500～6,000 メートルの深い海底にある金属資源の探査・開発（DSM: Deep 

seabed mining）が、国内外で注目されている。そして、国際及び諸国の国内レベルで、関

連する法規範の形成も含めてさまざまな動きが活発になっている。この文脈において、海

洋環境・生態系保全は中心的課題の 1 つであり、そこでは、環境影響評価（EIA）1が持続

可能な開発のための有効な手段として重視されている。 

 DSM をめぐる海洋環境の保全について、国際規範はいかに発展してきているか、また、

それに照らして日本の関連国内法制の現状、とりわけ EIA に関する国内法制度のあり方は

いかに評価されるか。本稿は、この点を考えるための素材を提供することを目的とする。

なお、本稿にいう国際規範とは、国際法規則にとどまらず、法的拘束力のない規範的文書、

業界規範等を広く含む。 

 日本は、国家の管轄を越える地域（ABNJ: Area beyond national jurisdiction）及び排他的経

済水域（EEZ）を含む自国の管轄地域の双方において、DSM を推進している。その際には、

国際法上の義務を遵守するため、それを支える国内法制度を国際法の要請と適合させる必

要がある。また、社会のグローバル化が進む現代において、日本の企業の国際競争力と社

会の持続可能な発展を促すためには、国際規範の発展動向を十分に踏まえた法・政策の展

開が不可欠だろう。そして、海洋安全保障にとっても、適切な国内法制度の設計とその実

施を通じた海洋環境紛争の回避は必須である。この点で、近年では海洋環境保全を争点に

国際裁判にかかる国際紛争が増えている2ことに、留意したい。さらに、「海洋の平和的か

つ積極的な開発及び利用と海洋環境の保全との調和を図る新たな海洋立国」（海洋基本法１

条）をめざす日本は、国際社会において、関連する国際規範の形成と実施を適切にリード

する責務を負い、この責務を果たすための実質的な基盤は、将来の国際規範の方向性を見

据えた関連国内法制度といえるからである。 

 以下本稿では、DSM に適用可能な環境保全に係る国際規範全般と EIA の大まかな発展

動向を記述的に整理し、それに照らして日本の関連国内法制の現状と課題を指摘する。な

お本稿では、DSM の特性を踏まえつつ、比較対象として沖合石油・天然ガスの探査・開発
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にも適宜注意を払う。同じく海底資源をめぐり世界で先行事例が豊富な沖合石油ガス活動

は、国際規範及び国内法制度について一定の蓄積があり、その中には DSM にも適用され

うるものがある。また、それを支える海洋環境の保全に係る社会の規範意識は、海洋資源

活動一般に共通するものとして、DSM についても、規範水準において一定の参照基準を提

供するだろう。さらに、両者をとりまく諸条件の違いは、DSM に係る規範の形成のあり方

とその現状の特徴を浮き彫りにする。こうして、石油ガス活動は科学・技術面では DSM

と異なろうとも、規範面では重要な先例又は比較対照の好例を提供するからである。 

 

１．海底金属資源探査・開発活動（DSM）の概要と海洋環境・生態系への潜在的悪影響（環

境リスク） 

(1) 世界及び日本における DSM の動向 

(a) 3 種の主要な海底金属の分布 

 現在、経済的な見地から世界的に注目される海底金属資源は、主に SMS、CRC 及び MN

の 3 種類である。まず SMS については、世界で水深約 700～2,000 メートルの海底に 300

近くあるとされ、組成及び規模から 10 の鉱床（太平洋 8、大西洋 1、紅海 1）が有望視さ

れている。そのうち 8 つは沿岸国の EEZ 内にあり、北太平洋と大西洋の公海にもそれぞれ

1 つずつある3。次に、CRC は水深約 800～2,400 メートルの海底にあり、主に西太平洋（赤

道以南）の 3 つの地域に多いという。そのうち 1 つは公海にあり、その他は沿岸国の EEZ

内にある4。そして、MN は水深約 4,000～6,000 メートルに所在しており、経済的に有望な

ものは 4 つの地域、すなわち北中部太平洋クラリオン・クリッパートン・ゾーン（CCZ）

を含め太平洋に 3 つ、インド洋に 1 つあるといわれている5。 

(b) 世界における探査・開発の動向 

 まず、ABNJ の海底、すなわち「深海底」（Area）とその鉱物資源は、国連海洋法条約

（UNCLOS）の下で「人類の共同財産」（CHM）とされ、UNCLOS 第 11 部及びその実施協

定に基づき、国際海底機構（ISA）が管理している。2017 年 1 月末時点で、ISA は 26 件の

探査申請を許可したが6、開発許可はまだ出していない。 

 次に、EEZ を含む国家の管轄地域内の DSM は、沖合石油・天然ガスの場合と同様に沿

岸国の管轄権に服する。そして、近年では探査許可事例が増えている。許可発給国は太平

洋島嶼国が大多数で、アジアでは日本の事例がある7。さらに、最近では僅かに開発申請を

許可する国も現れ、世界で 2 つの開発事業が、パプアニューギニア8、サウジアラビアとスー

ダン9によりそれぞれ許可された。しかし、2017 年 3 月末時点でいずれも未着手である10。 
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(c) 日本の状況 

  ABNJ では、日本を保証国として 2 つの法人が ISA と探査契約を結んでいる。CCZ での

深海資源開発株式会社（DORD）による MN の探査と、南鳥島の南東沖での独立行政法人

石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）による CRC の探査である11。 

さらに、EEZ を含む日本の管轄地域に関しては、海洋基本法に基づく第二次海洋基本計

画を受け、DSM の工程が作られている。これによれば、2012 年から 16 年には、探査によ

り新規鉱床を発見して資源量・鉱床の評価を行うと共に選鉱・製錬の技術を確立し、17 年

には実際の海域における揚鉱・採鉱を一体化したパイロット試験を実施し、18 年には経済

性を検討するという12。そして現在、JOGMEC が日本近海（沖縄海域の伊是名海穴、伊豆・

小笠原海域のベヨネーズ海丘）で SMS に関する調査を進めており、沖縄海域では既に 4

つの鉱床を発見した。但し、当初 2018 年以降と期待された民間企業の商業生産をめざす事

業は、金属資源価格の低迷もあり目途が立たっておらず、相当先になる見込みである13。 

(d) まとめと若干の考察 

 現段階で、ABNJ 及び沿岸国の管轄地域ともに、探査は一定程度進んでいるが、開発は

着手されておらず、商業生産はまだ先である。また、海底金属資源の相対的な太平洋偏在

を反映し、双方の地域ともに探査への関与には、国家間で地理的に偏りも見られる。太平

洋・アジアには熱心な国が比較的多いが、現時点で欧米先進国はそれ程でもない。さらに、

資源メジャーは探査・開発に乗り出しておらず、探査機関は僅かな民間企業14を除いて、

殆どが政府系機関である。その背景には、金属価格の低迷、DSM は難技術のためコストが

高く、安定的な経済利益の見込みが薄いといった事情があるだろう。こうした状況を反映

し、DSM については石油ガス業界とは異なり、業界団体も十分に育っていない。例えば、

産業界、政府機関、学術機関の関係者が参加する世界規模の団体として「国際海洋金属資

源協会」（IMMS: The International Marine Minerals Society）15があるが、石油ガス開発の分野

における「国際石油産業環境保全連盟」（IPIECA）や「国際石油・ガス生産者連盟」（IOGP）

とは異なり、産業界の利益を代表して積極的に活動する業界団体とは言い難い。 

 

(2) 6 つの段階から成る DSM のプロセスとそれに伴う環境リスク 

(a)  DSM のプロセス―6 つの段階 

 通常 DSM は、主に次に掲げる 6 つの段階から成ると想定されている。DSM の事業者は、

ABNJ における探査と開発については ISA から、また EEZ については沿岸国の国内法令に

従い、国内の権限当局から適宜許可を得て、作業に従事する。 

0 海洋科学調査（MSR: Marine Scientific Research）； 
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1 概要調査（Prospecting）； 

2 探査（Exploration）：1）地震探鉱（seismic surveys）（少なくとも SMS では不使用）、

2）探鉱/試掘/ボーリング調査及びサンプル分析16）； 

3 開発（Exploitation）： 

1）機材の搬入・設置：(i) 生産支援船（PSV: Production Support Vessel）、(ii) 揚鉱シス

テム（RALS: Riser and Lifting System）；(iii) 海床生産ツール（SPT: Seafloor Production 

Tool）（通常可動式）の搬入・設置；(iv) 従業員の居住施設等（船舶等）； 

2）生産（上記設置した PSV、RALS、SPT の操業：海床掘削、揚鉱、廃水の海洋放出）17：

（i）SPT による海床掘削 and/or 揚鉱まで掘削物の海床保管；(ii) RALS による海床か

ら PSV への揚鉱；(iii) PSV における揚鉱物からの鉱物と海水との分離；（iv）PSV に

おける分離された鉱物の貯蔵；（v）分離された海水の海洋放出； 

3）輸送（Product transport）：船舶（シャトル船）による輸送； 

4 陸上における貯蔵（On land stockpiling）・選鉱・製錬（Processing）：1）貯蔵（通常港

の近くで）；2）選鉱（銅、鉛、亜鉛製鉱）（選鉱場で）；3）製錬（地金）（精錬所で）；4）

選鉱済みの破砕くずの処理； 

5 撤去（Decommissioning）又は例外的に使用機材の残置： 

 1）関連機材・システムの撤去：（i）PSV の撤収；（ii）RALS の撤収；（iii）SPT の撤

収；（iv）従業員の居住施設等の撤収； 

 2）例外的に使用機材・施設の残置（但し、SMS の場合には殆ど想定されない。）； 

6 撤去後の回復（Restoration）・モニタリング（Monitoring）： 

 1）可能な場合に、機材の撤収後の生産サイトの回復18； 

 2）事後の環境（回復）状態又は残置した機材の影響に関する継続的モニタリング19 

 以上のプロセスは、先行する沖合石油ガス活動と一定程度共通するが、異なる面も多

い。例えば、両者とも探査時の海底掘削及び上記 4 以外の全段階で船舶の利用を伴うが、

活動海域の水深度や対象資源の性質に適した開発の方式（固定式生産施設の設置可能性、

海床面それ自体の物理的除去の有無等）、陸上の貯蔵・選鉱・製錬の有無、活動終了後

の施設残置の可能性や廃坑後の回復措置のあり方については、大きく異なる。 

(b)  DSM に伴う環境リスクとその要因 

 以上のプロセスを通じて主に以下のように、DSM は海洋環境・生態系に対して多様な悪

影響を生じうる。これは DSM 全般に概ね共通するが、探査・開発の対象資源の種類や、

活動海域の地理的条件や海象条件等により、かなり異なる面もある。また、一般に概要調

査・探査から生じる海洋環境・生態系への悪影響は比較的小さいが、開発の場合には、重
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大かつ長期又は永続的な悪影響を生じる可能性があるといわれている20。 

①通常操業から：1）海底の掘削（探査のための試掘も含む。）と鉱物の採取それ自体に

よる、海底周辺の環境の改変・生態系への悪影響；2）SPT の設置・操業・撤収により

生じる懸濁水と沈殿物の浮遊の悪影響；3）PSV における揚鉱物の処理後、化学物質

を含む水の海洋への排水により生じる懸濁水・含有化学物質の悪影響（排水がなされ

る水深により差異あり）21；4）SPT の操業に伴う騒音・振動・照明 5）RALS の操業

に伴う騒音・振動；6）PSV の存在に伴う影響（大気汚染、騒音、夜間照明、廃棄物

処理、排水に伴う海水温の上昇等）22、シャトル船からのバラスト水の排水に伴う外

来生物種の侵入； 

②事故を含む偶発的事象から：1）RALS や海中のパイプからの揚鉱物・排水漏れによる

海洋への有害物質の流入・懸濁水と沈殿物の発生；2）海洋の船舶（PSV・輸送船）か

らの揚鉱物の漏れによる有害物質の流入・懸濁水と沈殿物の発生；3）海洋の船舶

（PSV・輸送船）の事故からの油濁汚染；4）掘削中の熱水の噴出23；5）SPT の故障等 

③活動終了時又は終了後：1）掘削した海底に対する継続的影響；2）浅い海域における

溶存酸素の薄さ；3）残置した機材の悪影響 

④累積的な影響（他の海洋利用も含む。）24 

 以上の環境リスクは、先行する沖合石油ガス活動の場合とは、共通点もあるが相違点も

多い。例えば、探査時の海床掘削や船舶利用に伴うリスクは共通する。他方で、開発・生

産における採鉱それ自体による物理的な海床破壊の有無とその程度・態様、海床採鉱・揚

鉱後の排水・事故時の懸濁水と沈殿物の発生、海底の人工光、撤去後の回復の困難等に伴

う悪影響は、DSM に特有である。そして、沖合石油ガス活動で最も懸念される暴噴事故の

リスクは、DSM には当てはまらない。さらに、とりわけ DSM について強く指摘されてい

るのが、海洋環境・生態系への悪影響をめぐる顕著な科学的不確実性である。これは、水

深度の高い DSM の実施海域の海床周辺における環境・生態系の科学的知見が十分でない

こと、DSM の開発技術は相対的に未発達なため使用技術が不明瞭であること、等を背景と

する。 

 

2．DSM に伴う環境リスクに対処するための国際規範の発展動向 

(1) 視点 

 ここでは、5 つの視点―1）DSM の活動地域の区分（ABNJ 又は沿岸国の管轄地域か）、2）

政府間合意又は民間のイニシアチブか、3）法的拘束力の有無、4）地球規模又は地域の規

範か、5）趣旨・目的や規律対象は何か（DSM 特有か、沖合石油ガス活動も含む開発活動
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又は海洋資源活動一般を扱うか、開発活動に特化せず自然環境・生態系の保全一般をめざ

すか等）―が必要である。沖合石油ガス活動の場合と同様、法的性質や趣旨・目的等の異

なる多様な規範的文書が、事実上補完的に組み合わさって機能していたり、逆に相互関係

が未整理のまま並存していたりすることも想定され、規範の地域的偏差もありうるからで

ある。 

 

(2) 既存の国際規範の大まかな全体像 

(a) 国連海洋法条約（UNCLOS）  

 海洋環境の保護及び保全に関する UNCLOS 第 12 部の規定は、すべての海域に適用され

る25ため、実施海域如何にかかわらず DSM はその規律に服する。但し、ABNJ における

DSM には第 11 部及びその実施協定が適用され、その下で環境保全に係るより
．．

具体的な法

規制がある。ゆえに第 12 部の規定は、実質的には国家の管轄地域における DSM について

より
．．

重要な意味をもつ。第 12 部の規律の要点は、主に以下の通りである。 

 まず第 1 に、国家は海洋環境の保護及び保全に関する一般的義務（192 条）を負う。そ

の具体化として、第 2 に、自国管轄下の DSM から生じる海洋環境の汚染の防止等のため、

さまざまな形で「相当の注意」義務を負う（194-196 条）。それは主に、1）海底及びその

下の天然資源の探査又は開発に使用される施設及び機器からの汚染の防止等のため措置を

とる義務（194 条 3 項(c)）（この措置には、希少または脆弱な生態系及び減少しており、脅

威にさらされており又は絶滅のおそれのある種その他の海洋生物の生息地を保護し保全す

るために必要な措置を含む（同条 5 項））、2）損害もしくは危険を移転させ又は一の類型の

汚染を他の類型の汚染に変えない義務（195 条）、3）意図的又は偶発的な外来種の導入の

防止等の義務（196 条）である。そして第 3 に、いずれの国も急迫又は実際の損害を潜在

的被影響国及び権限のある国際機関に通報する。第 4 には、自国管轄下の DSM につき、

一定の場合には EIA を実施し、かつ環境への影響を監視して（204 条）、それらの結果を公

表又は国際機関に提供する（206 条）。 

 さらに、国家は次のように自国の管轄する DSM について、海洋環境の汚染の防止等の

ために法令の制定や執行の義務を負う。1 つめには、沿岸国は、自国の管轄下の DSM や施

設及び構築物等から生じる海洋環境の汚染の防止等のために、法令を制定し（208 条 1 項）

その他の必要な措置をとる（同条 2 項）と共に、自国法令を執行する（214 条）。ここでは、

国家に対処が求められる海洋環境の汚染は、DSM に関連する広範囲の源からのものを含む26。

また、国家が制定する法令及びその他の措置は、「少なくとも国際的な規則及び基準並びに

勧告される方式及び手続と同様に効果的なもの」でなくてはならない（208 条 3 項）。そし
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て 2 つめには、国家は ABNJ で、自国を旗国とし、自国に登録され又は自国の権限の下で

運用される船舶、施設、構築物及び他の機器により行われる DSM からの海洋環境の汚染

の防止等のため、法令を制定しなくてはならず、この法令は、少なくとも第 11 部の規定に

従い定められた国際的な規則及び手続と同様に効果的なものとする（209 条 2 項）。 

 但し、国家管轄地域の DSM に適用可能な国際的な規則、基準、方式や手続は、現時点

では主に船舶起因汚染の文脈で適用可能なものに限られる。また、海洋環境の汚染防止の

ための適切な措置や EIA の実施は、関連規定によれば実行可能な限りで良く27、第 12 部の

下で以上の諸規定の内容を具体化する規則や指針もない。こうして、国家管轄地域の DSM

に関する義務の履行では管轄国の裁量は広く、現時点での規律は一般的なものにとどまる。 

 その一方で ABNJ における DSM については、以上の第 12 部の規定に加えて、UNCLOS

第 11 部及びその実施協定が海洋環境の保護に関する諸規定を含む。ISA は生態系への配慮

も含め、海洋環境の保全のため適当な規則及び手続を採択し（145 条、附属書第 1 節 5 項

(g)）、「法律・技術委員会」（LTC）は ISA 理事会の下部機関として、海洋環境の保全のた

め理事会への勧告も含め所定の措置をとる（165 条 2 項(d)-(h)、(k)、(l)）。そして、MN、

CRC、SMS のそれぞれについて ISA が採択した 3 つの各概要調査・探査規則（探鉱規則）28

は、海洋環境保全のため ISA、保証国、概要調査従事者又は契約者が負う義務を定める。

それは主に、概要調査従事者による海洋環境の保護（共通規則 5）、探査申請者による環境

影響の予備的評価の実施と ISA の申請審査におけるその考慮（MN:規則 18、CRC と SMS:

規則 20）、ISA と保証国による予防的アプローチと環境に係る最善の実行（BEP: Best 

environmental practice）の適用（MN:規則 31、CRC と SMS:規則 33(2)）、契約者及び保証国

等による環境影響の監視・評価計画（影響観察区域と保存観察区域の設定を適宜含む）の

作成と実施（MN:規則 31(6)、CRC と SMS: 規則 33 (6)）、契約者による LTC の勧告を考慮

した環境ベースライン調査と EIA 含む影響監視の実施（MN:規則 32、CRC と SMS:規則 34）、

契約者による緊急事態計画の作成と提出・緊急事態通報等（MN:規則 33、CRC と SMS:規

則 35）である。その具体的な実施のため、法的拘束力のない補完的な文書として、LTC は

契約者向けに探査に係る EIA のガイダンス勧告を採択し29、3 つの技術ガイダンスも作成

した30。また、LTC の勧告を受けて、生態系アプローチに基づく最初の地域規模の環境管

理計画として、ISA 理事会は CCZ における環境管理計画を承認し（2012 年）31、その結果

として対象海域に一種の保護区が設置された。 

 さらに現在、ISA は UNCLOS の規定に基づいて開発規則案の起草作業を進めている32。

開発規則の第一次草案は海洋環境の保全の重要性を明示し、「環境規則」案の作成の必要性

に言及する33。LTC では環境規則案の議論も始まり、関連ワークショップの成果34や利害関
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係者のコメントを踏まえ、包括的かつ具体的な規則案を含む討議文書も作成された35。今

後は更なるワークショップ36の成果も踏まえ、LTC を中心に起草作業が進む見込みである。 

ところで国際海洋法裁判所（ITLOS）によれば、UNCLOS 及び第 11 部実施協定の下で、

保証国は 2 種類の義務を負う。1 つは、自国の保証する契約者が契約及び条約規定等の法

規則を遵守するよう確保する義務である。これは、139 条、附属書 III 第 4 条 4 項及び 153

条に基づく「相当の注意」義務であり、その履行のため、保証国は自国の国内法体系の枠

内で「合理的に適切な」法令を制定し、「合理的に適切な」行政措置をとらねばならない37。

ここでは透明性が重要であり、相当の注意義務の履行は保証国と契約者間の契約でなく法

令制定と行政措置による38。もう 1 つは、保証国の直接的義務である。これは主に、予防

的アプローチを適用する義務、BEP を適用する義務、海洋環境の保護のために ISA が緊急

命令を発する事態において対応能力の保証を確保する措置をとる義務、汚染により生じた

損害についての救済手段の利用を確保する義務、EIA の実施義務を含む。こうした直接的

義務の遵守は、相当の注意義務の履行に関連する39。こうして裁判所は、保証国の責任を、

UNCLOS 締結後の展開を踏まえ具体的かつより
．．

厳格に捉えた。特筆すべきは、予防的アプ

ローチと BEP の適用義務を認めたことである。これによれば、殆どの DSM が保証国の環

境保全措置に服し、また保証国がとるべき措置の水準も、時間の推移に伴う科学技術の進

歩と社会認識の変化のなかで次第に高度になるからである40。以上の解釈は、開発に係る

上記規則案の作成でも基礎となるだろう。 

以上の裁判所の見解は、あくまでも CHM としての ABNJ の深海底における DSM を対象

とする。とはいえ、ITLOS が越境汚染を扱ったウルグアイ川パルプ工場事件 ICJ 判決を引

いて、予防的アプローチの法的地位に一般的含意を認める見解を示した41点は、中・長期

的な視点に立ち留意が必要である。確かに保証国の責任は、CHM をめぐり全ての国の共

通利益の実現に貢献するという保証国の役割から導かれるものであって、沿岸国が自国管

轄地域の DSM につき海洋環境の保全のために負う責任とは、基本的に異なる。但し、国

家管轄地域の DSM も ABNJ の場合と同様、一般に科学的不確実性の問題を不可避とする

以上、環境保全の文脈では予防的な対処に実質的な
．．．．

合理性はある。そして UNCLOS 第 12

部は、海洋環境・生態系の保全一般に係る締約国の共通利益を基礎に、海域の如何にかか

わらず海洋環境の保護及び保全のための諸規則を定める。ゆえに、第 12 部の関連規定を通

じて、国家管轄地域の DSM に係る相当の注意義務の中に予防的アプローチを読み込む解

釈には一定の合理性があり、将来、特に越境悪影響の可能性を伴う活動についてはその妥

当性が主張される場合もありうるだろう。また、今後諸国の関連国内法令で国家管轄地域

の DSM にも予防的アプローチを適用する国家実行が集積し、事実上それへの支持が国家
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間で拡がれば、将来の関連規範の形成に何らかの影響を与える可能性もある。この点で、

先例を蓄積しつつある太平洋島嶼国と NZ の国家実行が想起される。太平洋諸国は、ABNJ

と国家管轄地域の双方を射程に、予防的アプローチ及び BEP の適用を明示する太平洋共同

体事務局（SPC）のガイダンス文書42を受け、かつ ITLOS の上記意見を契機に、予防的ア

プローチ及び BEP を組み込んだ国内法の整備を進めている43。また NZ は、予防的アプロー

チを含む関連国内法令の整備に加えて、自国管轄地域の活動につき ABNJ の場合との一貫

性を意識した EIA 指針を作成する44と共に、予防的アプローチを重視した DSM の参考例と

なりうる適用事案を積み重ねている45。 

(b) DSM で使用される船舶（PSV、輸送船等）からの汚染防止に関する条約 

 DSM で使用される PSV や輸送船等の船舶には、沖合石油ガスの活動と同様に、船舶起

因汚染に対処するための諸々の条約が適用される。具体的には、海洋汚染防止条約

（MARPOL73/78）（附属書 I－V）、船舶の有害防汚方法規制条約（AFS 条約）（2001 年）、

2004 年バラスト水条約（2017 年 9 月発効予定）、1974 年海上人命安全条約（SOLAS 条約）、

1972 年海上衝突予防条約（CORLREG 条約）、1966 年満載喫水条線条約（LL 条約）、油汚

染準備対応協力国際条約（OPRC 条約）(1990 年)、バンカー条約（2001 年）46等である。

なお、タンカー油濁に係る損害賠償条約は、油を貨物として運搬する船舶のみに適用され

るため、燃料油を使用する PSV や輸送船の事故から生じる油濁汚染には適用されない。 

(c) 自然保全・文化保護に関する条約 

 自然保全・文化保護に係る条約で、沖合石油ガスの活動の場合と同様に、沿岸国の管轄

海域又は ABNJ での DSM に及ぶものがある。具体的には主に、生物多様性条約（CBD）

(1992 年)（但し 22 条 2 項により原則として海洋法が優先される）、移動性野生動物種保全

ボン条約（1979 年）47、世界遺産条約（1972 年）、水中文化遺産条約（2001 年）48である。 

(d)環境部門・問題領域横断的な条約 

 環境部門・問題領域を横断し、沖合石油ガス活動も含め多様な海洋開発活動に及ぶ条約

として、国連欧州経済委員会（UNECE）が採択した 3 つの条約がある。まず、越境 EIA

エスポー条約（1991 年）49は、重大な越境環境リスクを伴う事業につき、管轄国に EIA を

含む越境手続の実施を求める。次に、この条約の戦略的環境評価（SEA: Strategic 

environmental assessment）50議定書（2003 年）51は、事業に先立つ計画やプログラムで重大

な環境リスクを伴うものにつき、SEA の実施を義務づける。最後に、公衆参加オーフス条

約（1998 年）52は、環境に係る情報公開、環境危険活動に係る意思決定過程への公衆の参

加、司法手続への公衆のアクセスを確保するよう締約国に求める。以上の条約には非

UNECE 国も加入できるが、現実の加入例はない。そして、エスポ―条約と SEA 議定書は
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国家管轄地域53での事業や計画・プログラムに適用され、後述するように、前者は DSM を

義務的な EIA の実施対象としないが、後者は、所定の基準に基づく事案ごとの管轄国の判

断次第で、DSM を含む計画・プログラムにつき SEA の実施を要求し、条件次第で越境の

手続も求める。他方で、オーフス条約は ABNJ 又は国家管轄地域いずれの DSM にも及ぶ。 

(e) 主な地域条約及び欧州連合（EU）法 

① 地域海環境保護条約 

 鉱床の分布に鑑みて DSM が実施され又はされうる海域を扱う地域海環境保護条約は、

北東大西洋 OSPAR 条約（1992 年）54、地中海バルセロナ条約（1995 年）55、南太平洋ノウ

メア条約（1982 年）56、紅海・アデン湾ジェダ条約（1982 年）57である58。以上の条約の

定める一般的な規則―海洋汚染防止、沖合・海底活動からの汚染防止、国際協力、環境評

価等―は、条約適用海域（締約国の領海、EEZ、大陸棚及びその地下と共に、一定の公海

を含む。）で実施される DSM にも及ぶだろう。特に OSPAR 条約及びバルセロナ条約は、

海洋汚染防止の義務として予防原則、汚染者負担原則、最善の環境技術及び BEP 等の適用

義務に加えて、生態系や生物多様性の保全義務も明記しており、管轄国はこれらを遵守し

なくてはならない。但し、以上の条約はいずれも DSM に適用可能な具体的規則を含まず、

上記の義務の適用の結果としてとらねばならない措置の内容も、条約上明確ではない。

OSPAR 条約附属書 III は、沖合活動につき具体的規則を含むが、ここにいう沖合活動とは

石油ガス活動である（1 条(j)）59。 

 唯一、地中海バルセロナ条約の沖合マドリード議定書（1994 年）60のみが、DSM にも適

用されうる具体的規則（安全・建設基準、EIA 手続、許認可制度、緊急行動計画、賠償責

任、強制保険、構築物の撤去、条約不遵守による許可取消等）を包括的に定める。この議

定書は、規定ぶりから適用対象に石油ガス活動を含むことは明瞭に推論されるが、適用範

囲に係る明文規定の文言からは（1 条(c)及び(d)）DSM を除外する解釈も導かれないだろう

61。但し、この議定書を実施するための行動計画（2016 年）62における地域環境基準や EIA

指針の作成は、そのあり方から石油ガス活動に焦点を当てているようであり63、新規に作

成されるこれら規範は DSM に及ばない可能性もある。 

② 欧州連合（EU）法 

 EU においては、一般的に DSM についても EU 運営条約 191 条 2 項に明記された環境政

策の原則（未然防止原則、根源是正の原則、予防原則、汚染者負担原則）が適用になる。

但しその効果は一義的には決まらず、それ自体では DSMに係る具体的規律は導かれない。 

 現時点では、DSM に焦点を当てた指令はない。しかし、環境保全に関する部門横断的な

幾つかの指令は、国家の管轄地域における DSM にも及びうる。前述したように欧州地域
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の国家管轄地域では有望な鉱床は僅かとされるが、適用可能性はあるので留意が必要であ

る。そのような指令は、主に、SEA 指令64、生息地指令65、鳥指令66、環境情報指令67、環

境損害賠償指令68である。そのうち生息地指令の下では、この指令に従い設定された特別

保全区域（SACs）（鳥指令に基づく特別保護区（SPA）も含む）に重大な影響を生じるお

それのある DSM 又はそれに係る計画につき、管轄国は影響評価を要求され、原則として

その結果次第で許可を制限される。将来 DSM が実施される又は SACs が設定される場所如

何により、この規律は DSM に適用されうる。さらに、環境損害賠償指令によれば、事業

者は DSM から生じた環境損害につき過失責任を負うが、適切な EIA が実施されていれば

その適用は稀である。他方で、廃棄物枠組指令69は理論的には適用可能だが、その規定内

容は DSM から生じる廃棄物を想定せず、DSM への現実の適用は困難である。また後述す

るように、EIA 指令70は沖合石油ガス活動やパイプライン敷設等71とは異なり、DSM に及

ばない。そして、環境情報指令はオーフス条約を受けたもので、ABNJ における DSM にも

及ぶ。 

さらに、2000 年代後半より EU が推進する統合海洋政策（IMP）72の文脈でも、DSM に

関連する規律はある。第 1 に、IMP の環境面の柱とされる海洋戦略枠組指令73は、DSM そ

れ自体を規制するものではないが、この指令の求める良好な環境状況を DSM が阻害しう

る限りで、この指令に照らして間接的に問題となりうる。次に、IMP のもう 1 つの柱であ

る海洋空間計画枠組指令74は、加盟国に対して 2021 年までに自国管轄海域の統合的計画の

策定を求めており、その限りで DSM にも及びうる。ここでは、漁業を含む他の海洋利用

との間の潜在的な相互作用関係の検討が必要だが、計画に含むべき事項の一般的明示を超

えて加盟国の義務の明示はなく、DSM の管轄国の裁量は広い。 

 第 2 に、EU は 2012 年から、持続可能な経済成長と雇用拡大をめざして海洋成長（Blue 

Growth）戦略を打ち出しており、この戦略ではDSMを 5つの推進領域の中に含めている75。

さらに欧州委員会は、2016 年秋に示したアジェンダで、2018 年までに加盟国の国家管轄地

域の DSM に適用されるガイダンスの作成をめざすとした76。しかし、これを受けた最近の

EU 理事会の関連文書はこの目標に言及せず77、その直後に欧州委員会が作成した報告書も

同様である78。ゆえに、その見通しは不透明といえよう。 

以上に加えて、欧州委員会は DSM に係る研究プログラムやプロジェクトを資金援助し

ている。その典型例は、2016 年 10 月に終了した DSM（開発）と環境保全に係る学際的な

研究プログラム（MIDAS）である79。MIDAS の成果は、ABNJ での開発活動に係る環境保

全のための法的枠組の検討も含んでおり、前述した ISA による環境規則案の作成作業でも

注目されている80。 
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(d) 政府間の非拘束的合意 

① 国際組織の決定 

 DSM に特化したものではないが、DSM も射程に含みうる国際組織の決定は多い。その

うち重要と思われるのは、環境と開発に関するリオ宣言（1992 年）に加えて、UNEP の EIA

の目標及び原則（1987 年）81、沖合採鉱環境指針（1982 年）82、諸々の UNEP 地域海行動

計画である。また、船舶の文脈では IMO の指針として、危険物質輸送規範（2016 年発効）83、

Biofouling 規制・管理指針（2011 年）84等も関連するだろう85。さらに、国際金融機関の採

択文書として、世界銀行グループでは環境・健康・安全（EHS）指針（2015 年）86、EIA

や SEA に関する指針87等もある。 

また、国連国際法委員会（ILC）が採択した越境損害防止条文案（2001 年）88によれば、

国家は、他国の環境を含めて自国の管轄を越える地域又は場所に重大な影響を与える恐れ

のある自国の領域内又は管轄もしくは管理下の活動（越境環境危険活動）について、「相当

の注意」義務として越境損害防止義務を負う。また、その具体的な内容として、管轄国又

は管理国は越境 EIA、事前通報・協議、緊急事態の通報、情報交換、影響監視等を実施し

なくてはならない。国家の管轄地域又は ABNJ における DSM89は、越境環境危険活動であ

ればこの条文案が及ぶ。この条文案がもしも条約となれば、現時点で慣習法となっていな

い規定―公衆参加に係る規定（13 及び 15 条）等―の行方が注目される。 

③ 地域的文書 

主要なものとして、有望な鉱床が比較的多く探査許可も多数ある太平洋地域に関して、

SPC が DSM に係る 3 つのガイダンス文書を作成している。地域立法規制枠組（RLRF）90、

地域環境管理枠組（REMF）91、深海底金属資源の地域科学調査（RSRG）92に係る指針で

ある。これは、EU の支援による 5 年間のプロジェクト93の成果である。国家管轄地域の

DSM と、ABNJ において特に CCZ において太平洋諸国が保証国となる DSM の双方につい

て、予防的アプローチや BEP の適用を重視し、実践的な内容を含む。あるべき関連国内法

制の具体的なあり方にまで踏み込み、太平洋諸国による関連国内法整備の指針となってい

る94。開発も射程に含む世界初の包括的なガイダンスであり、地域を超えて貴重な先例と

なるだろう。 

(e) 民間のイニシアチブ 

 DSM に関する民間のイニシアチブとして、例えば、IMMS が 2001 年に作成し 2011 年に

改訂した行動規範95がある。これは DSM をめぐる環境保全の配慮のための一般的枠組を示

すガイダンス文書であり、その対象は概要調査から撤収に至る DSM の全段階に及び、予

防的アプローチ等の適用されるべき原則と一般的な指針を定めている。2010 年の LTC 会
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合で紹介され、ISA 事務局も提出文書でその有用性を指摘し96、この規範に含まれるさま

ざまなトピックが議論された97。なお、IMMS によれば、DSM に適用されるべき環境基準

は、ABNJ と諸国の国家管轄地域の DSM に適用されるものも含めてできる限り同一のもの

が好ましいという。これは、企業誘致のため諸国が最低の環境基準の設定を競い、環境保

全の責任を果たす企業が国際競争で不利にならないようにするためである98。 

 また、DSM に特化したものではないが、金融業界における行動規範として「赤道原則」

（エクエーター原則）（2013 年）がある99。これは、民間金融機関が大規模な開発や建設の

事業に参加する場合に、事業が自然環境や地域社会に与える影響に十分配慮して実施され

ることを確認するための枠組である。環境保全に関する配慮も明記しており（原則 2、3、

4）、DSM の実施を支える金融業界の共通認識を反映するものとして重要である。さらに、

国際標準化機構（ISO）の作成した環境に関する一定の規格100は、DSM にも直接関連する

だろう。 

 

(3) まとめと若干の考察 

現時点では、特に DSM に焦点を当てた環境保全に係る国際法規則や政府間の非拘束的

文書は、ABNJ の DSM についてはかなり整備されつつある。他方で、国家管轄地域の場合

にはごく限定的である。また、先行する沖合石油ガス活動の場合とは対照的に、DSM の業

界規範は発達していない。その背景には、上記 1(d)で述べた事情があるだろう。 

とはいえ、今後の国際規範の展開をめぐっては以下の 3 点が重要である。第 1 に、DSM

における環境保全への配慮の要請は、ABNJ では既存の規則及び進行中の規則案の作成で

最重要事項の 1 つとされており、また、現時点で沿岸国に広い裁量のある国家管轄地域の

DSM についても、関連する諸事情を考慮すると、今後、事実上の国際的な圧力
．．

として強ま

りこそすれ弱まることはないだろう。DSM に伴う環境リスクをめぐる事情、UNCLOS の

関連規定の解釈における予防的アプローチの配慮の可能性、先例を蓄積しつつある太平洋

島嶼国と NZ の実行の事実上の影響等については、上記 2(2)(a)で述べた。また、太平洋島

嶼国の実行を導いた SPC のガイダンス文書や、IMMS規範は、DSM に係る環境基準は ABNJ

と国家管轄地域とで一貫することが好ましい、ともしている。 

第 2 に、より広く DSM も
．
包摂しう

．
る国際法規則は、船舶の利用等や自然保全等に係る

地球規模の条約に加えて、欧州地域を中心に一定の地域的規則の蓄積がある。また、業界

団体が活発な石油ガス活動については、現時点で DSM に適用されない EIA に関する地域

的な法規則も及ぶ。これら法規則は、観念的には、海洋も含め開発事業や資源の利用をめ

ぐる環境保全のための欧州地域の標準的な規範水準を示し、欧州諸国の社会意識を反映す
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る。そこでは、環境危険活動の規律に関する透明性と公衆参加の確保を重視する傾向があ

る点にも、留意が必要である。以上のことは、環境保全一般に係る国際規範の形成への EU

の積極的関与―DSM でも SPC への積極的支援に現れている―を考慮すれば、将来の DSM

をめぐる国際規範の発展及び既存の法規範の解釈の行方を考えるにあたり、軽視できない。 

 第 3 に、実施地域が ABNJ であれ国家管轄地域であれ、環境保全の手法として EIA はき

わめて重要なものであり、現状でもそのように位置づけられている。DSM は社会的に有用

な活動なので、その実施それ自体を一律に制限する実体的な国際法規則の定立は現実的で

ないことに加えて、この活動は一般に高度の科学的に不確実な環境リスクを伴う一方で、

環境リスクの態様や程度も個別活動ごとに大きく異なりうる。したがって、事案ごとの事

前調査や影響評価・監視が重要になるからである。 

 

3．DSM に関する環境影響評価（EIA） 

(1) 一般国際法上の EIA の実施義務 

 伝統的に慣習国際法の形式で捉えられる一般国際法において、国家は越境環境損害防止

義務の一環として、越境環境危険活動について越境 EIA の実施及び事前通報・協議の義務

を負う101。ゆえに、沖合石油・天然ガスの活動の場合と同様に、沿岸国は自国管轄地域内

又は ABNJ における自国管轄下の DSM が、他国の管轄地域又は他国の管轄する場所の環

境や、ABNJ の環境に対して重大な悪影響を生じるおそれがある場合には102、以上の手続

を実施しなくてはならない。但し、管轄国にはその義務の履行に際して広い裁量が認めら

れている。実施されるべき EIA の内容、態様、実施方法は、計画国の国内措置に依拠し103、

また、事前通報・協議の方法、態様についても一般国際法上の定めはない。さらに、個別

の DSM につき EIA の実施や事前通報・協議が要求されるか否かは、第一次的には計画国

の判断に基づくその活動からの重大な損害の発生の恐れの有無によるからである。 

 

(2) 地球規模の条約 

(a) 国連海洋法条約（UNCLOS） 

 UNCLOS 第 12 部の下で、国家は、自国管轄下の DSM が「実質的な海洋環境の汚染又は

海洋環境に対する重大かつ有害な変化をもたらすおそれがあると信ずるに足りる合理的な

理由がある場合」には、その実施海域如何にかかわらず、EIA を行いその結果を公表又は

国際機関に提供すると共に（206 条）、環境への影響を監視し（204 条）、その結果を公表又

は国際機関に提供する（205 条）義務を負う。但し、国家は DSM が海洋環境に与える影響

を「実行可能な限り評価す」れば良く（206 条）、個別の DSM が EIA の実施要件を充たす
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か否かの判断は第一次的に管轄国にあり、また影響の評価や監視の方法や態様も条約上に

定めもない。ゆえに、この義務の実施について管轄国の裁量は広い。 

なお、前述したように EIA の実施や影響の監視は、管轄国が負う海洋環境の汚染防止義

務における「相当の注意」の 1 つである。ゆえに 208 条も併せ読めば、国家は自国管轄地

域での DSM に係る EIA の実施や影響の監視を確保するために、「少なくとも国際的な規則

及び基準並びに勧告される方式及び手続と同様に効果的な」（208 条 3 項、209 条 2 項第 2

文）法令を制定し、その他の必要な措置をとらなくてはならない。しかし、現時点では EIA

に関して「国際的な規則及び基準並びに勧告される方式及び手続」は存在しないため、管

轄国にはこの点の縛りも掛ってこない。こうして、国家管轄地域の DSM に係る EIA の実

施義務は、現時点では管轄国の裁量の広いきわめて「緩やかな」ものにすぎない。 

その一方で、ABNJ での DSM については、UNCLOS の下で EIA は極めて重視され、現

時点で、探査については具体的な規則も存在する。UNCLOS 第 11 部実施協定が EIA に関

する定めをおき（附属書 1 節 7 項）、それを受けて 3 つの概要調査・探査規則は、探査申請

者に対して環境ベースライン調査計画、予備的 EIA 及び環境保全措置の記述を申請書に求

める（MN 規則 18(b)(c)(d)、CRC 又は SMS 規則 20(b)(c)(d)）。また、契約者に対して環境

影響の監視・評価計画の作成と実施（規則 33(6)）を要求し、契約者及び保証国等に対して、

LTC の勧告を考慮した環境ベースライン調査と EIA 含む影響監視の実施（規則 34）を求め

る。また、前述したように LTC は EIA に係る契約者向け指針勧告を採択し、技術ガイダン

ス104も作成し、EIA の具体的な内容・実施方法につき詳細な任意のガイダンスを与えてい

る。また、前述したように CCZ については、SEA の要素も含む、生態系アプローチに基

づく地域環境管理計画も承認している。さらに、現在 LTC で進行中の「開発規則」案をめ

ぐっても、第一次草案では EIA は環境保全のために不可欠とされ105、環境規則案に係る議

論でも、SEA も含め環境評価は中心的位置を占めている106。 

そして ITLOS によれば、UNCLOS の下で保証国が負う EIA に係る義務には 2 種類のも

のがある。1 つめは、EIA の実施に関する直接的義務である。これは国際慣習法上の一般

的義務であり、MN 規則や SMS 規則の適用範囲に含まれない DSM にも及ぶ107。そして、

206 条により全ての国が直接に負う義務であり、153 条 4 項の下で保証国が ISA を援助す

る義務の一側面である。これは、MN 規則 31(6)及び SMS 規則 33(6)に明記された保証国の

直接的義務であって、保証国の相当の注意義務を履行するための関連要因である108。次に

EIA に関するもう 1 つの義務は、契約者に第 11 部実施協定附属書 7 項(1)に定められた EIA

の実施義務を遵守させるよう確保するための、相当の注意義務である109。したがって、こ

の相当の注意義務の下で、保証国は自国の保証する契約者による EIA の実施を確保するよ
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う、「合理的に適切な」法令を制定し、「合理的に適切な」行政措置をとらなくてはならな

い。透明性の観点から、法令の制定や行政措置の実施は保証国と契約者間の契約では代替

できない110。 

さらに、ITLOS によれば、保証国は直接的義務として予防的アプローチ及び BEP の適用

義務を負うので、実施されるべき EIA や影響監視の水準は、予防的配慮も踏まえてその時

代の BEP に適合したものでなくてはならず、科学技術の進歩や社会認識の変化を伴う時間

の推移のなかで、次第に高度なものとなると考えられる。そして、一般に海洋環境への影

響が探査よりもはるかに強く懸念される開発活動については、作成途上の環境規則も探査

の場合以上に慎重な EIA と影響監視の規則を伴うことになるだろう。 

なお、ABNJ における DSM に係る以上の規律は、CHM という ABNJ 資源の特殊な法的

地位を前提とするが、前述したように今後の国家実行の進展次第では、特に予防的アプロー

チとの関連で国家管轄地域の DSM に係る EIA についても一定の含意をもちうる。この点

に留意が必要である。 

(b) 生物多様性条約（CBD） 

CBD の下では、締約国は、生物多様性への著しい悪影響を及ぼすおそれのある自国管轄

下の DSM の事業計画案を対象に、EIA を定める適当な手続を導入し、適当な場合には、

当該手続への公衆の参加を認めなくてはならない（14 条 1 項(a)）。この規定の具体的実施

のため、CBD の締約国会議（COP）は EIA 及び SEA に関する指針を採択した111｡なお、国

際司法裁判所（ICJ）によれば、この義務は EIA に関する国内手続を導入する義務であっ

て、個別事案において EIA を実施する義務ではない112。 

(c) 越境 EIA エスポー条約及び同条約の SEA 議定書 

エスポー条約は、越境 EIA に関する手続を包括的に規定し、発効以来着実に実績を積ん

でいる。しかし、広範囲の海洋資源活動に EIA の実施を求めるものの、DSM を義務的手

続の実施対象（附属書 I）に含まないと解される。附属書 I は「金属鉱石又は石炭を現場で

採掘し及び加工する主要な産業」（14 項）を含むが、DSM では上記 1.(2)(a)に記したように、

選鉱・製錬を含む加工作業は現場ではなく陸上で想定されるからである。但し、附属書 I

に明示のない活動についても、重大な越境悪影響を生じるおそれの有無に関する当事者間

の討論を経て、条約の適用対象とすべきことが合意されれば、条約規定が適用されうる（2

条 5 項）。ゆえに、個別の DSM につき将来の適用可能性が排除されているわけではない。

とはいえ、エスポ―条約の適用地域における有望な金属資源の鉱床の分布からは、越境悪

影響を生じうる DSM は現実的に限られるだろう。 

次に、SEA 議定書の下では、DSM は附属書 I 又は II に掲げる事業に含まれないので、
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その将来における発展の同意の枠組を設定する計画とプログラムは、重大な環境影響を生

じるおそれがあっても（附属書 I）、またさらに国内立法で SEA の実施を要求されている場

合でも（附属書 II）、管轄国は SEA の実施を自動的に義務づけられない。しかし、管轄国

が個別の事案で、附属書 III にある基準に基づき重大な環境影響を生じるおそれがあるた

め SEA を実施すべきと判断した場合には、SEA が実施される（4 条 3 項、5 条 1 項）。さ

らに、重大な越境リスクを伴うときには越境手続が要求される（10 条）。 

 

(3) 主な地域条約及び欧州連合（EU）法 

(a) 地域海環境保護条約 

上記 2.(2)(e)で述べた地域海環境保護条約のうち、南太平洋ノウメア条約と、地中海バルセ

ロナ条約及びマドリード議定書は、条約適用海域で計画された一定の DSM について、EIA

と共に、越境リスクのある場合には潜在的被影響国への事前通報・協議の実施を管轄国に

求める。ノウメア条約は、海洋環境に影響を与えるかもしれない（might affect）大規模な

DSM 事業について管轄国の能力内で（16 条 2 項）、またバルセロナ条約は、海洋環境に重

大な悪影響を生じるおそれのある DSM の計画活動について、管轄国に EIA の実施を要求

し（4 条 3 項(c)）、予防原則と BAT の BEP の適用も求める（同条 4 項(b)）。さらに、マド

リード議定書は適用対象となる全ての事業の許可に先立ち、附属書 IV に掲げる事項につ

き EIA の実施を要求する（5 条 1 項(a)）。他方で、紅海・アデン湾ジェダ条約は、事業の

計画又は実施に際して、特に沿岸地域における潜在的な環境影響の評価を含め、海洋環境

に対する影響の考慮を管轄国に求める（11 条 1 項）。これは DSM にも適用されようが、条

文は越境リスクには触れず、沿岸地域への影響評価の強調も現実的に余り DSM に当ては

まらない。また、マドリード議定書を除いて、EIA に係る具体的規則や実施のための指針

はなく、義務の履行に際して管轄国に広い裁量がある。なお、マドリード議定書の下で作

成が始まる EIA 指針は113、前述したように DSM にも及ぶものとなるか否かは定かではな

い。 

 ところで、OSPAR 条約はバルセロナ条約とは異なり EIA の実施義務を明記しない。但

し、OSPAR 委員会は DSM にも関連しうる EIA について勧告を採択している。例えば、

OSPAR 条約附属書 V（条約適用海域の生態系と生物多様性の保護と保全）の実施に係る「脅

威に晒され及び/又は減少しつつある生物種と生息地に関連する環境影響評価に関する勧

告」（2010 年）114である。これによれば、締約国は EIA を実施する際に、「脅威に晒され及

び/又は減少しつつある生物種と生息地に係る OSPAR リスト」115に含まれる生物種と生息

地に配慮すべきとされる。前述した DSM に対するエスポー条約及び EU EIA 指令の適用可
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能性を考慮すると、この勧告は管轄国の国内法に基づき EIA の実施が要求される DSM に

ついて、考慮されるべきことになる。 

(b) 欧州連合（EU）法 

EU EIA 指令は、重大な環境リスクを伴う加盟国の管轄地域の多様な海洋活動について、

許可の発給に先立ち管轄国に EIA の実施を求めるが、この規律は DSM には及ばないと解

される116。EIA 指令の適用対象を列挙する附属書 I 及び II のいずれも、DSM に該当する活

動を含まないからである。附属書 II の 2 項は「採掘（extractive）産業」を掲げるが、その

下位にある(a)～(e)はいずれも DSM で使用される技術を含まない117。その結果として、将

来想定されうるイタリア、ノルウェー、ポルトガルの管轄地域における潜在的な探査・開

発活動は、EU 指令の下では EIA には服さない。 

その背景は定かではない。両指令の趣旨・目的や、適用対象に広範囲の海洋開発活動を

含むことを考慮すれば、なおさら不明である。その背後には、鉱床の分布から関係国の管

轄地域での潜在的な DSM 活動は限定的だろう、という事情があるのかもしれない。 

他方で SEA 指令の下では、将来の DSM に関する合意枠組を設定する計画又はプログラ

ムは、一定の場合には SEA の実施義務に服する。前述のように DSM が EIA 指令の附属書

I 又は II に含まれないため、管轄国は自動的に SEA の実施を要求されない（3 条 2 項(a)）。

けれども、上記 2.(2)(e)②で述べたように、生息地指令の下で SACs に重大な影響を生じる

おそれがある場合には、SACs に対する影響評価の実施が求められる（同(b)）。こうして、

生息地指令の下での影響評価の実施義務は、SEA 議定書に組込まれている。さらに、管轄

国は附属書 II の基準を考慮して、事案ごとの検討、計画・プログラムの種類の特定又は双

方のアプローチにより、DSM の将来の発展のための枠組を設定する個別の計画又はプログ

ラムについて重大な環境影響を生じるおそれの有無を判断し、おそれがあると判断したと

きには SEA を実施する（3 条 4 項及び 5 項）。さらに、計画とプログラムが重大な越境リ

スクを伴うとき、又は他の加盟国の要請を受けて、管轄国はそうした潜在的被影響国と協

議を行う（7 条）。 

 

(4) 国際組織又は政府間の非拘束的文書 

前述した DSM に適用可能な国際組織の非拘束的文書は、管轄国に EIA の実施を要請す

るものも多い。リオ宣言 17 原則に加えて、前述した UNEP 及び国際金融機関の関連文書

である。例えば世界銀行は運用マニュアルで、融資の申請で EIA の実施を具体的に要請し

ている118。 

そして、越境 EIA の実施義務（5 条）を明記する ILC 越境損害防止条文案は、一般国際



第 7 章 海底金属資源の探査・開発と環境保全―環境影響評価（EIA） 
をめぐる国際規範の発展動向と日本の現状・課題             

 －115－

法上の越境 EIA の実施義務とほぼ重なる。さらに、5 条のコメンタリーの記述及び他の規

定との関係からは、越境EIAの実施義務には予防の概念が組み込まれているといえよう119。

この条文案は、国際裁判所による一般国際法上の越境 EIA の実施義務の認定でも重視され

ており、今後一般国際法上の越境 EIA の実施義務の解釈・適用で予防的アプローチの考慮

を促進する可能性もあるだろう。そうなれば、国家の管轄地域でも越境悪影響の発生可能

性があれば、科学的に不確実な面があろうとも管轄国は EIA の実施が要求されることにな

る。 

さらに地域的文書としては、前述した SPC のガイダンス文書が、EIA の内容・実施方法

等に関する最良の実行について、具体的なテンプレートも含めて詳細な記述を含む120。ま

た、SEA の必要性も明示している。これらガイダンス文書の先例としての価値は、前述し

たように、太平洋諸国にとどまらずより広く地球規模で注目される。 

 

(5) 民間のイニシアチブ 

 前述した IMMS 規範は、環境リスク管理におけるリスク、その可能な結果、発生の蓋然

性を同定するために事業者が最低限とるべき措置を列挙する121。また、既に述べた赤道原

則も、環境・社会的リスク及び影響を評価する手続の実施を事業者に要求し、一般的な表

現ながら評価文書のあり方について明記する（原則 2）122。さらに、2016 年 9 月には ISO

が、各国の EEZ 内にも適用される海洋 EIA の規格案作成の開始を決定した。そのための作

業部会を中心に、2017 年 5 月から作業が始まる見込みである123。 

 

(6) まとめと若干の考察  

EIA に係る国際規範の発展動向については、主に次の 3 点が重要である。第 1 に、現時

点では、CHM を対象とする ABNJ の DSM と国家管轄地域内のそれとでは、状況は大きく

異なる。まず、ABNJ については、上記 3.(2)(a)で説明した通りである。ITLOS も、保証国

の負う EIA の実施義務を確認し、その法令制定と行政措置の実施を通じた履行方法を明示

するとともに、予防的アプローチと BEP の適用義務により EIA の内容が高度となる可能性

を示唆している。他方で、国家管轄地域の DSM については、国際規範の発達は限られて

いる。沿岸国は、一般国際法及び UNCLOS（206 条）に基づき（越境）EIA の実施義務を

負うが、その履行では広い裁量―個別事案での EIA 実施要否の判断、EIA の実施方法・内

容等―をもつ。地球規模で国際的な関連規則や指針はない。先行する石油天然ガス活動と

は異なり、DSM に明確な照準を当てた地域的な規則や世界規模の業界規範や行動規範も未

発達で、先進的な内容と実績を伴う欧州地域の EIA に関する具体的な諸規則も、マドリー
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ド議定書や SEA に関するものを除いて DSM には及ばない。また、非拘束的な文書も、特

に DSM の EIA を扱うものは、一般的内容にとどまる IMMS 規範と SPC ガイダンスくらい

である。その背景には、上記 1.(1)(d)で記した事情等の諸要因があるだろう。 

第 2 に、近年の国際社会では SEA も含め EIA 一般に関する法規律の展開は著しく124、

DSM に係る EIA の発展動向も、そうした文脈で捉える必要がある。海洋活動では、国連

で進行中の ABNJ の海洋生物多様性保全に係る新協定の締結交渉において、EIA は 206 条

の具体化等を含め論点の 1 つである125。EIA の実施義務の不遵守を争う海洋紛争も増えて

おり、海洋に限らず越境 EIA の実施を一般国際法又は慣習法上の義務とする国際判例も目

立っている126。そして EIA は、沖合石油ガス活動に関して業界規範や ISO を含む民間規格

にも含まれる。 

さらにこの文脈で想起すべきは、欧州地域における著しい進展である。ここでは、先進

的な規律を含む関連条約や EU 法が、世界規模の業界団体を擁する石油ガス活動等にも及

び、それに基づく EIA や SEA の実践も多い。以上の展開は少なくとも EIA に関しては DSM

を包摂しないが、そこには、海洋資源活動も含む開発活動の EIA や、その前提となる計画・

プログラムの SEA に係る欧州標準と、それを支える欧州市民社会の規範意識の醸成を見て

とることができよう。その根底には、環境危険活動に係る意思決定過程の透明性と公衆参

加を通じた民主性といった、手続的正統性を重視する発想もある。また、欧州地域の実践

は国際的な先例として、EIA 一般に係る上記国際規範の発展も促してきた。とすれば、SPC

のガイダンス作成のように、今後欧州諸国や欧州の市民社会が DSM の関連国際規範の形

成過程に積極的に関与する限りで、上記の欧州標準は事実上の参照基準として、一定の影

響力をもちうる。海洋資源活動に関する EIA の水準を、より科学的不確実性の高い DSM

に関して上げることはあれ下げることを彼らが受け容れるのは、現実的に余り考えられな

いからである。この点に着目すれば、将来の国際規範の形成及び既存の法規範の解釈の両

面で、欧州の EIA 一般に係る国家実行の事実上の影響力は看過できないだろう。 

最後に、中・長期的な観点から昨今の動向を踏まえて、前述した ABNJ と国家管轄地域

との間にある EIA の規律上のギャップの行方を考える必要がある。この点につき、例えば

上記 2.(3)の冒頭で述べたことを考慮すれば、国家管轄地域の DSM については、将来、予

防的アプローチの適用により EIA に係る管轄国の裁量が狭められる、又は ABNJ の DSM

とある程度一貫性のある EIA の実施が事実上要請される可能性もあるのではないか。この

点で、IMMS 規範の立場、前述した EIA に関する SPC のガイダンスや NZ の改訂指針とそ

の実践、そこで示されたものと共通点の多い EIA のテンプレートを含む ISA の環境規則案

に係る国際ワークショップの報告書等、関連する先例又は文書のあり方―ABNJ と国家管
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轄地域とで一貫した基準の採用を推奨する―に留意したい。 

4．日本の国内法制をめぐる現状と課題 

(1) DSM についての EIA をめぐる日本の現行国内法制 

 日本では、自国の管轄地域で実施される DSM は、鉱業法（昭和 25 年法律 289 号）及び

鉱山保安法（昭和 24 年法律 70 号）により規律される。鉱業法の下では、鉱業権（試掘権、

採掘権）の設定には経産大臣の許可が必要であり（21 条）、また、鉱業（試掘、採掘）を

実施するためには、一般試掘権者及び特定区域の鉱業権者ともに、施業案を策定して経産

大臣の認可を受けなくてはならない（63 条、63 条の 2）。そして、鉱物の探査127は経産大

臣の許可を要する（100 条の 2）。さらに、鉱業の実施に際しては鉱山保安法の下で、鉱物

資源の合理的開発のために鉱山労働者に対する危害と鉱害の防止が図られる（鉱山保安法

1 条）。 

 次に、ABNJ における DSM には深海底鉱業暫定措置法（昭和 57 年法律 64 号）が適用さ

れ、鉱山保安法も準用される（深海底鉱業暫定措置法 39 条、深海底鉱山保安規則（平成

17 年経産省令 22 号））。深海底鉱業暫定措置法の下では、深海底鉱業（探査、採鉱128）は

経産大臣の許可に服し（4 条）、その事業を実施するため、深海底鉱業権者は施業案を提出

して経産大臣の認可を受けなくてはならない（24 条）。 

 ところで、以上の鉱業法と鉱山保安法、また深海底鉱業暫定措置法のいずれも、その立

法目的として環境保全を明示していない129。けれども、鉱業法と深海底鉱業暫定措置法の

各目的規定（各 1 条）にある「公共の福祉」は環境保全も含み、鉱物資源の「合理的」な

開発とは環境保全にも配慮したものと解釈される。また、鉱山保安法についても、目的と

される「鉱害」の防止（1 条）のなかに環境保全は含まれるだろう。海洋基本法は、「海洋

環境の保全を図りつつ海洋の持続的な開発及び利用を可能とすることを旨として、その積

極的な開発及び利用が行われなくてはならない」（2 条）とすることからも、以上の解釈は

導かれる。こうして、鉱業法、深海底鉱業暫定措置法及び鉱山保安法の運用では、環境保

全の配慮は要請されるだろう130。 

 但し、DSM を含む沖合海底資源の探査・開発事業には、環境影響評価法（EIA 法）は適

用されない。EIA 法の対象となる第一種及び第二種事業に、こうした事業は含まれないか

らである。また、鉱業法、鉱山保安法、深海底鉱業暫定措置法、その各施行規則及び深海

底鉱山保安規則のいずれにも、EIA の明文規定はない。となれば、日本の国内法制の下で

は、DSM について EIA は実施されないのだろうか。また、これは先に述べた現行国際法

及び EIA に係る国際規範の発展動向に照らして、どう評価されるだろうか。 

 この点に関連して、以上の法令の下では、事業の許認可申請に際して鉱業権者や深海底
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鉱業者が権限当局に提出する施業案や許可申請書に、環境保全に関連する事項の記載を求

められる131。また、鉱山保安法は鉱業権者に対して、鉱業を開始しようとするときに鉱山

の現況調査を要求する（鉱山保安法 18 条）。これは、鉱山周辺の状況、海洋施設における

油又は有害液体物質の処理、その他鉱山における保安を害する事項等に係る保安の阻害要

因とその影響の調査を含む（鉱山保安法施行規則 37 条）。このような規定を通じて、事業

者は事業開始前に環境に対する事業の影響の調査やそれへの対処を要請されるため、実質

的には EIA に相応する対応をせざるを得ないし、またその対応が不十分であれば、それら

の法令の目的に鑑みて、監督機関は事業者に対して善処―必要に応じて追加的な情報・文

書の提出や措置の実施等―を要請することができるだろう。現実にも、日本を保証国とす

る ABNJ での探査は ISA の概要調査・探査規則及び EIA 勧告に従い、また日本の EEZ で

実施中の探査はそれを考慮した形で、事業者により EIA が実施されているという132。 

 したがって、日本の国内法令には DSM が EIA の対象となる旨の明示規定がないからと

いって、必ずしも個別事案において EIA が実施され得ないわけではなく、日本の現行国内

法制の現状は、少なくとも具体的な場面で日本が国際義務の違反に陥るような状態を必然

的に招来するようなものとは言い難く、昨今の国際規範の発展動向にも運用レベルで柔軟

に対応できる、という見方も成り立つだろう。 

 そもそも日本に適用可能な既存の国際法規則は、少なくとも国家管轄地域での DSM に

ついては、管轄国に対して、所定の条件を充たす DSM の個別事業について EIA の実施を

求めている（UNCLOS206 条）にすぎず、EIA に係る法令の制定義務を課しているわけで

はない。UCLOS208 条 1 項も制定すべき法令やその他の必要な措置の内容・あり方には触

れず、同条 3 項にいう「国際的な規則及び基準並びに勧告される方式及び手続」も現時点

では EIA について未成立なので、EIA を明記する法令の制定を要求しない。また、一般国

際法上の越境 EIA の実施義務と同様に、UNCLOS206 条は前述のように EIA 要否の判断及

び EIA の内容・方法について管轄国の裁量を認めている。また、この規定は義務の緩和の

可能性すら明記している。国内に EIA 手続を導入する義務を定める CBD14 条は、国内導

入の態様にまで踏み込まず、指針にも法的拘束力はない。さらに、SEA については日本を

拘束する国際法規則は存在しない。こうして、少なくとも国家管轄地域の DSM について

は、国際法の解釈論として、以上の見方にもそれなりの説得力はある。 

 けれども、DSM に適用可能な EIA をめぐる国際規範の発展動向に照らして、この見解

が将来どこまで国際法の解釈論として「通用力」をもつか、また、その維持が国内外の文

脈においてどこまで如何様に「有益」であり続けるのかについては、次のように慎重に考

える必要もあるだろう。また、ABNJ における DSM に関しては、前述した ITLOS の勧告
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的意見で示された UNCLOS の解釈によれば、事業者による第 11 部実施協定に基づく EIA

の実施義務の遵守を確保するために、保証国として日本は「合理的に適切な」法令を制定

し、「合理的に適切な」行政措置の実施を求められる。この国際法上の要請に照らして、上

記日本の関連国内法令のあり方は問題を孕んではいないのか、疑問も残る。 

 

(2) 課題と将来展望 

(a) 法・政策論の観点からの疑問 

 以上述べた日本の国内法制をめぐる現状は、以下のことも考慮すれば、ABNJ での DSM

に加えて国家管轄地域における DSM についても、法的問題を孕みうるのではないだろう

か。つまり、日本の国内法制のあり方は、既存の国際義務の不遵守を招来しかねないよう

な「ズレ」を内在化させている、といえなくもないように思われる。 

 例えば、そもそも鉱業法及び鉱山保安法は陸上鉱山を念頭においたものであり、海洋資

源も踏まえて改正はされているものの、特に DSM の海底資源の探査・開発に係る特有の

事情（深海底の環境・生態系の特異性、海洋環境への影響に係る高度の科学的不確実性、

技術上の困難さ、活動地域での他の活動との競合とそれに伴う海洋環境に対する累積的影

響等）を十分に考慮したうえでの制度設計になっているだろうか。国際規範における EIA

や SEA の重視は、本来 DSM に特有の上記事情を踏まえたものだが、日本の関連法には、

そのことも考慮した EIA の実施を事業者に対して要求する明文規定がない。このなかで、

事業者による EIAの適切な実施を確保する―国際法上管轄国として負う EIAの実施義務を

遵守する―ことは、常に可能だろうか。まず、EIA の実施義務が明示的に法定されておら

ず、施行規則の規定（鉱山保安法施行規則 37 条：現況調査の項目）又は様式（鉱業法施行

規則、深海底鉱業暫定措置法施行規則）における一般的な記載項目以外に、影響評価の内

容・実施手順に係る公式の指針もないなかで、個別事案に係る国内監督機関によるそのつ

どの判断と事業者による自主性に支えられた手続の実施が、果たして現行の EIA に係る国

際法規則に適合したものとなる確証はあるだろうか。確かに既存の国際法規則は、EIA の

内容・方法については管轄国の裁量に任せているが、信義則に照らせば133、EIA として実

質のある手続の確保は法的要請といえよう。この点で、例えば国際法上要求される越境 EIA

は、他国の管轄地域又は場所に対する潜在的影響の評価を含むため、個別事案によるもの

の、場合によっては関連情報・データの入手等の面で相当の実施コストが事業者に発生す

ることも考えられる。法的根拠のないところで、事業者がこれを負担し、また監督機関に

よりどこまで負担を要請されうるのか、やや疑問も残る134。 

 さらに、ABNJ における DSM については、前述したように日本が UNCLOS の下で保証
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国として負う相当の注意義務に照らして、国内法制の現状は国際法上の問題を孕むとはい

えないだろうか。前述のように ITLOS は透明性を重視して、相当の注意義務の履行は保証

国と契約者間の契約でなく法令制定と行政措置によるとしている。とすれば、法令に DSM

の特殊性に配慮した EIA の内容・基準等を明示しない、又は UNCLOS「第 11 部の規定に

従い定められた国際的な規則及び手続」に従った EIA を実施すべき旨を明記しないのは、

UNCLOS の要請に適合しないのではなかろうか。また、ITLOS が保証国の直接的義務とし

て指摘した予防的アプローチ及び BEP の適用義務も、DSM の特異な事情に配慮した EIA

に係る明文規定がない中で、EIA との関連では如何に確実に履行されうるのだろうか。 

 加えて広く国際規範の発展動向に照らせば、政策論上も、例えば以下のような点が懸念

される。まず、以上のような現行法制の下での EIA をめぐる「柔軟な」あり方は、個別事

案における多様な関連事情への配慮を許す点では有益だろうが、他方で、法的安定性、手

続の透明性、利害関係者を含む公衆の参加という観点から、問題はないだろうか。そもそ

も EIA は活動に係る許認可権者の意思決定過程に着目した手続であり、ISA を含む関連機

関の議論でもその過程におけるアカウンタビリティや透明性、また利害関係者の参加のモ

メントが重視されている135ことを、想起すべきだろう。上記のように、ITLOS も保証国の

相当の注意義務の履行では透明性を重視している。 

 また、もしも将来、日本の海洋技術の国際競争力の強化を図り、日本の企業による積極

的な資源探査・開発への参入を期待するのであれば、コスト計算に直結する EIA の基準が

法令で明文化されず、そのつどの監督機関の判断に依拠しがちな状況は、その阻害要因と

なるのではないだろうか。沖合石油ガス活動といった先例にも現れているように、そもそ

も環境保全に配慮しない経済開発事業は、今日の国際社会ではもはや正統性を確保できず、

成り立たない。そして、万が一、将来外国法人と事実上関連の深い日本法人が日本の管轄

地域で DSM を行うことになった場合に、EIA の実施を法令の運用レベルで処理するとい

うあり方をめぐり、問題が生じる懸念はないだろうか。さらに、近年の国際環境紛争では、

殆どの場合に EIA の実施義務の不遵守が争点の 1 つとなっていることも、想起すべきだろ

う。この点で、近年東アジアの隣国等も、DSM について EIA を含む環境保全の配慮を明

示した国内法の整備を進めているという現実がある136。また、日本が「海洋立国」である

のならば、これから ISA の環境規則案を含め、持続可能な海洋資源の利用を促進するため

の国際的な法規範の形成に、積極的に参画しなくて良いのだろうか。そしてもしも参画す

るのならば、そのための基盤として昨今の国際規範のあり方と整合的な関連国内法を備え

ることは、必要ではないだろうか。最後に、DSM の特異性に配慮した EIA の実施を法定

しない国内法に基づき行なわれる DSM は、そもそも現代社会における持続可能な資源の
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利用として、対外的にも対内的にも正統性を主張できるのだろうか。 

(b) 考えられうる対処? 

  それでは、国際的な発展動向に照らして、EIA をめぐる日本の国内法制の将来のあるべ

き方向性については、いかに考えるべきだろうか。この問題は国際法を専攻する筆者の能

力を超える課題なので、思いつきを披瀝するにとどめるが、やはり関連国内法令に DSM

をめぐる特異な事情に十分配慮した EIA の明文規定をおかない現状は、改めるべきだろう

と思われる137。 

 さしあたって、まず日本の EEZ を含む管轄地域における DSM については、大まかに次

の 2 つの選択肢が考えられ得よう。第 1 の選択肢は、鉱業法を改正し、事業の許認可の申

請に際して事業者に EIA の実施とその結果の提出を明示的に求め、許認可の判断で権限当

局がそれを考慮するようにする、というものである。第 2 の選択肢は、EIA 法を改正し、

同法の適用範囲に DSM の事業も含める、というものである。この第 2 の選択肢は、例え

ば経産大臣が許認可権限を有する発電所事業等と同様の形で、DSM を EIA 法の規律対象

にするものである。こうしてこの案は先例がある点で、より現実的とも思われる。しかし、

EIA に係る国際規範の発展動向に照らすと、これにも幾つかの課題は残る。日本の現行 EIA

法では、事故を含む偶発的事象の影響、越境の影響は評価対象に含まれず、SEA も導入さ

れていない。確かに国際法上は、条約に明示のない限り EIA の実施方法・内容は各国の裁

量に任されている。しかし、少なくとも既に越境 EIA の実施義務は一般国際法上の義務で

あり、また、EIA は事故等の偶発的事象の影響にも及ぶとする立場が、関連条約では主流

である。そして、SEA の導入は現時点で日本の法的義務ではないが、近年の DSM をめぐ

る議論では重視されつつある。さらに、SEA は既存の条約や多くの国の国内法、開発事業

で重要な役割を担う国際金融機関の EIA に係る指針でも明記されており、今後の国際規範

の発展動向を見据えれば留意すべき課題といえよう。なお、以上述べた諸点は、第 1 の選

択肢をとる場合にも、制度設計において考慮を要する課題である。 

 次に、ABNJ における DSM に関しては、EIA 法の改正による対応が現実的な選択肢とな

りうるのかどうか、定かではない。現行 EIA 法の掲げる対象事業は、少なくとも現時点で

は国家管轄地域内のものである。このことから、EIA 法はそもそも ABNJ の事業を適用範

囲から除外する趣旨なのかどうかはわからないが、もしもこれを含めるとなると、現在通

用している基準・指針等―「環境影響評価法に基づく基本的事項」（環境庁告示平成 9 年

87 号、最終改正平成 17 年環境省告示 26 号）―の大がかりな変更等、既存のあり方に大き

な変更を迫るものとなるだろう。したがって現実的な選択肢は、事業者による EIA の実施

に係る明文規定を挿入する形で、深海底鉱業暫定措置法に代わる恒久的な法律を制定する
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ことなのかもしれない。これは、既存の探鉱規則に加えて、近い将来採択される開発規則

や環境規則の採択も受けて、それらの内容を組み込むものとなる。そしてこの選択肢をと

るのであれば、ABNJ と国家管轄地域とでできる限り一貫性のある規律が好ましいという

実質論の立場からは、国家管轄地域の DSM についても EIA 法の改正ではなく鉱業法の改

正による対応が好ましい、ということになるのだろう。 

 

おわりに 

 以上、DSM に適用可能な環境保全に係る国際規範と、そこにおける EIA の大まかな発

展動向を記述的に整理し、それに照らして日本の関連国内法制の現状と課題をめぐる留意

点を指摘した。本稿では、各国際規範の掘下げた検討は省略し、また、国際規範を支えそ

の発展の鍵となる諸国の EIA に係る国内法制度の分析も行わなかった。この点は今後の課

題である。 

 日本が持続可能な DSM を推進し、「海洋立国」として利益を享受すると共に国際的な責

務を果たしていくためには、国際規範と関連国内法政策との「適正な」連関は不可欠であ

る。そして、海洋安全保障の観点からも、DSM をめぐる環境保全の問題には重要な含意が

ある。日本が将来の海洋資源の獲得競争をいかにリードし、国際的に正統性の高い持続可

能な開発をどのように、またどの程度推進するか。その際に必要とされる配慮は何か。そ

して、海洋をめぐる国際環境紛争や資源紛争を回避することの重要性、そのための手段と

しての EIA の役割は何か―さまざまな角度から、海洋資源の利用と環境保全の問題を考え

る必要があるだろう。 
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－注－ 

 
1  EIA とは、計画された事業・活動の許認可/着手前に、当該事業・活動が環境に与えるおそれのある影

響を同定し、分析し、評価すること。一般に段階的な手続から成る一連のプロセスであり、近年では

先進国の制度を中心に、その主な構成要素に、スクリーニング（対象事業・活動の決定）、スコーピン

グ（EIA の実施項目の確定）、EIA 報告書又は EIA 書の作成に加えて、EIA 報告書又は EIA 書に関す

る協議（公衆の参加）、EIA 報告書又は EIA 書や協議の結果を考慮したうえでの権限当局による当該

事業・活動に係る決定、当該決定の通知・公表、事業・活動実施後の影響の監視までも含むものとさ

れることが多い。1980 年代半ばに欧米先進国の国内法で導入され、1990 年代から条約で急速に制度化

が進行した。児矢野マリ「国際条約と環境影響評価」『環境法政策学会誌』第 14 号（2011 年）73-74、
77-79 頁。 

2  「ウラン・プルトニウム混合酸化物（MOX）工場事件」北東大西洋保護 OSPAR 条約仲裁；UNCLOS
仲裁は「MOX 工場事件」、「ジョホール海峡埋立事件」、「チャゴス島海洋保護区事件」、「南シナ海事

件」、等。 
3  SMS は海中の尾根や海盆の前方と後方に存在し、銅、鉛、亜鉛、金、銀を含む。諸条件（貴金属やス

ズ・亜鉛・鉛等の含有率が高い、水深が平均 2000m 未満、鉱床が陸から近い等）を充たせば、経済的

価値がある。SPC, SPC-EU EDF Deep Sea Minerals (DSM) Project, Information Brochure 6, Deep Sea 
Minerals Potential of the Pacific Islands Regions, p.5、等。 

4  CRC は海山の頂上又は斜面、海面下の火山島にあり、ニッケル、コバルト、白金、レアアースを含む。

岩盤に接着しているため、開発は技術的に容易ではない。SPC, Ibid. p.4、等。 
5  MN は深海の海盆にあり、ニッケル、コバルト、レアアース、銅を含有。現時点では諸要因（採鉱技

術が未開発、金属含有率が低い等）により、経済的価値はかつての期待程ではない。SPC, Ibid. pp.3-4、
等。 

6  MN が 16（保証国：クック諸島、英国（2 つ）、シンガポール、ベルギー、キリバツ、トンガ、ナウル、

ドイツ、フランス、日本、韓国、ロシア、旧共産圏諸国連合（以上 15 は CCZ）、インド（インド洋））、

SMS が 6（同：インド、ドイツ（以上 2 は中部インド洋）、韓国（Central Indian Ridge）、中国（Southwest 
Indian Ridge）、フランス、ロシア（以上 2 は Mid-Atlantic Ridge））、CRC が 4（同：ブラジル（南大西

洋）、ロシア（太平洋）、日本、中国（以上 2 は西太平洋））。ISA, Deep seabed mineral contractors < 
https://www.isa.org.jm/deep-seabed-minerals-contractors> accessed on 31 January 2017. 

7  2014 年 5 月までに、少なくとも 26 の許可が発給され、欧州でもイタリア（Tyrhenian 海）、ノルウェー

（Mid-Atlantic Ridge）、ポルトガル（Azores 地域）で探査申請（いずれも SMS）がある。カナダでは

許可事例はない。南米、アフリカ、ロシアは不明。ECORYS Netherlands, Study to investigate the state of 
knowledge of deep-sea mining, Final Report under FWC MARE/2012/06 - SC, E1/2013/04, pp.80-83.なお、筆

者による関係者へのインタビュー調査では、欧州の探査申請は、少なくともノルウェーとポルトガル

については、2017 年 3 月末時点で、沿岸国の国内法未整備等の理由により保留のまま未許可のようで

ある。 
8  ビスマルク海の MN につき、Nautilus Minerals Inc.の Solwara1 事業。財政上の理由で着手が遅れ、2019

年初めまでは開始の見込みはない。L.A. Levin, et al, "Defining “serious harm” to the marine environment in 
the context of deep-seabed mining," 74 Marine Policy, 2016, pp. 249. 

9  紅海のアトランティス盆地（Atlantis Basin）にある SMS につき、サウジアラビア法人（Manafa 
International Ltd.）とカナダ法人（Diamond Fields International Ltd.）の合弁による Atlantis II 事業（ジェ

ダから約 115km 西部に位置）。2010 年にサウジアラビアとスーダン間の政府間委員会（紅海委員会）

が許可したが、事業者間で契約等をめぐり紛争が発生し、事業は停止中（2017 年 4 月末段階）。Diamond 
Fields International Ltd., Projects: atlantis II in <http://www.diamondfields.com/s/AtlantisII.asp> as accessed 
on 2 May 2017. 

10  DSM の関連文献では、開発許可の文脈で、海洋のリン鉱床/リン鉱石団塊又は砂鉄に係るナミビア、

メキシコ、ニュージーランド（NZ）の事案が引用されることも多い。e.g. Levin, et.al, " Defining “serious 
harm” to the marine environment in the context of deep-seabed mining," p.249; R. Makgill & A.P. Linhares, 
"Deep Seabed Mining: Key Obligations in the Emerging Regulation of Exploration and Development in the 
Pacific," R. Warner & S. Kaye (eds.), Routledge Handbook of Maritime Regulation and Enforcement, Routledge, 
2016, pp.249-252. 但し、両資源とも一般に浅い水深域（せいぜい約 500m 程度）に所在するため、こ

こにいう DSM の範疇には入らない。とはいえ、NZ の管轄地域には SMS（Kermadec Ridge：但し 2016
年 8 月に海洋保護区として指定された。）や MN（延長大陸棚の南島延伸部）があるとされ、リン鉱石

や砂鉄の事案は、それら潜在的な DSM の開発許可申請にも適用される国内法及び関連手続の先例と
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して重要である。特にこれら事案では 3 件のうち 2 件が環境保全上の理由で不許可になったため、関

連法令の解釈・適用が注目される。不許可事案の 1 件目は Trans-Tasman Resources Inc.によるリン鉱石

団塊の開発申請（Environmental Protection Agency, Trans-Tasman Resources: 2013 application to mine iron 
sand in Taranaki < 
http://www.epa.govt.nz/EEZ/previous-activities/notified-consents/trans_tasman/Pages/default.aspx> accessed 
on 18 January 2017）；2 件目は Chatham Rock Phosphate Limited よる砂鉄の開発申請（Environmental 
Protection Agency, Chatham Rock Phosphate Ltd: Application for marine consent, 
<http://www.epa.govt.nz/EEZ/previous-activities/notified-consents/chatham_rock_phosphate/Pages/default.asp
x> accessed on 18 January 2017）。両事案の審査に係る評価として、Makgill & Linhares, "Deep Seabed 
Mining," pp.249-252. 2016 年 8 月には上記 1 件目について再申請がなされ、現在審査中。Environmental 
Protection Agency, New Zealand, Trans-Tasman Resources Limited 2016 application to extract and process 
iron sand within the South Taranaki Bight 
<http://www.epa.govt.nz/EEZ/whats-going-on/current-applications/ttr-2016/Pages/default.aspx> accessed on 18 
January 2017. 

11  外務省「国際海底機構（ISA: International Seabed Authority）」
<http//www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaiyo/isba.html>, accessed on 20 January 2017. 

12  経済産業省「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」（平成 24 年 12 月 24 日）23-25 頁。 
13  筆者による JOGMEC 担当者の訪問調査（2016 年 12 月 2 日）。 
14  Nautilus Minerals Inc.（カナダ法人）、Neptune Minerals（米国法人）、GSR（ベルギー法人）等。 
15  海洋の金属資源鉱床の理解の向上、ネットワークと公式シンポジウムを通じた会員間の情報交換の支

援、海洋金属資源開発の全ての側面に係る研究の奨励をめざし、1987 年に設立された非営利法人。

IMMS, Introduction < http://www.immsoc.org/welcome.html>, accessed on 18 January 2017. 
16  JOGMEC が沖縄トラフで実施中の方法。JOGMEC News Vol. 28 (2012 年 3 月) p.10. 
17  技術的に不明瞭な点もあるが、ひとまず先行する Nautilus Minerals Inc.の想定。SPC, SPC-EU EDF DSM 

Project, Information Brochure 4, Marine Mining and Technology Development, p.4.  
18  但し、どの程度の回復が実際に可能なのかは、一般に余りわかっていない。 
19  事後のモニタリングの継続期間は、諸要因（鉱物の種類、EIA で同定された削減戦略、費用対効果等）

により多様。但し、現時点では科学的に不明なことも多いので、当座はある程度長く設定し、知見の

集積に伴い次第に短縮するのが良いとされる。SPC, PACIFIC-ACP States, Regional Environmental 
Management Framework for Deep Sea Minerals Exploration and Exploitation, prepared under the 
SPC-EUEDF10 Deep Sea Minerals Project, June 2016 (REMF), p. 58. 

20  M. Lodge, "Protecting the marine environment of the deep seabed," in R. Rayfuse ed., Research Handbook on 
International Marine Environmental Law, Edward Elgar, 2015, pp.153-154,  

21  懸濁水は、特に濾過性捕食者（貝等）の濾過用のエラ等を詰まらせ、摂食行動を大きく阻害し、餓死

に至らせるおそれがある。SPC, REMF, p.27. 
22  騒音・振動、照明は、魚等の生物を惹き寄せる、忌避させる等の効果をもつ。海産哺乳動物への影響

のあり方は、海域により大きく異なる。Ibid. p.26. 
23  但し SMS については、通常鉱床が冷えたところを探査・開発するので、熱水に当たる可能性は低い。 
24  海域や条件によっては、他の海洋利用（船舶航行、漁業、観光等）に影響（社会・経済的影響）を与

えうるし、環境にはそれらとの累積的影響も生じうる。陸上鉱山とは異なり活動海域を閉鎖できない

ため。 
25  南シナ海事件仲裁判決 para.940. 
26  法令の制定及び/又はその他の措置により対処されるべき海洋環境の汚染は、国家の管轄する地域につ

いては、「海底における活動から又はこれに関連して生ずる海洋環境の汚染並びに 60 条及び 80 条の規

定により自国の管轄の下にある人工島、施設及び構築物から生ずる海洋環境の汚染」（208 条 1 項）。 
27  194 条 1 項は、国家に対して「利用することができる実行可能な最善の手段を用い、かつ、自国の能

力に応じ」措置をとることを、また、206 条は「実行可能な限り評価する」ことを、国家に求めてい

る。 
28  Regulations on prospecting and exploration for cobalt-rich ferromanganese crusts in the Area, ISBA/18/A/11, 

22 Oct. 2012, Annex; Regulations on prospecting and exploration for polymetallic sulphides in the Area, 
ISBA/16/A/12/Rev.1, 15 November 2010, Annex; Regulations on prospecting and exploration for Polymetallic 
Nodules in the Area, ISBA/19/C/17, Annex.  
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29  Recommendations for the guidance of contractors for the assessment of the possible environmental impacts 

arising from exploration for marine minerals in the Area, ISBA/19/LTC/8, 1 March 2013.ー 
30  Technical Study No. 9: Environmental Management of Deep-sea Chemosynthetic Ecosystems: Justification of 

and Consideration for a Spatially-based Approach, 2011;  
ISA Technical Study No. 10: Environmental Management Needs for Exploration and Exploitation of Deep Sea 
Minerals, Report of a workshop held by The International Seabed Authority in collaboration with the 
Government of Fiji and the SOPAC Division of the Secretariat of the Pacific Community (SPC) in Nadi, Fiji, 
from 29 November to 2 December 2011, 2011; ISA Technical Study No. 16: Environmental Assessment and 
Management for Exploitation of Minerals in the Area, Report of an International Workshop convened by the 
Griffith University Law School in collaboration with the International Seabed Authority in Queensland, 
Australia, 23-26 May 2016; 2016.   

31  ISBA/18/C/22. Environmental Management Plan for the Clarion-Clipperton Zone, ISBA/17/LTC/7 
32  LTC における直近の議論につき、ISBA/22/C/17, 13 July 2016. 
33  ISA, Developing a Regulatory Framework for Mineral Exploitation in the Area, Report to members of the 

Authority and all Stakeholders, July 2016 (DRFMEA: Report to members: 2016) p.6. 
34  Griffith Law School & ISA, Co-Chair's Report, Griffith Law School and the International Seabed Authority 

Workshop on Environmental Assessment and Management for Exploitation of Minerals in the Area, Sufers 
Paradise, Queensland, Australia, May 23-26, 2016. 
<https://www.isa.org.jm/files/documents/EN/Pubs/2016/GLS-ISA-Rep.pdf> accessed on 28 January 2017. 

35  ISA, Developing a Regulatory Framework for Mineral Exploitation in the Area, A discussion paper on the 
development and drafting on Exploitation for Mineral Resources in the Area (Environmental Matters), January 
2017 (DRFMEA: A discussion paper: 2017). 

36  Workshop: Towards an ISA Environmental Management Strategy for the Area, Berlin, 19 to 24 March 2017. 
<https://www.isa.org.jm/news/workshop-announcement-towards-isa-environmental-management-strategy-area
> accessed on 20 March 2017. ISA とドイツ政府共催による 5 日間の企画であり、国際機関、関連 NGO、

企業、コンサルタント、研究者を含む関係者が幅広く参加。その報告書は 2017 年 8 月の LTC 定例会

合に提出され、今後の作業の基礎となる。筆者はこの企画に個人資格で参加。 
37  深海底活動責任事件 ITLOS 勧告的意見(Seabed Disputes Chamber of the International Tribunal for the Law 

of the Sea, Responsibilities and Obligations of States Sponsoring Persons and Entities with Respect to Activities 
in the Area, Advisory Opinion, 2 February 2011) paras. 107-120 & 218-229． 

38  Ibid. para.225. 
39  Ibid. paras.121-140. 
40  薬師寺公夫「深海底活動に起因する環境汚染損害に対する契約者と保証国の義務と賠償責任」松井芳

郎・富岡仁・坂元茂樹・薬師寺公夫・桐山孝信・西村智朗編『21 世紀の国際法と海洋法の課題』（東

信堂、2016 年）371 頁。 
41  深海底活動責任事件 ITLOS 勧告的意見 para. 135. 
42  SPC, PACIFIC-ACP States, Regional Legislative and Regulatory Framework for Deep Sea Minerals 

Exploration and Exploitation, prepared under the SPC-EUEDF10 Deep Sea Minerals Project, July 2012 
(RLRF). 

43  Makgill & A.P. Linhares, "Deep Seabed Mining, p.232 & pp.245-249; M. Bourrel, "Protection and preservation 
of the marine environment from seabed mining activities on the continental shelf: perspectives from the Pacific 
region," in Rayfuse ed., Research Handbook on International Marine Environmental Law, pp.213-219. 

44  2014 年作成、2017 年 1 月改訂。National Institute of Water and Atmospheric Research (NIWA), Preparation 
of environmental Impact Assessments: General guidelines for offshore mining and drilling with particular 
reference to New Zealand. 
<https://www.niwa.co.nz/sites/niwa.co.nz/files/EMOM_EIA_guidelines_Revision_Jan2017.pdf> accessed on 
28 March 2017. 

45  前掲注 10。 
46  International Convention on Civil Liability for Bunker Oil Pollution Damage（2001 年採択、2008 年発効）。

日本は未批准。 
47  Convention on the Conservation of Migratory Species of Wild Animals（1979 年採択、83 年発効）。日本は未

批准。 
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48  Convention on the Protection of the Underwater Cultural Heritage（2001 年採択、2009 年発効）。日本は未

批准。 
49  Convention on Environmental Impact Assessment in a Transboundary Context（1991 年採択、97 年発効）。 
50  SEA とは、計画（plan）、プログラム（program）、政策又は立法の採択に先立ち、それらの環境上、経

済及び社会的な影響を同定し、分析し、評価すること。EIA とは異なり、対象は個別の事業・活動よ

り前段階の事象。EIA の限界に対処するため 1990 年代より欧米先進国で導入され、現在世界で多くの

国が法制化。原科幸彦『環境アセスメントとは何か―対応から戦略へ』（岩波新書、2011 年）153-184
頁。 

51  Protocol on Strategic Environmental Assessment to the Convention on Environmental Impact Assessment in a 
Transboundary Context（2003 年採択、2010 年発効）。 

52  Convention on Access to Information, Public Participation in Decision-making and Access to Justice in 
Environmental Matters（1998 年採択、2001 年発効）。 

53  エスポー条約が公海での事業計画に適用された先例はないようで、消極的な推定が働くだろう。 
54  Convention for the Protection of the Marine Environment of the North-East Atlantic（1992 年採択、1998 年発

効）。適用海域に、SMS のあるとされる Atlantic Mid-ridge と Azores 地域を含む。 
55  Convention for the Protection of the Marine Environment and the Coastal Region of the Mediterranean（1995

年全面改正、2004 年発効）。イタリア沖 Tyrhenian 海に SMS があるという。 
56  Convention for the Protection of the Natural Resources and Environment of the South Pacific Region（1982 年

採択、90 年発効）。金属資源の分布は太平洋に偏在している。 
57  Regional Convention for the Conservation of the Red Sea and Gulf of Aden Environment（1982 年採択、85 年

発効）。SMS を含む Atlantis 盆地は、条約海域の紅海にある。 
58  南東太平洋リマ条約（Convention for the Protection of the Marine Environment and Coastal Area of the 

South-East Pacific）（1981 年採択、86 年発効）も、MN を含むペルー盆地の位置、そこでの潜在的活動

の地点と海洋環境への影響如何では、適用の可能性がある。 
59  なお、沖合石油ガス活動に限っては、バルト海ヘルシンキ条約（1992 年全面改正）も附属書 VI で具

体的規則を定め、クウェート条約（1978 年）に基づき大陸棚議定書（1989 年）も採択され、その下で

も EIA 指針がある。 
60  Protocol for the Protection of the Mediterranean Sea against Pollution Resulting from Exploration and 

Exploitation of the Continental Shelf and the Seabed and its Subsoil（1994 年採択、2011 年発効）。イタリア

（2006 年に大統領令により Tyrhenian 海に生態系保護区域（EPZ: Ecological Protection Zone）を設定し

自国管轄権を主張。）は、この議定書を未批准だが、既に EU は批准しており、同国は「自国は EU の

aquis communautaire に該当し又は自国の現行国内法に適合する限りで議定書の規定を実施し」、「議定

書の署名国として、その趣旨・目的に反するかもしれない立法又は政策は採択しないことを誓約する」

としている。UNEP, Report of the 19th Ordinary Meeting of the Contracting Parties to the Convention for the 
Protection of the Marine Environment and the Coastal Region of the Mediterranean and its Protocols, 5 April 
2016, UNEP(DEPI)/MED IG.22/28, para.35.  

61  この議定書を批准している EU も、この議定書が規律対象とする資源活動は、将来石油ガス活動以外

の深海、その海底、及びその地下にある資源にも及ぶだろう、との立場。EU, Mediterranean offshore 
activities: enhancing their environmental safety, 2012, in 
<http://ec.europa.eu/environment/marine/pdf/FLYER%20offshore%20web.pdf> accessed on 28 March 2017. 

62  Decision IG.22/3: Mediterranean Offshore Action Plan in the framework of the Protocol for the Protection of 
the Mediterranean Sea against Pollution resulting from Exploration and Exploitation of the Continental Shelf 
and the Seabed and its Subsoil, UNEP(DEPI)/MED IG.22/28, 5 April 2016, pp. 211-244.この計画は、諸原則

（予防原則、汚染者負担、生態系アプローチ、公衆参加と利害関係者の関与等）を明記し、地域沖合

基準と指針の作成を目標に含む。 
63  行動計画に係る作業グループの名称は「バルセロナ条約沖合石油及びガスグループ」（BARCO OFOG）

であり、既存の地域基準に基づく EIA 指針の作成方針等、既存の沖合活動―石油ガス活動―を念頭に

おく作業のあり方となっている。Ibid. p. 229. 
64  Directive 2001/42/EC of the European Parliament and of the Council of 27 June 2001 on the assessment of the 

effects of certain plans and programmes of the environment, OJ L 197, 21.7.2001, p.30. 
65  Council Directive 92/43/EEC of 21 May 1992 on the conservation of natural habitats and of wild fauna and 

flora, OJ L 206, 22.7.1992, p.7. 
66  Council Directive 79/409/EEC of 2 April 1979 on the conservation of wild birds, OJ L 103, 25.4.1979, p.1. 
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67  Directive 2003/4/EC of 28 January 2003 on public access to environmental information and repealing Council 

Directive 90/313/EEC, OJ L 41/26 of 14 February 2003. 
68  Directive 2004/35/CE of the European Parliament and of the Council of 21 April 2004 on environmental 

liability with regard to the prevention and remedying of environmental damage, OJ L, 30.4.2004, p.56 
69  Directive 2008/98/EC of European Parliament and of the Council of 19 November on waste and repealing 

certain Directives, OJ L 312, 22/11/2008, p.3 
70  Directive 2011/92/EU of the European Parliament and of the Council of 13 December 2011 on the assessment 

of the effects of certain public and private projects on the environment, OJ L 26, 28.1.2012, p.1.直近の改正は、

Directive 2014/52/EU of the European Parliament and of the Council of 16 April 2014 amending Directive 
2011/92/EU of the European Parliament and of the Council of 13 December 2011 on the assessment of the 
effects of certain public and private projects on the environment,  OJ L 124, 25.4.2014. 2017 年 5月 17日発効

予定。 
71  なお、沖合石油ガス活動が盛んな非 EU 加盟国のノルウェーにも、EIA 指令と SEA 指令含む他の関連

指令と同様に適用される。 
72  European Commission, An integrated Maritime Policy for the European Union, Communication from the 

Commission to the European Parliament, the Council, and the Committee of the Regions, COM(2007) 575 final 
(Brussels, 10 October 2007). 

73  Directive 2008/56/EC of the European Parliament and of the Council of 17 June 2008 establishing a framework 
for Community action in the field of marine environmental policy, OJ L 240, 10.7.2004, p. 17. 

74  Directive 2014/89/EU of European Parliament and of the Council of 23 July 2014 establishing a framework for 
maritime spatial planning, OJ L 267, 28.8.2014, p.135. 

75  European Commission, Blue Growth: opportunities for marine and maritime sustainable growth, 
Communication from the Commission to the European Parliament, the Council, and the Committee of the 
Regions, COM(2012) 494 final (Brussels, 13.9.2012), pp.10-11. この文脈で、欧州委員会の委託事業として、

DSM に関する世界的動向の包括的な調査研究が行われた。これは、DSM の科学技術面に加え、各国

の関連法制度や許可発給の実績等にも及ぶ。ECORYS Netherlands, Study to investigate the state of 
knowledge of deep-sea mining: Final Report under FWC MARE/2012/06-SC Ei/2013/04, 19 November 2014. 
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堀口 健夫 

 

序論 

 本稿の目的は、ロンドン海洋投棄条約体制における「配置」をめぐる法の発展状況を検

討することにある。ロンドン海洋投棄条約（1972年採択。1975年発効。以下「ロンドン条

約」）やその改正議定書（1996 年採択。2006 年発効。以下「96 年議定書」）は、主たる規

制対象行為である（海洋）投棄（dumping）の定義から除外される行為の１つとして、「物

を単なる処分の目的以外の目的で配置すること(placement)。ただし、その配置がこの条約

の目的に反しない場合に限る」と定めている。同様の規定は、国連海洋法条約でも採用さ

れている（1条 5 項(b)(ⅱ)）。便宜上本稿では、投棄の定義からこうした配置を除外する規

定を配置除外規定と呼ぶこととする。 

 当初ロンドン条約では、有害性が強い物質を附属書に掲載し、掲載物質について投棄を

禁止或いは厳格に制限するいわゆる「リスト方式」を採用していた。しかし、その後の条

約改正により産業廃棄物の投棄の原則禁止など規制の厳格化が進み、96 年議定書では一般

に投棄は原則禁止とされ、例外的に投棄の検討が可能な物のカテゴリーを附属書に列挙す

る「リバースリスト方式」を採用している。このリバースリストに掲載されたカテゴリー

に該当する物であっても、個々の投棄は国家当局による許可制に服するものとされ、許可

にあたっては、当該投棄による海洋環境に対する影響評価や汚染の最小限化等が求められ

る。このように、今日特に 96年議定書の下では投棄は厳格に規制されるようになっている

わけだが、上で述べたような配置として評価されれば、少なくともそうした厳格な規制の

対象外となる。 

 その一方、ロンドン条約や 96年議定書（さらに海洋法条約）においては、かかる配置と

いう類型の行為を規律するための特別な規定は従来ない。適用可能な特別な条約がある場

合は別として、一般にそのような行為については、せいぜい海洋法条約の定める海洋環境

保護に関する一般規則の適用を指摘しうるにとどまる。このように、同じように海に物を

投入・設置する行為であっても、それが投棄なのか或いは（条約目的に反しない）配置な

のかにより、国際規制の程度に大きな違いが生じうる。 

 以上のような点からすると、両者の区別の基準となる配置除外規定の解釈が重要となっ
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てくるが、例えば 2000年代半ば頃のロンドン条約体制下での締約国間のやり取り等を見て

みると、基本的な論点について意見の不一致がみられた。すなわち、ⅰ）いかなる活動が

配置除外規定の射程に入るのか、ⅱ）条約目的との整合性はいかに判断されるのか、ⅲ）

条約目的に反する配置は投棄なのか、といった点である。当該規定の内容が不明確である

ことは、投棄規制の抜け穴を広く許容することにつながりかねない。また他方では、投棄

規制の射程が過度に拡大する懸念も生じうるだろう。配置除外規定が、一見したところ広

く様々な行為について援用されうる規定ぶりであることに鑑みても、これらの点に関する

法の明確化は重要である。 

 実際のところ、南沙諸島で問題となっているような海の埋立てについても、そのための

土砂等の海への投入が投棄に当たるのか、或いは配置に当たるのかが、紛争当事国間で争

われた事例がある。シンガポールによる埋立て行為の違法性等を隣国のマレーシアが争っ

た、シンガポール埋立て事件である。同事件では、国際海洋法裁判所の暫定措置命令の申

請に際して、マレーシアがシンガポールの行為が投棄に該当すると主張したのに対して、

シンガポールは単なる処分以外の目的のための配置に当たるとして反論した。そしてシン

ガポールは、当該行為の条約目的との整合性については、海洋法条約が人工島に関する規

定を置いていることを根拠に、埋立ては条約上想定された活動類型であると主張したので

ある
1
。この事件においては、ロンドン条約や 96 年議定書ではなく、海洋法条約の配置除

外規定の適用が問題となっていた点には注意が必要だが、このようなシンガポールの主張

が妥当なものといえるかどうかも、上述の論点に対する答えに依るものと考えられる
2
。 

 それでは、ロンドン条約体制下では、こうした配置に関する法の明確化は進んでいるの

であろうか。そこで本稿では、近年ロンドン条約体制下で進展しつつある気候変動の緩和

を目的とする活動の規制、すなわち二酸化炭素の回収・貯留(以下 CCS)と海洋肥沃化活動

をめぐる規制の展開を検討することを手がかりに、この点に考察を加えることとする
3
。こ

れらの活動をめぐっては、投棄なのか配置なのかが実際に条約体制下で論点となり、また

その規制のため附属書或いは議定書本体の改正という立法的対応がなされている。特に後

者の海洋肥沃化活動に対する取り組みでは、廃棄物等の投棄（並びに焼却）を規制してき

た同条約体制下において、限定的とはいえ配置自体に対する規制を制度化しようとしてい

る。これらの規制の展開は、配置除外規定の解釈にどのような含意を有するのだろうか。

次節では、まずはそうした検討の前提として、ロンドン条約等における配置除外規定の文

言とその条約上の位置づけを確認したうえで、同規定の適用をめぐるロンドン条約体制下

での問題状況の展開を整理する。 
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第１節 ロンドン条約／96 年議定書における「配置」 

第 1款 条約上の配置除外規定 

 ロンドン条約では、配置に関する規定は、用語の定義に関する第 3 条に含まれている。

まずその 1項(a)において、「投棄」の定義として、「船舶、航空機、プラットフォーム或い

はその他の海洋構築物から、廃棄物等を意図的に処分すること」、並びに「船舶、航空機、

プラットフォーム或いはその他の海洋構築物を意図的に処分すること」を意味するとの定

めがある。そして、続く同項(b)は「以下は「投棄」に含まれない」としたうえで、その（ⅱ）

において「物を単なる処分の目的以外の目的で配置すること。ただし、その配置がこの条

約の目的に反しない場合に限る」と定める。これらの一連の規定は、国連海洋法条約にほ

ぼそのまま採用されている。 

 また 1996年に採択された改正議定書においても、やはり同様の規定が踏襲されている。

ただし同議定書では、投棄の定義に「意図的な処分のみを目的とした、プラットフォーム

或いは他の海洋構築物の廃棄・・」が加えられたこととの関係で、「単なる処分以外の目的

で配置された物（例えば、ケーブル、パイプライン並びに海洋調査機器）の海洋での廃棄」

も、「投棄」に該当しないとする規定が追加されている。（1 条 4.1.4）。 

 

第 2款 配置をめぐる条約体制下での問題状況 

 ロンドン条約において、この条文が起草された経緯については必ずしも明らかではない

部分もあるが、特定の用途のために海で利用すべく生産或いは加工された物の投入・設置

を、投棄規制の対象外とする趣旨であったことは確かであろう。例えば、1971年に米国が

提出した条文草案において、「処分以外の目的のための配置」を投棄に含まないとする規定

を既に確認できるが
4
、この条文の意味を明確にしてほしいとのソ連政府代表の意見に対し

て米国は、「海底に置かれるロブスター用の漁具（lobster pots）の配置のように、廃棄物の

処分以外の目的で実施される活動を（投棄の定義から）除外する」趣旨であると回答して

いる
5
。また、1991 年に IMO（国際海事機関）が公表した報告書 The London Dumping 

Convention: The First Decade and Beyond によれば、配置除外規定は、科学調査装置の設置や

養殖活動などを投棄規制の射程外に置くものだと説明される
6
。さらに 96 年議定書で新設

された前述の 1 条 4.1.4の規定においても、「ケーブル、パイプライン、海洋調査機器」が

配置の対象として例示されている。このように、処分以外の特定の用途・目的のために物

を海に投入・設置していることが、当該物の生産・加工の目的やその設計等から明らかな

場合には、配置除外規定の適用にほぼ異論はないと考えられる。 

 しかしながら、配置除外規定の文言は、ⅰ）広く「物」を対象にしていること、ⅱ）配
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置の目的についても「単なる処分の目的以外の目的」と消極的に定めるにすぎないこと、

さらには、ⅲ）そもそも「処分（disposal）」も条約上定義されていないこともあって、幅

広く様々な活動がこのような配置として主張されうる可能性を含んでいた。そして実際の

ところ、その後のロンドン条約体制下の締約国会議
7
においては、本来あまり想定されてい

なかった活動との関係で、配置除外規定の適用の可否が議論されてきたのである。 

 特に問題となったのは、本来の用途では用済みになった物を、別の目的を掲げて海に投

入・設置する活動についてであった。そうした活動については、投棄規制の抜け道になる

ことが強く危惧されたためである。例えば第 11 回締約国会議（1988 年）では、使用済の

沖合のプラットフォーム等を人工礁として海底に配置することが、投棄とみなされうるか

が問題として提起された。そしてこの点については、第 13 回締約国会議（1990 年）にお

いて、ⅰ）プラットフォームが海底への配置等により他の利用に転換される場合には、配

置除外規定の対象となりうること、ⅱ）当該活動の条約目的との整合性に関しては、各締

約国がケースバイケースで調査する責任があるとの結論が示されている
8
。このように、物

の本来の用途とは異なる利用目的であっても配置除外規定の援用が認められうる点、ただ

し条約目的との整合性について締約国がケースごとに判断すべきだという点については、

比較的早くから締約国の合意が形成されつつあった。 

 その後、用途の転換による物の配置をめぐる議論の焦点は、配置除外規定自体の明確化

というよりは、具体的な活動と条約目的との整合性の確保に向けた検討にシフトしていっ

た。ただし、第 15 回締約国会議（1992 年）では人工礁の問題を規制の射程に含めるため

の条約改正が検討されたものの
9
、その後の成果は配置に関する手引きや指針の策定にとど

まった。まず第 22回から第 24回の締約国会議（2000年～2002年）を経て、配置に関する

政策上の手引として、ⅰ）配置が廃棄物処分の抗弁として利用されるべきではないこと、

ⅱ）配置は条約の目的に反するべきではないこと、ⅲ）配置に関する活動の情報は可能な

限り条約事務局に通報されるべきこと、ⅳ）使用する物質は関連する廃棄物別の指針にし

たがって評価がなされるべきこと、の４つの要素が合意或いは確認された
10
。そして第 30

回締約国会議（2008年）では、人工礁のみに焦点を絞った配置に関する指針が採択されて

いる
11
。だが、こうした手引きや指針には法的拘束力はなく、またいずれにせよ、配置除

外規定自体のさらなる明確化に資するところは限定的であった
12
。 

 その一方、配置除外規定をめぐる論点がさらに議論される契機を提供したのが、気候変

動の緩和策としての CCS や海洋肥沃化活動の扱いであった。こうした活動については、投

棄規制の抜け道となることが危惧されただけではなく
13
、気候変動対策として当該活動が

はたして、またいかに条約体制下で許容されるべきかが問題の焦点となり、従前の規制構
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造との関わりで、それらの活動の法的な性格付けが問われることとなった。だが、例えば

2005 年には CCS との関連で条約／議定上の法的論点に関する質問状が関係国に配布され

たが（以下『CCS に関する 2005 年質問状』）、そこには配置除外規定の適用可能性に関わ

る質問も含まれており、それに対する各国の回答にも少なからぬ不一致がみられる状況で

あった
14
。その後の CCS、さらには海洋肥沃化活動に関する規制の展開により、配置除外

規定の明確化にはいかなる進展があったといえるのか。以下節を変えてさらに検討する。 

 

第 2節 ロンドン条約体制の下での気候変動等の緩和を目的とする活動の規制 

第 1款 CCS と海洋肥沃化活動の規制 

①  CCS の規制 

 まず、ロンドン条約体制下における CCS と海洋肥沃化活動の規制の進展について整理し

ておく。前者の CCS とは、発電所や油田等、大規模な二酸化炭素の排出源から発生する二

酸化炭素を他のガスから分離・回収し、それを安定した地層や海洋に貯留することで、二

酸化炭素を長期にわたって大気から隔離する技術を一般に指す。有望な気候変動緩和策の

１つとして期待されているが、その一方で海底等になされる場合には、漏えい等による海

洋環境へのリスクも懸念されるため、ロンドン条約体制でもその規制のあり方が議論され

るようになった。その結果、2006 年に 96 年議定書の附属書 1 の改正案が採択され、例外

的に投棄を検討できる物を列挙する附属書１パラグラフ１（いわゆるリバースリスト）に、

「二酸化炭素を隔離するための二酸化炭素の回収工程から生ずる二酸化炭素を含んだガス」

が追加された（第 8項）。さらに、同附属書のパラグラフ 4 が新設され、ⅰ）海底下の地層

への処分である場合、ⅱ）当該二酸化炭素を含んだガスが極めて高い割合で二酸化炭素か

ら構成されている場合（但書が続くがここでは省略）、並びに、ⅲ）いかなる廃棄物その他

の物もこれらを処分する目的で加えられていない場合に限って、投棄の検討が可能である

とされた。この改正は、2007年に議定書の締約国に対して発効している。 

 このように CCS については、まず第 1に、基本的に投棄と性格付けられたうえで、一定

の条件の下でそれが例外的に許容されうることが明文化された。投棄であるとすると、改

正前のリバースリストには二酸化炭素が掲載されていなかったことから、議定書上は海や

海底下への投入・設置は一切禁止されていると解されたところ、海底下への一定の貯留に

限って許容される余地があることが本改正により明確にされた。その一方で第 2 に、他の

リバースリスト上の物のカテゴリーの場合と同様、海洋環境への影響評価等を踏まえた国

家当局の個別許可に服するものとされ、海洋環境へのリスクの管理が図られることとなっ

た
15
。 
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② 海洋肥沃化活動の規制 

 もう１つの海洋肥沃化活動は、「海洋における基礎生産力を刺激することを主に意図して

人間が実施するあらゆる活動」を指し、気候変動緩和に資する地球工学（ジオエンジニア

リング）活動の１つとして議論されるようになっている。具体的には、適切な海域に硫黄

鉄等の物質を散布すること等により植物プランクトン等の増殖を促し、光合成による大気

中の二酸化炭素の体内固定を増進することで、温暖化の緩和につながる可能性が指摘され

ている。だがこの活動については、緩和策としての有効性と海洋環境への影響の双方につ

いて少なからぬ不確実性があるのが現状であり、ロンドン条約体制の下で許容されるべき

かどうかが検討されるようになった。その結果、第 30回締約国会議（第 3回議定書締約国

会議）（2008年）において、ⅰ）条約目的に反しない「正当な科学調査（legitimate scientific 

research）」といえる場合に限って当該肥沃化が配置として許容されるべきこと、並びに、

ⅱ）条約目的に反しない正当な科学調査といえるかどうかは一定の評価枠組に照らして判

断されるべきこと、等を内容とする決議がコンセンサスで採択された（決議 LC-LP.1）。そ

してその評価枠組は、その後第 32回締約国会合（第 5回議定書締約国会議）(2010 年)にお

いて採択されている（決議 LC-LP.2。以下「2010 年評価枠組」）。この 2010 年評価枠組は、

後でも述べるように、当該活動が科学調査としての性質を有するかどうかを判断する「初

期評価（initial assessment）」と、海洋への重大な悪影響の恐れがないかどうかを判断する

「環境評価（environmental assessment）」から構成されている。 

 さらに第 8回議定書締約国会議（2013年）では、これらの決議の基本的内容に法的拘束

力を持たせると同時に、より広く海洋関係の地球工学活動を将来的な規制対象に含めるこ

とを目的とした議定書の改正案が採択された。同改正では、海洋地球工学活動に関する条

文が新たに置かれ（6条の 2）
16
、新設された附属書 4 に掲載された活動を目的に船舶等か

ら物を配置することは、当該附属書が例外的に許可の可能性を定めていない限り許されな

いものとした（1項）。そして附属書 4 には、現在のところ海洋肥沃化活動のみが掲載され、

「海洋肥沃化活動について許可の検討が可能なのは、特別な配置評価枠組（筆者注：現状

では前述の 2010年評価枠組を指す）を考慮して、それが正当な科学調査を構成すると評価

される場合に限る」とし（附属書 4パラグラフ１（3））、それ以外のすべての肥沃化活動は

許可されてはならないと定めている（同パラグラフ 1(4)）。 

 こうして海洋肥沃化活動を目的とする硫黄鉄等の散布といった行為については、それが

条約目的に反しない正当な科学調査と評価される場合に限って配置として許可されうる、

との規制の方向性が打ち出されるようになっている。 
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その一方、正当な科学調査と評価されない場合は禁止されるが、2008 年に採択された決議

LC-LP.1 のパラグラフ 8によれば、「現在の知見に鑑みると、正当な科学調査以外の海洋肥

沃化活動は、条約並びに議定書の目的に反し、現状では・・投棄の定義からのいかなる除

外にも当たらないと考えるべきであると（締約国は）合意」したとされる。前述のように、

肥沃化活動の影響については気候変動緩和策としての効果も含めて少なからぬ不確実性が

残ることに鑑み
17
、さしあたり科学的知見の増進につながるような科学調査のみを例外的

に許容する一方、それ以外の目的の肥沃化活動（削減量をクレジットとして販売すること

を目的とした活動など）は条約／議定書の目的に反するものとみなすとの予防的な判断が

なされたのである。 

 

③ 条約／議定書の配置除外規定の解釈との関係 

 以上のような、CCS や海洋肥沃化活動に関する締約国会議における改正や決議の採択は、

ロンドン条約／議定書の配置除外規定の解釈にどのように関係しうるのか。一般に環境条

約等の締約国会議の決定等については、関連の条約規定の解釈が示されることで、条約法

条約 31 条 3項（a）が定める「条約の解釈又は適用につき当事国の間で後になされた合意」

（以下「後の合意」）や、同項の(b)が定める「条約の適用につき後で生じた慣行であって、

条約の解釈についての当事国の合意を確立するもの」(以下「後の慣行」)と評価できる場

合があることが指摘されている
18
。同 31 条 3 項は、こうした「後の合意」や「後の慣行」

も条約解釈において考慮されると定めている。それでは、上述の改正や決議は配置除外規

定の解釈に関する「後の合意」や「後の慣行」と評価できるだろうか。 

 この点については、いずれの改正や決議も CCS 或いは海洋肥沃化活動の法的取り扱いを

明確にすることを主たる目的としているのであって、配置除外規定の解釈自体を一般的に

明らかにするために採択されているわけではなく、「後の合意」等にあたるといえるかにつ

いては慎重な評価が必要である。しかし、CCS に関する 2006 年附属書改正の過程では、

後でも詳しくみるように、CCS が投棄と配置のいずれに当たるのかが１つの論点となって

いたのであり、同改正における CCS の扱いは配置除外規定等に関する特定の解釈に基づく

と理解できる可能性がある
19
。この点は、2013年の議定書改正についても同様である。 

 また海洋肥沃化に関する 2008 年の決議 LC-LP.1 と 2010 年の決議 LC-LP.2 は、ロンドン

条約の締約国も含むコンセンサスで採択されている
20
。たしかにこれらの決議採択後、さ

らに解釈決議を採択する選択肢も検討されていた事実には注意を要する
21
。だが、少なく

とも配置除外規定の基本的な解釈に関して、これらの決議が締約国の合意を含んでいたと

解することは十分可能に思われる。第 1に、LC-LP.1 等だけでは不十分だとされた理由（つ



第８章 ロンドン海洋投棄条約体制下での「配置」をめぐる法の発展： 

気候変動等の緩和を目的とする活動に対する国際規制の展開を手がかりとして 

 －138－

まり、さらに解釈決議等が必要だとされた理由）は、それらの決議に法的拘束力がないと

考えられたためであって、そこで示された締約国の合意が条約解釈と関連しないと考えら

れたためでは必ずしもなかった
22
。第 2 に、実際に提示されていた解釈決議案の内容を見

ると、「後の合意」であることを冒頭で明示しているほかは、決議 LC-LP.1 等のパラグラフ

の一部をほぼそのまま繰り返しているだけである
23
。このことは、既に LC-LP.1 等の決議

で示された合意が、解釈に関する合意と評価されうる内容を含んでいたことを意味する。

第 3 に、前述のように LC-LP.1 等では、配置除外規定に明示的に言及するパラグラフが少

なくとも含まれており、同規定の解釈適用が意識されていたことが疑いない。なおその後

の 2013 年の議定書改正も、これらの決議で示された解釈に依拠していると考えられる
24
。 

 以上のことから、CCS と海洋肥沃化活動に関する一連の改正や決議が、配置除外規定に

関する「後の合意」、或いは少なくとも「後の実行」を含むと評価することは、けっして無

理なことではないと考えられる
25
。それでは具体的にいかなる内容の合意を見出しうるの

か、次款でさらに検討を進めていきたい。 

 

第 2款 考察：配置除外規定の解釈への含意 

 前述の通り、配置除外規定については、ⅰ）いかなる行為が配置に該当するのか、ⅱ）

条約目的との整合性はいかに評価されるのか、ⅲ）条約目的に反する配置は投棄なのか、

といった基本的な論点を指摘できる。以下では、従前の学説や締約国の議論もふまえつつ、

それらの論点に対する含意を検討する。なお、ロンドン条約と 96年議定書は一応別個の条

約であるが、少なくとも配置除外規定のこうした基本論点については、基本的には同様の

解釈が妥当すると考えて差し支えないだろう
26
。 

 

① 「物の単なる処分の目的以外の目的の配置」に該当する行為 

 前に述べたように、ロンドン条約の配置除外規定が、例えば漁具や海底ケーブルのよう

に、海に投入・設置されることで本来的な機能を果たす物の投入等をその射程に含むこと

については、締約国間でもあまり争いはなかったといえる。その後条約体制下では、プラッ

トフォームや船舶を漁礁として使用するといったように、本来の用途で使用済となった物

を投入・設置する行為が問題となったが、そうした場合も配置に該当しうる点については、

人工礁をめぐる一連の議論からも伺えるように、条約体制下で意見の一致が認められる。

つまり、物の本来的な用途に沿った行為であるか否かという点自体は、配置除外規定の射

程を画する基準であるとは考えにくい。 

 また、ここでいう配置が、処分目的であれば投棄に該当するような行為を意味する点に
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ついても、管見の限り、見解の対立はほとんど見られない。例えば、陸上施設から直接海

に物を投入する行為は、そもそも処分を目的としていても投棄に該当しない。配置除外規

定がそうした行為（例えば陸上施設から直接調査機器を投入する行為）をも射程に含めて

いるとの解釈は、慎重に行為類型を制限している投棄の定義規定と整合的に理解しがたい。

実際、肥沃化活動等に関する 2013年改正も、海洋地球工学活動のための物の配置を禁止し

ているが、そこでは船舶等からの物の投入・設置に限定されており、その点で投棄の定義

に合わせた規定ぶりとなっている（6条の２、1 項）。 

 その一方、学説や締約国間で意見の不一致が見られた論点が少なくとも 2点あった。第

1 に、投入される物の回収の意図を伴うこと、或いは伴わないことが配置であるために要

求されるのかという点、そして第 2 に、「単なる処分以外の目的」に制限はあるのかという

点である。以下順に検討していきたい。 

 

①－１ 「配置」と回収の意図 

 第１の論点は、配置除外規定でいう「配置」の文言の解釈に関わる。ロンドン条約も 96

年議定書もこの語を定義していないが、当該物の将来的な回収の意図との関係をめぐって

議論がみられる。これは、従来より物の意図的な「処分」を定義の中核としてきた投棄概

念との関係にも関わる問題である。 

 初期の学説においては、回収を予定する海への投入行為はそもそも処分ではなく、投棄

にあたらないとの理解を前提に、回収を意図しない一定の行為を投棄規制から除外するこ

とこそが配置除外規定の趣旨だとする理解も見られた。Leitzell は、環境監視等の目的で

様々な道具・装置等が海底に設置され、それらが回収を予定しない可能性を指摘したうえ

で、この種の処分も規制の対象外であることを明確にすることが配置除外規定の趣旨だと

指摘する
27
。つまり、回収の意図がない行為のみがここでの配置に該当するとの理解であ

る。 

 しかしその後の多数説は、回収の意図を伴う行為を、むしろ配置除外規定の対象とする

ことに肯定的である。例えば Purdy は、CCS との関係で、当該隔離の根拠となる規定の１

つとして配置除外規定を取り上げ、その射程が不明確であることを認めつつも、当該規定

の適用の要件として一時的な保管であるか否かという点を指摘する
28
。Purdy のこの指摘は

簡潔なもので、また確定的な評価とも言い難いが、将来的な回収が意図されているか否か

が、処分（つまりは投棄）と配置を区別する基準だとの考え方が示唆されている。ただし

ここで Purdy は、気候変動の緩和を目的とする CCS に検討を限定しているため、科学調査

といった他の目的のためであっても、回収の意図が常に要求されると考えているかは定か
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ではない
29
。 

 これに対して Carr は、やはり CCS との関連で、配置は一時的な処分を含意するため、

おそらく海底下の貯留は配置にあたらないとする一方、石油の回収増進を目的とした二酸

化炭素の貯留は、油の生産という処分以外の目的で実施されており、投棄から除外される

としている
30
。やや一貫した理解が難しいが、処分の一時的性格は、単なる処分以外の目

的のための行為といえるかどうかの評価に関わるとの理解であろう（つまり、一時的な廃

棄物等の保管は「単なる処分以外の目的」のための行為と評価される）
31
。その前提には、

投棄か配置かの区別は、専らその行為の目的（単なる処分か否か）により判断されるとの

理解があると考えられる。 

 締約国の見解も必ずしも一致をみていなかった。例えば『CCS に関する 2005年質問状』

に対する関係国の回答をみると、回収の意図がある場合でも投棄に該当するかとの問いに

対する見解は分かれたものの、いずれの立場でも、回収の意図の有無を配置の必須の条件

として明示する意見はみられなかった。だが、その後 2008年に実施された海洋肥沃化活動

に関する関係国の回答においては、配置は回収の要素を含むとの見解がみられたとの指摘

がある
32
。 

 さてこの論点に関しては、2008年と 2010年の締約国会合の決議や 2013年の議定書改正

により、海洋肥沃化活動に伴う硫黄鉄等の散布が配置と性格付けられたことから、少なく

とも、回収の意図を伴わない行為であっても配置に該当しうるとの理解が、条約体制下で

も支持されつつあることを確認できる。つまり、回収を意図する場合のみ配置にあたると

の解釈は、肥沃化活動をその例外と見るべき特段の事情がない限り（そしてそのような事

情を見出すことは困難である）、2013 年改正と両立しない。 

 それでは一連の決議や 2013年改正は、前述の Leitzellの見解のように、配置とは回収を

意図しない行為のみを含むとの解釈を支持するのか。この点については、2013年改正で新

設された条文や関連する評価枠組において、当該行為が許容される条件として回収の意図

の有無に全く言及がないことからしても、同規定の対象が回収を予定しない行為のみに限

定されているとまでは考えにくい。海洋肥沃化活動についてだけであれば、回収を予定し

ていないことが暗黙の前提とされていると言えるのかもしれないが、同改正ではより広く

海洋地球工学活動を潜在的な射程に入れている。また、そもそも前述した CCS や肥沃化活

動に関連する締約国の回答においても、回収の意図がない場合のみ配置に該当するとの理

解を示した国はなかった
33
。 

 Leitzellのような理解に立てば、処分以外を目的とするが回収を予定している場合（例：

後で回収する調査機器の設置等）は、定義上そもそも投棄に該当せず、投棄規制の対象と
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ならないのは配置と同様である。だが、配置除外規定に基づいて除外される場合とは異な

り、条約目的との整合性は条文上要求されていない。例えば調査機器の設置について、た

しかに海洋環境に永続的に放置される方が一般に環境にリスクがあるといえるかもしれな

いが、回収が意図されるか否かだけでこのように取り扱いを区別する強い理由はない。回

収を意図する場合でも条約目的との整合性が要求されると考えるのであれば、配置除外規

定の射程は回収を意図する場合にも及びうると解するのが妥当であろう。 

 なお、回収の意図を伴う物の投入・設置も「処分」や「投棄」に含まれうるのかという

論点については、CCS の扱いに関連して締約国間でも意見が分かれたことは前述の通りで

ある。またロンドン条約の投棄の定義規定に関しては、処分に該当しなければ投棄にも該

当しないと単純に解することができたが、96年議定書では海底下への物の「貯蔵(storage)」

も投棄の定義に含まれている（1 条 4.1.3）。だがこの貯蔵が回収の意図を要素とするかと

いう点についても、明確な理解の一致は見られなかった
34
。この点につき、その後の 96年

議定書の 2006 年附属書改正では、附属書自体には明示されていないものの、例えば 2012

年に採択された『海底への処分のための二酸化炭素の評価に関する特別ガイドライン』を

見ると、その目的は二酸化炭素の「永続的な（permanent）」な隔離であると繰り返し指摘

している
35
。つまり、2006 年改正が対象としている CCS は、基本的に回収の意図を想定し

ないものと性格づけられている
36
。したがって、少なくとも 2006年改正自体は、投棄は回

収を意図する場合も含むという解釈を明らかにするものとは言い難い。もし投棄は回収を

意図しない場合に限定されると解するならば、前述の Curtis がおそらくは示唆したように、

例えば廃棄物の一時的な保管は、科学調査や石油の増産等と同様に、「単なる処分の目的以

外の目的」のための行為だと解されることとなろう
37
。 

 

①－２ 「配置」の目的に対する制限 

 第 2の論点として、配置により実現される処分以外の目的に制限があるのか、という問

題がある。配置除外規定に基づいて投棄規制の対象外となるためには、当該行為が何らか

の便益をもたらすものではなければならない、という点については学説上も締約国間でも

ほぼコンセンサスがある。そして、二酸化炭素の海底への注入についても、例えばそれが

科学調査や石油・ガスの生産増進を目的とする場合には、配置除外規定の対象となりうる

ことに争いは少なかった
38
。 

 しかし、気候変動並びに海洋酸性化の緩和を目的とする CCS が配置に該当するかどうか

については、当該活動の目的との関わりでも見解に対立が見られた。学説では、例えば Carr

のように肯定的な見解もみられるが
39
、そうした見解は特にその理由付けを明らかにして
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いない。これに対して例えば Scott は、船舶を沈没させて構築する人工礁の場合と比較し

つつ、隔離される二酸化炭素については人為的な機能変化が認められない点を強調し、否

定的に解した
40
。つまりそうした二酸化炭素の隔離は、結局のところ廃棄物の処分と区別

し難いとの批判である。 

 またこの点については、締約国の理解も一致を見ていなかった。例えば前述した 2005

年の関係国の回答を見ても、肯定的な見解と否定的な見解に分かれた。その多くは理由を

明確にしていないが、否定論に立つ国の中には、上述の Scott とほぼ同趣旨の理由を挙げ

るものがみられた。すなわちドイツによれば、回収される二酸化炭素は生産プロセスから

生じた価値のない廃棄物にすぎず、まさしくそうした廃棄物の悪影響を防止するのが処分

の目的であるとして、気候変動の緩和という目的は「処分以外の目的」にはあたらないと

した
41
。また同じく回答を提出した環境 NGO のグリーンピース・インターナショナルも、

もしこのような理由で投棄規制の対象外としてしまうと、廃棄物の投棄規制が大きく損な

われると主張した
42
。総じて廃棄物の海洋への投入という行為については、陸上での環境

や人間への悪影響の緩和を意図すると主張することが可能だからである。 

 このように、おそらくは文言上特に制限がないことを前提に、気候変動や海洋酸性化の

緩和の目的も「単なる処分の目的以外の目的」に該当するとの主張がみられたのに対して、

CCS は実質的に廃棄物の処分と変わらない、或いは、そのような主張は投棄規制を無意味

化しうるといった理由で、否定論が対立するという構図がみられたのである。 

 これに対して、96年議定書の一連の改正により、CCS は配置ではなく投棄として規制さ

れたのに対し、肥沃化活動については配置に関する規則の新設で対応がなされた。これら

の扱いは、「単なる処分の目的以外の目的」の射程にいかなる含意を有するのだろうか。 

まず第 1に、少なくとも正当な科学調査を目的とする肥沃化のための行為が配置と性格付

けられたことから、それが「単なる処分の目的以外の目的」に該当することが明確にされ

た。前述の通り、科学調査がそうした目的に含まれることについては条約体制下でも従来

争いは少なかった。ただし、肥沃化活動に関する 2010年採択の評価枠組によれば、正当な

科学調査と評価されるためには、当該活動が少なくとも一定の科学的な特性を備えること

が求められる
43
。 

 第 2に、正当な科学調査以外を目的とする肥沃化活動についても、そうした目的が「単

なる処分の目的以外の目的」に当たらないと判断されているわけではない。たしかに 2008

年の決議 LC-LP.1 は、正当な科学調査以外の目的の肥沃化活動は許容されるべきではない

としたが、こうした判断は、緩和策としての効果と海洋環境のリスクに関する現状の不確

実性に鑑み、さしあたりそうした肥沃化活動は条約／議定書の目的に反するとの締約国会
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議の評価に基づくものであって、そうした活動の目的が配置除外規定が定める処分以外の

目的に該当しないことを理由とするものではなかった
44
。また 2013 年改正で新設された 6

条の 2は、附属書４に掲載された海洋気候工学活動のための物の配置を原則許可してはな

らないと定めるが、同附属書では特に限定なく海洋肥沃化活動を掲載しており、正当な科

学調査以外の肥沃化活動も含めて一律に配置に関する規則の適用対象となっている。 

 第 3 に、配置ではなく投棄として CCS を規制する 2006 年改正も、気候変動や海洋酸性

化の緩和という目的が「単なる処分の目的以外の目的」に該当しうることを否定している

わけではない。前述のように、その後肥沃化活動が配置として性格付けられたことを考え

ると、回収の予定がないこと自体が CCS が投棄と扱われた理由だとは考えにくい。むしろ、

すぐ上で見たような否定論が説得的に指摘していたように、気候変動等の緩和を目的とす

る二酸化炭素の注入は廃棄物の処分との区別が困難であり、またそれを配置として認める

ことがより広く投棄規制を無意味化しうることが問題とされたというべきであろう。そし

て注意すべきは、これらの否定論は気候変動等の緩和という理由自体を不適切だとしてい

るわけではない点である。その理由をより一般化して言えば、海に投入・設置される物自

体の環境負荷等の悪影響を緩和するという目的を認めれば、投棄規制はいくらでも回避で

きることになってしまうためであって、例えば配置される物質が硫黄鉄であれば、気候変

動等の緩和という目的を否定する理由はないのである。 

 以上のように、CCS と海洋肥沃化活動に対する一連の規制においては、配置される物自

体の悪影響を緩和するという目的は本来的に認めがたいが、それ以外の目的については特

に制限が明らかにされたわけではなく、気候変動や海洋酸性化の緩和という目的自体も否

定されたとはいえない。また少なくとも科学調査（より厳密には「正当な科学調査」）が、

「単なる処分の目的以外の目的」として認められうることが改めて確認されたといえる。 

 

② 条約／議定書の目的との整合性 

②―1 条約・議定書の目的 

 次に「条約／議定書の目的と反してはならない」との但し書についてであるが、ロンド

ン条約・96年議定書は、例えば海洋法条約とは異なり、それぞれ第 1 条、第 2条において

条約の目的規定を置いている。まずロンドン条約 1条は、「締約国は、海洋環境を汚染する

すべての原因を効果的に規制することを単独で及び共同して促進するものとし、また、特

に、人の健康に危険をもたらし、生物資源および海洋生物に害を与え、海洋の快適性を損

ない、又は他の適法な海洋の利用を妨げるおそれがある廃棄物その他の物の投棄による海

洋汚染を防止するために実行可能なあらゆる措置をとることを誓約する」と定める。同様
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に 96年議定書第 2条は、「締約国は、単独で又は共同して汚染のすべての発生源から海洋

環境を保護し、及び保全し、並びに自国の科学的、技術的及び経済的な能力に応じて、廃

棄物その他の投棄又は海洋における焼却により生ずる汚染を防止し、提言し、及び実行可

能な場合には除去するための効果的な措置をとるものとし、適当な場合には、この点に関

して締約国間の政策を調和させる。」としている。いずれにおいても、投棄（並びに焼却）

による海洋汚染のみならず、「汚染のすべての発生源から」海洋環境を保護することを謳っ

ており、広く海洋汚染の防止を目的の射程に入れている。 

 学説ではこうした規定をふまえ、配置除外規定の但し書では、汚染からの海洋環境の保

護という目的と当該配置との整合性が問われるとの理解が支配的である。例えば Rayfuse

は、ロンドン条約と 96年議定書（さらには海洋法条約）の目的は、人の健康に対する危険、

生物資源および海洋生物に対する害、快適性の滅殺あるいは海の他の正当な利用に対する

障害のおそれのある汚染の防止等にあると指摘し、海洋肥沃化活動がそうした悪影響をも

たらすおそれがあるかどうかを基準に、条約／議定書の目的との整合性を判断している
45
。

また、例えば前述の『CCS に関する 2005 年質問状』に対する締約国の回答を見ても、そ

の詳細には差異はあるものの、海洋汚染防止という目的との両立を意味するとの基本理解

は広く支持されていた
46
。 

  

②―2 整合性の評価 

 こうした条約／議定書の目的と配置との整合性については、肥沃化活動に関する一連の

規制では、個別の活動についてケースバイケースで締約国が評価することとされている。

この点は前に述べたように、配置に関する政策上の手引きの基本要素として以前より締約

国会合で合意されており、2013年改正は、その対象活動は限定されているものの、当該要

素を確認し、初めて法的拘束力のある形で条文化したものだといえる。 

 そうした整合性を判断するためのアプローチとして、条約上正当と考えられる一定の活

動類型を明らかにし、問題となっている活動がそれに該当するか否かで専ら判断する、と

の考え方が指摘されることがある。例えば、CCS に関連して、海洋環境の保護に資する一

定の活動類型であれば条約の目的と整合的であるという意見や
47
、科学調査という活動の

目的は条約目的との整合性の評価において意味を持つとする意見が締約国から指摘された

48
。また序論でも言及したように、厳密には海洋法条約の配置除外規定の適用に関する事

案だが、シンガポール埋立て事件においてシンガポール側は、人工島に関する規定の存在

を根拠に埋立ては海洋法条約上許容された活動類型であるとし、条約目的と反しないと主

張した。ロンドン条約体制下での海洋肥沃化活動の規制は、こうしたアプローチを採用し
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ているといえるだろうか。 

 この点は、肥沃化活動に関する評価枠組において、条約目的との整合性がどのように判

断されるべきなのかという問題と関わっている。前述のように、2010 年評価枠組は、当該

活動が一定の科学的な特性を備えているかを判断するための「初期評価」と、環境への影

響の最小限化を確保するための「環境評価」から構成されており、2013年の議定書改正に

おいても、現段階ではこの枠組で評価することが求められている。「初期評価」はいわば第

1段階の評価であり、そこで列挙された規準を満たしている活動のみが、次の「環境評価」

に進むことができる。同評価枠組を採択した決議 LC-LP.2 のパラグラフ 3 によれば、「締約

国は、計画された海洋肥沃化活動が、ロンドン議定書或いはロンドン条約の目的に反しな

い正当な科学調査を構成するかどうかを最大限慎重に決定するために、本評価枠組を利用

すべきである」とされる。そして同評価枠組のパラグラフ 4.1は、「・・本評価枠組のすべ

ての前述の諸段階が満足のいく形で完了し、環境へのかく乱や害の実行可能な限りでの最

小限化と、科学的便益の最大化を確保するための条件が設定されてからのみ、計画された

活動が正当な科学調査であり、またロンドン条約と議定書の目的に反しないとの判断がな

されるべきである」としている
49
。 

 したがって 2010 年評価枠組においては、「初期評価」のみならず「環境評価」を経由し

てはじめて、条約目的に反さないとの判断がなされることとなっている。学説上も、第 1

段階の「初期評価」により計画された活動がまず「正当な科学調査」にあたるかが判断さ

れ、第 2段階の「環境評価」により、条約／議定書の目的に反するような海洋環境への損

害・リスクをもたらすか否かがさらに判断されるとの理解が多数である
50
。たしかに、決

議 LC-LP.１で明らかにされたように、現状では正当な科学調査以外の肥沃化活動は条約／

議定書の目的に反するとみなすべきだとされているため、第 1段階の「初期評価」によっ

ても条約目的に反するとの評価はなされうる。だがここで重要なのは、科学調査（「正当な

科学調査」）という一定の活動類型への該当性のみをもって、条約目的との整合性を判断す

るというアプローチが採用されているとは言い難いという点である。そうした活動の環境

への悪影響についてもケースバイケースで評価することが求められており、その結果、条

約／議定書の目的に反さない「正当な科学調査」と、それらに反する「正当な科学調査」

が一応ありうる
51
。科学調査に限らず、一般に海の正当な利用とされる活動であっても、

その規模や態様、場所等の条件により、海洋環境へのリスクが大きく変わりうることに鑑

みれば、こちらの方が妥当なアプローチであると考えられる。 

 なおこの「環境評価」に基づくプロセスにおいては、第 1 に当該活動の便益との一定の

衡量の余地が認められる
52
。例えば、上で引用した肥沃化活動に関する評価枠組のパラグ
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ラフ 4.1 は、個別の計画において、環境リスクの最小限化と、科学的な便益の最大化が可

能な限り確保されるべきことを明文化している。また、正当な科学調査に該当しない肥沃

化活動は条約／議定書の目的に反するという締約国の現段階での判断においても、懸念さ

れる海洋環境へのリスクとともに、肥沃化活動のもたらしうる便益（気候変動の緩和、さ

らにそれによる海洋環境への悪影響の緩和）が相当に不確実である点が考慮されていると

考えられる
53
。 

 また第 2に、予防的アプローチに基づいて、海洋環境へのリスクに関する科学的不確実

性をふまえた慎重な判断が要求されている。例えば事前の影響評価の結論には関連する科

学的不確実性の記述が含まれるものとされ（パラ 3.5.13）、環境リスクや不確実性が高いこ

とが判明した場合には許可の判断を控えるべきだとされている（パラ 4.3）。また、活動の

実施後の監視で得られた情報は将来の判断の改善に利用されるものとしており、結果の

フィードバックが想定されている（パラ 5.2）。 

 こうした評価枠組の細則は別としても、当該活動の便益との衡量や、科学的不確実性の

考慮といった基本的な判断枠組自体は、今日予防的アプローチを採用して厳格な投棄規制

を進めるロンドン条約体制下において、多様な目的で様々に実施されうる配置と条約目的

との整合性を判断するためにも適切だといえるだろう
54
。 

 

②  条約／議定書の目的に反する「配置」 

 最後に、条約／議定書の目的に反する配置は投棄に該当するのかという論点を検討する。

条文を読む限りでは、該当すると考えるのが自然に思われる。例えば Wilson も、96 年議

定書の 1 条 4.1.4（配置除外規定）の条文について、「単なる処分以外の目的のための少な

くとも一部の配置活動が投棄と評価されうることを示している。そうでないとすれば、こ

の規定は、そうした配置が議定書の目的に反しているかどうかに関わらず、単なる処分以

外の目的のための物の配置は投棄に含まれないと述べているだけになってしまう」と指摘

している
55
。しかし Verlaan によれば、従来条約体制下ではこの点長らく争いがあったとさ

れる
56
。 

 そもそも、条約目的に反する配置が投棄に含まれるかどうかという問題も、投棄規制を

中心に発展してきたロンドン条約体制の規律の射程に関わる問題である。配置除外規定の

基本的な趣旨は、ロンドン条約体制の規制対象から、単なる処分以外の目的のための配置

を除外することにあるといえるが、続けて条約／議定書の目的との整合性の条件を定めて

いる以上、そうした配置にも緩やかには条約上の規制の射程が及んでいると言わざるをえ

ない。だが、処分以外の目的で実施される配置が、投棄について発展している具体的かつ
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厳格な国際規制の対象となることについては、強い異議が繰り返し表明されてきている。 

 例えば英国は、かつて配置に関する手引きの策定が検討された際に、そうした手引きは

締約国が条約／議定書の目的との整合性を判断する際に有用であるとしながらも、投棄と

同様の詳細な指針を策定したり、許可等の要求を扱うことは、条約や議定書の規制の射程

をふまえると不適切だとの意見を表明している
57
。また米国は、2006 年に自身の退役空母

を人工礁としてメキシコ湾に沈没させた事案について、この行為は配置にあたり、それが

条約目的に反するかどうかはケース毎に各締約国が決定すべきだとの見解を強調する一方

で、条約目的との整合性の要求が投棄に対する実体的義務と同等の義務を課すとの意見に

は同意できないと主張している
58
。日本も、2008 年の人工礁の配置に関するガイドライン

の採択に際して、人工礁の配置が条約／議定書の目的に反するような投棄の抗弁とされる

べきではないとしつつも、配置はロンドン条約や議定書のマンデートの射程外であること

を強調し、ガイドラインの非拘束性を改めて指摘している
59
。 

 だがこれらの国も、配置が条約目的に反する場合に投棄として規律されうる点までは、

必ずしも否定していなかったといえる
60
。そして、その後の肥沃化活動に関する一連の決

議や議定書改正により、条約／議定書の目的に反する場合には投棄に該当するという解釈

が明確にされてきている。例えば、決議 LC-LP.2 は、「ロンドン条約 3 条 1項(a)と議定書 1

条 4.1（筆者注：いずれも「投棄」の定義規定）の射程内にあり、「投棄」から別の形で除

外されていない活動に関しては、単なる処分の目的以外の目的のための物の配置で、ロン

ドン条約や議定書の目的に反するものは、ロンドン条約 3条 1 項(b)(ⅱ)や議定書 1条 4.2.2.

（筆者注：いずれも配置除外規定）の除外には当てはまらず、「投棄」とみなされるべきで

あることを確認」するとしており（パラグラフ 6）、特に肥沃化活動の文脈に限定するよう

な文言を伴うことなく、条約／議定書の目的に反する配置は一般に投棄とみなすべきとの

解釈を明示している。 

 また 2013年の議定書改正も、その 6 条の 2において、附属書 4に掲載された海洋地球工

学活動のための物の配置を原則として禁止するが、その 3 項では、同附属書に掲載する活

動には投棄を規律する 4 条の適用はないとわざわざ定めている。この 3 項も、条約目的に

反する配置が投棄に当たることを前提に、規律の重複を避ける趣旨だと考える方が自然で

ある。なぜなら、当該附属書 4のパラグラフ 2自体で、正当な科学調査以外のすべての海

洋肥沃化活動を禁止しており、そうした活動に投棄の規則の適用が重なることを回避する

必要があったからこそ、3 項の規定を置いたと考えられるからである。このように、少な

くとも一連の肥沃化活動に関する規制においては、条約目的に反する配置は投棄とみなさ

れるとの解釈を一貫して確認することができる。 
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 こうした法の明確化の動きの背景において、ロンドン条約体制に対する国際社会の期待

の変化がみられることにも留意が必要である。1970年代のロンドン条約締結による海洋投

棄の国際規制の制度化は、目的規定においては全ての汚染源からの海洋の保護を謳ってい

るものの、投棄に該当する行為の慎重な限定を伴って成立している。例えば、前にも指摘

したように、陸上施設から直接海に物を投入する行為は、陸上起因海洋汚染という投棄と

は別の汚染問題として区別され、投棄の定義からは除外されている。そして配置除外規定

も、こうした規制対象の限定という文脈で条文化された点は疑いない。規制対象の限定と

いう観点からすれば、前述の Leitzell のような理解、すなわち、回収を予定する場合はそ

もそも投棄ではなく、回収を予定しない場合にも投棄から除外することを意図したのが配

置除外規定である、といった解釈もさほど問題視されないのかもしれない。そうした理解

に立てば、但し書にある条約目的との整合性の要求は法的な意味に乏しいと解されうる
61
。 

 しかしその後、使用済の船舶等の人工礁としての利用や、CCS や海洋肥沃化といった新

たな活動をいかに国際的に規律するかという課題の中で、ロンドン条約体制にはいわば既

存の規制のギャップを埋めることへの期待が寄せられるようになっている。そして実際に

そのような対応として、人工礁については法的拘束力のないガイドラインの生成にとど

まったものの、CCS や海洋肥沃化活動については附属書或いは議定書の改正にまで至って

いる。しかも 2013年の議定書改正は、広く海洋地球工学活動を将来的に規制していくこと

まで想定している。かかる発展傾向の中で、条約目的との整合性の要請を回収の意図がな

い場合に限定するような解釈や、そうした整合性の要請を実質的に無意味とするような解

釈は、説得力に乏しくなってきているものと考えられる。 

 もっとも、ロンドン条約体制によるこうしたギャップの補充は、前述のような否定的な

見解もふまえ、非常に慎重に進められてきていることにも併せて注意が必要である。この

点は、特に海洋肥沃化活動に関する一連の決議や議定書改正において顕著である。第 1 に、

議定書の改正は既存の規則や規制の構造に十分配慮しつつ進められてきた。例えば、正当

な科学調査を目的とする肥沃化活動を投棄に関する既存のリバースリスト（附属書１）に

追加する案も検討されたが、活動の目的に依拠した投棄概念の導入は先例を欠き、投棄と

配置の区別に混乱をもたらすことが懸念され
62
、結局採用されなかった。また第 2 に、2013

年改正で新設された配置に対する規制は、その射程がかなり限定されている。すなわち、

ⅰ）具体的な規制対象活動を掲載する附属書 4 には現在海洋肥沃化活動のみが掲載されて

おり、ⅱ）またその海洋肥沃化活動には、伝統的な養殖や人工礁の構築が含まれないこと

が明文化されている（附属書 4 のパラグラフ 1.3）
63
。つまり現状では、そのようにかなり

限定された活動のみが、2013 年改正の下での具体的な配置規制の適用対象とされている。 
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 このように、慎重に進められつつある海洋肥沃化活動の規制であるが、依然として 2013

年改正は未発効であり、こうした配置に対する限定的な規制すら実際に効力を発生させる

かどうかはまだ見通しが立たない(2017 年 1 月 1 日段階で改正を受諾している国は英国の

みである)
64
。だが、条約／議定書の目的に反する配置が投棄とみなされるという解釈自体

は一連のコンセンサスに基づく決議により確認されており、また改正にあたっての上述の

ような注意深さも、そうした解釈自体の否定までには至っていない。 

 

結語 

 このように、CCS と海洋肥沃化活動をめぐる一連の決議・改正からは、配置除外規定の

解釈についての締約国の一定の合意或いは共通理解を見出すことが可能ではないかと考え

られる。以上の検討をふまえ、序論でも言及した、海洋の埋め立てによる土地の造成を目

的とする船舶等からの海への土砂等の投入に関して、ロンドン条約並びに 96年議定書上、

配置除外規定を援用できるかという点に考察を加えることで、本稿のまとめに代えたい。 

 第 1に、埋め立てのための土砂等の投入は通常その回収を予定しないが、そのこと自体

は配置除外規定の適用を妨げないと考えられる。第 2に、埋め立てという配置の目的につ

いても、本稿の検討からは特に否定される理由を見出すことはできない。第 3に、条約／

議定書の目的との整合性については、それらの目的規定等にあるように、基本的には汚染

からの海洋環境の保護という目的に反するかどうかが問われる。第 4 に、そうした整合性

の評価にあたっては、シンガポール埋め立て事件でシンガポールが主張したような、一定

の正当な目的をもった活動類型に当たるか否かのみで判断するというアプローチが妥当か

は疑問であり、活動の便益や科学的不確実性も考慮しつつ、海洋環境への影響が個別に評

価されるべきとの解釈がむしろ定着しつつある。そして第 5 に、条約／議定書の目的に反

すると評価される場合は、投棄に関する規則の適用により規律されうる
65
。 

 なお本論からも明らかなように、2013年改正が発効したとしても、埋め立てを目的とす

る土砂の投入はその規制の射程外である。同改正によれば、海洋肥沃化活動については、

処分以外の目的のための配置であるにも関わらず、許可制の導入と、条約／議定書の目的

との整合性を評価するためのより具体的な評価枠組の利用が義務づけられ、それらの目的

に反すると評価される場合は許可を与えることができない。これに対して、埋め立てを目

的とする配置の場合には、特にそのような規則はないため、許可制の下におくことも義務

づけられておらず、整合性の評価についても、前段落で述べたこと以上の点（例えば科学

的不確実性をどのように考慮するのかといった点）に関しては締約国に広く裁量が認めら

れている
66
。また、条約／議定書の目的に反すると一応評価されたとしても、少なくとも
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浚渫した土砂については、議定書のリバースリスト掲載のカテゴリーに該当しており（附

属書１の 1.1「しゅんせつ物」に該当）、投棄の規則が適用されることで、最終的にそうし

た行為が常に許可されないとまでいえるかは必ずしも定かではない
67
。 

 南沙諸島で人工島構築を進めてきた中国も、96年議定書の締約国である（フィリピンも

同様である）。フィリピンとの国際裁判では、配置か否かという論点は特に扱われなかった

が、特に同議定書との関係では、配置除外規定の適用も問題となりうる事案であったよう

に思われる
68
。また、埋め立てのように従来から広く実施されている活動に限らず、今後

海洋環境へのリスクを危惧すべき投棄類似の新たな活動が問題となれば、ロンドン条約体

制の下でより積極的な規制の可能性が注意深く議論されることになろう。こうした文脈に

おいて今日配置除外規定の意味も問い直されているのであり、さらに今後の実行にも注目

していく必要がある。 
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第９章 チャゴス諸島海洋保護区に関する国連海洋法条約付属書

VII に基づく仲裁判断 

（モーリシャス vs.イギリス、2015年 3 月 15 日）
1
 

 

西元 宏治 

 

はじめに 

2015 年 3 月 15 日、インド洋の島嶼国家であるモーリシャスとイギリスの間で争われた

チャゴス諸島海洋保護区に関する国連海洋法条約付属書 VII に基づく仲裁裁判の判断が公

表された。 

本件は、同時期に訴訟が進行した南沙諸島をめぐる仲裁裁判と比較して国内ではあまり

関心を集めていないが、両者は、ともに長年にわたる領有権紛争を背景に、一定の海域に

対する沿岸国の措置と国連海洋法条約との整合性を問うことを訴訟の主題としている点で

類似性を有している。また両者はともに、一方の当事国が義務的管轄権の存在を利用して、

紛争の中核部分について拘束的な判断を求め、紛争の解決を図ることよりも、義務的管轄

権に基づく国際裁判の利用を通じて、自国に有利な国際世論やより有利な交渉環境の形成

を目的とする、いわゆる「現代型訴訟」を志向する裁判の利用にも見受けられる2。さらに

イギリスが当該海域に海洋保護区（MPA: Maritime Protected Area）を設定した背景には、

チャゴス諸島の一部であるディエゴ・ガルシア島の軍事基地としてのアメリカへの租借や

先住民であるチャゴス人の帰還運動などが存在することが指摘されており、チャゴス諸島

をめぐる紛争は、モーリシャスとイギリスとの国家間の領有権紛争にも還元できない、単

一の基準やフォーラムでは解決が困難な「複合紛争」の様相を呈している。 

既に本件については、その管轄権の行使の在り方に焦点を当てた論考がいくつか発表さ

れているが3、本稿では本案判断を中心に、本件紛争の背景、当事国の主張、そして仲裁裁

判の内容及び仲裁判断後の当事国の行動を概観し、現代の国際関係における国際裁判の利

用の在り方を考える上での一助としたい。 

 

１．本件訴訟の背景・経緯（paras. 54-157） 

（１）背景 

15 世紀にポルトガル人によって発見され、19 世紀以降イギリスの植民地であったモー

リシャスは、1968年に独立を果たした。独立に先立ち、イギリスはモーリシャスとの協議

の結果、1965 年にその一部であったチャゴス諸島を分離し、イギリス領インド洋地域
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（BIOT: The British Indian Ocean Territory）として統治下にとどめるとともに、1966年には

同諸島に含まれるディエゴ・ガルシア島をインド洋に戦略的な拠点を求めるアメリカに対

して 50 年を期限として租借した。その後、1980 年代以降、イギリスとモーリシャスとの

間では、チャゴス諸島に対する領有権をめぐって対立が顕在化していった。またイギリス

本国でも、アメリカへの租借に際して同諸島を追われた旧島民であるチャゴス人による帰

還権を巡る訴訟が数度にわたり提起され、政府は対応を迫られていた4。 

（２）経緯 

こうした中、2009年 2月に英インデペンデント紙によってイギリス政府がチャゴス諸島

周辺海域に巨大な海洋公園の設置を検討していることが報道された。報道を受け、モーリ

シャス外務省は、改めてチャゴス諸島に対するモーリシャスの主権を主張するとともに、

海洋公園がどのようなものであれ、その設立には、全ての関係当事者による国際法の尊重

とモーリシャスの同意が必要であるとの立場を表明した。これに対してイギリス外務省は、

BIOT はイギリスの主権の下にあることに疑いはないとした上で、海洋保護区の設置につ

いてモーリシャスとの二国間の協議に応じる姿勢を見せ、2009 年 11 月にはイギリスの外

務大臣からモーリシャス首相に対し、イギリスは、モーリシャスの意向を重視しており、

モーリシャスとの協議なく、いかなる最終決定は行う意思がないことが伝えられた。 

しかし、その後、MPA 設置について両国の見解の相違は解消されることがないまま、イ

ギリスは 2010 年 3月に MPA の設立を実施し、MPA 内を全面的に禁漁とする措置を導入し

た。また同年 12月には、WikiLeaksを通じて、イギリスとアメリカとの外交文書が漏洩し、

その内容は当該 MPA の設置の意図が旧島民の帰還の阻止にあることを示唆するもので

あった5。 

こうした事態を受け、モーリシャスは、2010年 12月にイギリスによる MPA と国連海洋

法条約及び関連する国際法との整合性を問うべく、国連海洋法条約第 XV 部の義務的紛争

解決制度の手続の開始を申し立てた。申し立てに基づき、2011年 3月には 5名の仲裁裁判

官が選出され6、常設仲裁裁判所（PCA: Permanent Court of Arbitration）を事務局として審理

が開始され、2015年 3月に管轄権及び本案について以下の判断が下された。 

 

２．仲裁裁判の概要 

（１）当事国の主張7 

モーリシャス 

本件紛争を国連海洋法条約上の「沿岸国」の権限に関わるものであるとして、当該 MPA

の設置に関するイギリスの権限の否認と沿岸国としてのモーリシャスの地位の確認を求め
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るとともに、イギリスによる MPA の設定が 1965 年にモーリシャスとイギリスの間で作成

されたチャゴス諸島の分離に関する「約束（the Undertakings）」及び国連海洋法条約の諸規

定に違反するものであるとして、以下の諸点について判断することを求めた8。 

 

第 1 申立：イギリスは、国連海洋法条約第 2 条、第 55 条、第 56 条、及び第 76 条におけ

る「沿岸国」の地位を有しないので、MPA又は、その他の海域を設定する権限

を有さない。 

第 2 申立：イギリスがチャゴス諸島に関してモーリシャスに対しておこなった約束

（commitment）を考慮して、モーリシャスが国連海洋法条約 56条(1)(b)(iii)及び

76 条(8)における沿岸国の地位を有していることから、イギリスは一方的に

MPA又は、その他の海域を設定する権限を有さない。 

第 3申立：イギリスは、大陸棚延伸委員会に対して、同委員会がモーリシャスに対して国

連海洋法条約 76 条の下でチャゴス諸島に関連する勧告を妨げる、いかなる措

置もとるべきではない。 

第 4申立：イギリスが企図する MPA は、国連海洋法条約第 2 条、55条、56条、63 条、64

条、194条及び 300条、及び 1995年国連公海漁業協定 7条における実体上、手

続き上の義務に合致しない。 

 

イギリス 

本件紛争は両国間の長年に亘る領有権紛争に由来するものであり、領有権紛争が国連海

洋法条約第 XV 部の義務的紛争解決制度の管轄権の範囲外にあり、裁判所はモーリシャス

の申し立てを却下すべきあると主張した9。 

また 1965 年にモーリシャスとイギリスの間で作成されたチャゴス諸島の分離に関する

文書は、政治的な約束に過ぎず、イギリスはその内容に拘束されることはなく、イギリス

による MPA 設置は関連する国際法に合致したものである。 

 

（２）裁判所の判断 

ａ．管轄権に関する判断（paras. 160-386） 

管轄権について裁判所は、以下の判断を下した10。 

モーリシャスの第 1申立と第 2申立について裁判所は管轄権を有しない（3 対 2）。 

第 3申立についての紛争は存在しない（全員一致）。 

第 4申立について、288条 1項と 297 条 1項 cに基づき、MPA とイギリスとモーリ
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シャスとの間の約束との関連で国連海洋法条約 2 条 3項と 56条 2項、また国連海洋

法条約 194条及び 300条の整合性を判断する管轄権を有する（全員一致）。 

イギリスによる第 4申立に対する異議申し立てを却下する（全員一致）。 

 

「沿岸国」の地位の確認に関するモーリシャスの第 1・第 2申し立ては、イギリスとモー

リシャスの間に存在するチャゴス諸島をめぐる領有権紛争を本質とするものであり、第

XV 部の管轄権の範囲外のものである。また裁判所は 288条 1項に基づき、必要に応じて、

付随的な事項についても管轄権を行使することはあるが、真の問題や請求の目的が条約の

解釈又は適用に関係しない場合には、紛争と条約が規律する事項との付随的な関係

（incidental connection）を全体として 288条 1項の範囲内の問題とするには不十分である。 

また、イギリスは MPA を 297 条(3)(a)によって管轄権から除外される「排他的経済水域

における生物資源に関する自国の主権的権利」の行使であると主張したが、このような主

張はイギリス自身によるMPAの設立に関する従来の発言や説明とは合致しない。そして、

その詳細については本案で検討するものの、1965 年のイギリスとの約束に基づきモーリ

シャスが主張する権利は、国際法及び国連海洋法条約の諸規定に関連するものであると暫

定的に判断できるので、MPA と 1965 年の約束及び国連海洋法条約との整合性に関する第

4申立については本案を検討する管轄権を有する。 

 

ｂ．本案に関する判断（paras. 387-543） 

裁判所は、モーリシャスの第 4申立てについて、全員一致で以下の判断を下した11。 

・イギリスがチャゴス諸島周辺の可能な限り（as far as practicable）の漁業権を保障し

た約束は、領海に関して法的拘束力を有する。 

・防衛目的での利用が必要なくなった場合には、チャゴス諸島を返還するという約束

は、法的拘束力を有する。 

・チャゴス諸島周辺海域における、あらゆる鉱物資源及び石油の権益をモーリシャス

に保全するという約束は、法的拘束力を有する。 

 

イギリスは、チャゴス諸島周辺への MPA に際して、国連海洋法条約第 2 条 3 項12、56

条 2項13及び 194 条 4項14の義務に違反した。 

 

ｃ．1965 年合意の法的性質（paras. 417-433） 

当該約束に関する当事国の意思について、合意文書に記載されたモーリシャスの諸権利
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は、モーリシャスからチャゴス諸島を分離する見返り（the quid pro quo）として約束され

たものであり、モーリシャス側からの要求に応じで受諾までにイギリスの約束は大幅に増

大し、記録からは分離を巡る条件によってモーリシャスの独立を妨げようとする兆候は見

られなかったこと、さらにこの約束は義務的な表現を用いて作成されていることから、当

該文書が自発的な支援についての意思表明とは思われない。 

国際関係において、国家は政治的な効果のみを意図して、非常に詳細な合意を作成する

場合があるものの、当該合意が拘束的か非拘束的かであるかについては、客観的に決定さ

れなくてはならない。当事国は、締結の際にも、独立の際にも、1965 年合意の地位につい

て明確な意思を有していたとは思われないが、領域の分離やその保証といった当該合意の

主題や内容から客観的に判断すれば当該約束は法的性質を有するものである。 

結果として、当該約束は、当初はイギリス国内法上の合意として、1969年のモーリシャ

ス独立後には国際法上の合意に変容したものと考えられる。仮に 1965 年の段階でのモーリ

シャスの同意に瑕疵があり、約束の有効性や拘束力に疑義が生じたとしても、モーリシャ

ス独立後、イギリスは様々な機会を通じてこの合意を再確認してきた。 

このイギリスによる約束の反復（repetition）とそれに対するモーリシャスの信頼（reliance）

によって、1965年合意の法的性質を確認することができる。約束は全体としても、また防

衛目的の利用が必要なくなった場合にはチャゴス諸島を返還するとしたものや鉱物・石油

資源の利益に関するものなど個別の内容についても繰り返し確認されてきた。特に漁業権

について、イギリスが約束に従い、一貫して数十年にもわたり、チャゴス諸島周辺の漁業

とモーリシャス漁船の取り扱いとを結びつけて行動し、MPA が設定されるまでは、領海及

び EEZ に双方において、長年にわたり無償で漁業免許を付与されてきた。1971 年に制定

された漁業令では、モーリシャス漁船を除いて、チャゴス諸島周辺 12海里以内の漁業は禁

止された。また 1991年に排他的経済水域が設定された際にも、モーリシャスの漁民には、

領海と同じ条件で漁業が認められた。その際、イギリスの高等弁務官の書簡によって、長

年の約束と今後もこの約束を尊重する旨が確認され、この制度は、MPA の導入まで継続さ

れた。 

ｄ．禁反言（paras. 434-448） 

以上のモーリシャスとイギリスの間の当該約束をめぐるやり取りについて、裁判所は禁

反言に言及し、約束に基づく義務の存在を再確認した。 

禁反言は、法の一般原則として、国際法上もその存在が認められ、その意義は、国家は

その相互関係において信義に従って行動するという原則から、他国の表示（representation）

を信頼して行動した国家の正当な期待を保護することにある。 
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過去の国際裁判によって、国際法上の禁反言の要件や構成要素が一定程度明らかにされ

てきた。しかし、国内法における禁反言とは異なり、国際法における禁反言は、事実に関

する表示と将来の約束や宣言に関する表示との区別が明確ではない。過去の判決において

も、国際法では禁反言を生じさせるような表示の形式について明確な定義が存在しないこ

とが指摘されてきた。以上を踏まえ、(a)国家が明確かつ一貫した表示を言葉、行動、ある

いは沈黙によって示した場合、(b)そのような表示が当該事項について権限を有する機関に

よってなされた場合、(c)禁反言を援用する国家がそのような表示によって利益に反する行

為を行うか、損害を被るか、あるいは利益が表示を行なった国家に譲渡された場合、及び

(d)そのような信頼が正当なものである場合には、禁反言の援用が可能である。 

本件ではイギリスが 40 年以上にわたり、首相や外務大臣といった権限を有するものが

表示を続けてきた。さらに、こうしたイギリスによる表示を信頼した結果、モーリシャス

は、各種の協力関係を通じてイギリスに利益を与える一方で、独立直後の脱植民地化の機

運が高い時期に領有権に関するより直接的な主張をする機会を逸した。よって、モーリシャ

スは、1965年の約束について禁反言による保護を受ける立場にあると結論した。  

ｅ．1965 年合意における漁業権の範囲 (paras. 449-455) 

裁判所は、既に漁業権に関するイギリスの約束が法的拘束力を有するものであると認定

したが、当事者間には、その義務の範囲について争いが残されている。 

モーリシャスは、「周旋を行なう」及び「可能な限り」という制限的な表現の範囲内で「最

大限の利益」が得られるべきであると主張したのに対し、イギリスは、1965年における漁

業に関する限られた実績と約束の明示的な文言に基づいて、より狭い解釈を主張した。 

裁判所は、漁業に関する約束の範囲がイギリスの主張するように、約束が行われた当時

の漁業実績によって決定されるとは考えていない。こうした理解は、実際に約束との関係

でとられたイギリスの実行とも合致しない。 

他方で、約束に基づくモーリシャスの権利が「永続的かつ完全なもの」であるとも考え

ない。そのような解釈は約束の表現からも否定される。第三国と比較して、モーリシャス

は、当該水域において特別な地位を与えられてきた。他の国に漁業許可が認められない場

合でも、常に漁業許可を与えられ、規制水域が 200カイリに拡大されたときにも許可は継

続され、常に最優先の取り扱いを受けてきた。こうしたイギリスの行動は、単なる道徳的

な義務というよりは、イギリス自身にモーリシャスの権利を尊重する義務の認識があった

と解すべきであろう。 

モーリシャスの権利とイギリスの義務の範囲は、可能な限り約束の表現に即して解釈さ

れるべきある。また裁判所は、イギリス自身が義務の範囲をどのように考えていたのかも
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指針とする。この文脈で、裁判所は約束がいくつかの制限に服する積極的な義務であると

考える。義務の積極的な側面は、「確保する（ensure）」や「利用可能なものとする（would 

remain available）」に見出すことが出来る。また制限は、「合衆国政府と周旋を行なう（should 

use its good offices with the U. S. Government）」や「可能な限り（as far as practicable）」に見

出される。米国から防衛目的でチャゴス諸島を分離するという全体の目的を考慮すれば、

アメリカとの関係は避けることが出来ない問題ではあるが、イギリスは、モーリシャスの

漁業権を利用可能なものとして確保する義務を負っており、数十年に亘ってこの義務に

従って行動し、領海及び 200海里の水域でモーリシャスの漁業を許可してきた。 

裁判所は、モーリシャスがチャゴス諸島の周辺海域、特に領海において、アメリカによ

る防衛目的の利用やイギリスによる漁業管理に関する裁量の範囲内で、BIOT 当局がモー

リシャス船籍の船舶に発行する許可に従って、漁業を行なう権利を享受すると考える。そ

してイギリスの裁量は、漁業権を利用可能なものとして確保する義務に合致して行使され

なくてはならない。 

ｆ．MPA と国連海洋法条約との整合性(paras. 499-543) 

① 2 条 3 項の解釈(paras. 499-517) 

2 条 3 項の性質自体について、モーリシャスは、同条が領海における主権の行使に際し

て国際法上の要件に従う義務を課するものであると主張したのに対して、イギリスは、同

条は記述的なものに過ぎないとした。 

裁判所は、同条の英文の表現が曖昧であることを認めつつ、他の言語の表現及びウィー

ン条約法条約 33条の規定を考慮し、同条を義務的なものと解するモーリシャスの見解を支

持する。この解釈は、国連海洋法条約の構造全体からみた 2 条 3項の位置づけとも合致す

るものである。2条 3項の語句は、公海に関する 87条 1項と同様のものであり、国連海洋

法条約が設定した各種の水域に関する規定を一覧すれば、領海、国際海峡、排他的経済水

域、大陸棚及び公海には、国家が国連海洋法条約の下での権利の行使に際して、他の国の

権利又は義務や国際法の他の規則に従う、あるいは妥当な考慮を払うことが求められてい

る。これらの条文は同じものではないが、国連海洋法条約以外のものへの反致は、全ての

海域に関して一貫した方法で解釈されなくてはならない。 

裁判所は、交渉の経緯とともに、複数の言語で用いられた条約の用語を、その文脈によ

りかつその趣旨及び目的に照らして検討した結果、2 条 3 項は、締約国に対して、その主

権を「国際法の他の規則」に従って行使する義務を含んだ条項であるという解釈に到達し

た。 

この解釈に到達しても、なお当事国の間には、「国際法の他の規則」の範囲については
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争いが残されている。国際法委員会草案 1条 2項のコメンタリーには、沿岸国の主権の行

使が国際法の規則と合致する形で行われるべきこと、同条における沿岸国の主権の行使に

関する制限が網羅的なものと理解されるべきでないこと、領海における出来事は一般国際

法により規律されることなどが述べられている。これらのコメンタリーの意味することに

ついて、裁判所は、国際法委員会による草案 1 条 2項は、沿岸国は領海における主権の行

使は一般国際法に従って行使される必要があると解していたと考える。草案の基本的な意

図は、1982年の国連海洋法条約の採択まで変更された形跡はないので、2 条 3項における

義務は、沿岸国の主権の行使は一般国際法による制約されると結論する。 

以上、裁判所は両国による 1965 年の約束が国際法の一部であるとは考えないが、一般

国際法はイギリスに対して、約束に関することを含め信義則に従って行動することを求め

ていると考える。 

② 56 条 2 項の解釈 (paras. 518-519) 

2 条 3項とは対照的に、56 条 2項は明らかに沿岸国に対して義務を課しているが、当事

国には、「妥当な考慮」の意味するところ及びそこから導かれる協議や他国の権利を侵害し

ないの義務の範囲に関して争いがあった。 

「妥当な考慮」の通常の意味からすれば、イギリスは状況やその権利の性質に即して、

モーリシャスの権利に対して妥当な考慮を払うことを求められる。この点について、一律

の行動の基準が存在する訳ではない。むしろ、国連海洋法条約が求める考慮の程度は、モー

リシャスの権利の性質、その重要性、予期される侵害、イギリスが計画している活動の性

質と重要性及び他に取り得る手段に依存する。多くの場合、こうした事柄の評価には、必

然的に権利を有している国との協議が含まれる。 

③ 2 条 3 項と 56 条 2 項の適用 (paras. 520-536) 

2 条 3 項は、イギリスがモーリシャスの領海に関する権利に対しては信義則に従うこと

を求めている。また 56条 2項では、イギリスに対して排他的水域におけるモーリシャスの

権利について妥当な考慮を払うことを求めており、裁判所は、モーリシャスの権利は、信

義則及び国連海洋法条約上の問題としてその重要性に即して考慮が払われるべきものであ

ると考える。 

裁判所は、MPA の設定の初期の段階から二国間の協議に至る 2009 年 2 月から 2010 年 4

月までのいくつかの出来事に注意を促したい。 

まず、MPA についてモーリシャスは、イギリスからではなく、2 月 9日付インデペンデ

ント紙の報道によって知らされ、その後の会合でもイギリスの意図や計画の具体的な内容

については知らされることはなかった。2009年 7 月 21日の会合でも、モーリシャス側は、
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MPA の設立に向けた協議の開始と捉え、会合後に公表された共同コミュニュケでも、モー

リシャスが次回の協議までに両国の合同チームによって問題の検討を行う旨、合意したこ

とを記したにも関わらず、イギリス側にそのような意図はなかった。多くの問題が未決着

であり、イギリスが約束した情報提供や多くの共同作業や協議も残されたままだった。 

これに対して、イギリスがアメリカと行った協議は、モーリシャスのものとは極めて対

照的であり、閣僚レベルでの決定が行われた 1 日後には、アメリカ側と協議を行われ、7

月の段階で、想定されうるアメリカ側からの懸念への対応について内部で検討が行われた。

その結果は、2009年 9月には BIOTによって正式の報告書としてまとめられた。裁判所は、

アメリカとの協議に関するイギリスのアプローチは、「妥当な考慮」の典型例であり、モー

リシャスとの間で行われたやり取りに対するひとつの尺度を与えるものであると考える。

記録が示すように、アメリカとは時宜に適う形で協議が行われ、情報提供がなされ、英国

政府内部でも MPA の設立とアメリカの権益のバランスについて検討されていた。 

裁判所は、他方の当事者が満足するまで無制限に協議をする必要があるとは考えないが、

イギリスは、モーリシャスに対して最終決定の前の情報提供や協議の機会が与えられると

の期待を生じさせている。2010 年 3 月の段階でも、モーリシャスに対して、最終決定の前

に何らかの協議の余地が残されていることを示唆する発言を行っていたにも関わらず、わ

ずか数日後に MPA の設立を発表している。一連の出来事からは、交渉や協議に対する意

欲やチャゴス諸島周辺海域における利害のバランスについての責務を見出すことは困難で

ある。 

2010 年の 3 月から 4 月の最終段階の出来事に関して、イギリスは 2010 年 4 月 1 日に急

遽 MPA の設立を宣言したのかについて説得的な説明をしていない。市民協議が 3 月 5 日

は終了し、その結果が報告書として取りまとめられ、3月 30日に閣僚に提出された、わず

か 2 日後には MPA の設立が宣言されている。MPA 設立のタイミングが選挙日程やその後

の政権交代の影響を受けるとしても、裁判所はそのような考慮がイギリスのモーリシャス

に対する義務を軽視することを正当化することは出来ない。 

裁判所は、イギリスの信義則の義務及びランカスターハウスでの約束に基づく権利及び

利益に対して「妥当な考慮」を払うべき義務は、少なくとも協議の義務と権益のバランス

のとれた行使を含むものであると考える。協議に関しては、実際にモーリシャスに提供さ

れた情報や当事者間の意見交換の状況を考慮すれば、イギリスが協議の基本的な目的を果

たしていたかとは考えられない。さらに、イギリスの発言や行動は、モーリシャスに対し

て今後も意見交換やコメントの機会があるという正当な期待を生み出していた。この期待

は、2010年 4 月 1日の裏切られることになる。 
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こうしたイギリスのモーリシャスに対する対応は、同じくチャゴス諸島に利権を有する

アメリカに対して取られたアプローチとは対照的である。裁判で示された記録には、意識

的な権益のバランス、イギリスによる妥協の提示と保証の意欲、想定される活動に関連し

たアメリカの懸念に対する理解が示されている。こうした要素の全てがモーリシャスに対

するアプローチには欠けている。 

結論として裁判所は、イギリスが 2 条 3項と 56 条 2項に違反し、MPA の設立は国連海

洋法条約と両立しないものであると結論する。 

④ 194 条の解釈 (paras. 537-541) 

MPA の設定には 194条 1項と 4項が関係するが、当事国間には、1項が義務を生じさせ

るものなのか、そして 4 項が MPA に何らかの影響を与えるものなのかについて見解の相

違が存在する。 

裁判所は、194 条の範囲に関する見解の相違に対する回答は、5 項に明示されていると

考える。194 条の対象となる措置は汚染を規制する措置に限定されるものではなく、生態

系の保護し保全するための措置にも拡大される。イギリスが繰り返し正当化したように当

該 MPA はまさにそのような措置である。 

MPA の設立に際して、イギリスは、モーリシャスの政策との「政策を調和させるよう努

力する」義務を有している。しかし、194 条 1 項は、イギリスに最前の努力を求めるが、

他のいかなる行為に優先して海洋環境に関する措置を試みることを求めるものではないし、

特定の期限を設けるものではない。そのため、今日までの限られた当該 MPA の経過にお

いてイギリスが 194条 1項の義務に違反しているとはいえない。 

これに対して、4 項は異なるタイプの義務を課している。裁判所は、イギリスに課され

た「不当な干渉を差し控える」義務は、56 条 2項に規定された妥当な考慮を払う義務や 2

条 3項の信義則による義務と機能的に同等のものであると考える。56 条 2項と 2条 3項の

ように、194 条 4 項は、干渉の程度、他の代替可能な手段、そして問題となる権利や政策

の重要性の評価に基づいて競合する権利についてバランスのとれた行動を求めている。但

し、4 項は、権利自体というよりも、「他の国のこの条約に基づく権利の行使に当たって」

に限定されており、チャゴス諸島の返還や石油鉱物資源に関するモーリシャスの権利は現

に行使されている訳ではない。結果として、194 条 4 項は、領海内における漁業の権利に

ついてのみ適用される。 

194 条 4 項の目的のために環境的な考慮が領海におけるモーリシャスの権利の制限を正

当化する可能性を排除しない。しかし、そのような正当化には、措置の必要性に対する説

明やより制限的でない手段の追求などより真剣な取り組み（significant engagement）が求め
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られるだろう。このような取り組みは記録に見られない。結果として、MPA の設立は、194

条 4項及び領海におけるモーリシャスの漁業に関する権利と両立しない。 

 

３．最終見解（para. 544） 

環境保護区の宣言が、国連海洋法条約の条項に合致しないと結論付けるのは、海洋保護

区の実体的な質や性格、あるいは環境保護の重要性に関して何らかの見解を述べるもので

はない。裁判所の懸念は、MPA の設置の仕方であり、その内容に関するものではない。当

事国には、「主権の傘」の下で必要な範囲で、海洋環境を保護するために相互に満足のいく

取極めを得るために、本来、MPA の設定以前に行われるべきだった協議に入る可能性が開

かれている。 

 

４．裁判所内における意見対立：少数意見の概要 

以上のように、本件では本案については 5名の仲裁裁判官の全員一致で下されたが、管

轄権に関しては 2名から共同で反対・個別意見が付された15。 

同意見は、形式的にはモーリシャスによる第一申立及び第 2申立に対するものであるが、

その内容は、裁判所の管轄権行使の在り方を論じる前提として、紛争の性格付け、主要文

書である 1965 年合意の有効性、イギリスによる MPA 設置の意図16及び裁判所による違法

性判断の帰結といった本案における主要な論点のほぼ全てについて検討が行われ、多数意

見とは異なる見解が示された。 

管轄権について、同意見は、モーリシャスの主張に領有権問題の判断が含まれるとして

も、国連海洋法条約上の「沿岸国」に対する異なる見解の対立が紛争の主要な部分を占め

ることには変わりなく、この判断に必要な限りで裁判所が領有権問題について判断を下す

ことは義務的紛争解決制度で認められた裁判所の管轄権の範囲内であるとした17。 

また、1965年の約束については、チャゴス諸島の分離を一方の条件とする、その内容が

モーリシャスの自決権を侵害するものであると同時に、宗主国であるイギリスの「脅迫」

の下でなされた交渉によるものであり、国際法上、同意が有効に成立したとはいないとし

た18。さらに本案の最終見解で、イギリスによる当該 MPA の一方的な設置を違法性としな

がら、その帰結を明言せず、当事者間の協議を促したのに対し、同意見は 1965年の約束及

び 56条 2項に違反する当該 MPA の設置は無効（invalid）であると明言した19。 
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５．評価 

（１）国際法上の意義 

本件仲裁裁判では、主に国連海洋法条約上の紛争処理手続の管轄権の範囲、紛争の性格

付け、主要文書である 1965 年合意の有効性、国連海洋法条約が認める沿岸国の管轄権とイ

ギリスによる MPA 設置の整合性などが論点となった20。なかでも本件では、モーリシャス

のチャゴス諸島周辺海域への権利の根拠として 1965 年合意の有効性が検討され、この際、

裁判所は、国際法上の禁反言をイギリスのモーリシャスに対する義務の根拠として援用し

た。 

法の一般原則である禁反言は、従来の国際裁判においても、しばしば禁反言は義務の根

拠として主張され、裁判所の検討の対象となってきたが、いずれの事件でも、結論として

その具体的な適用は否定されてきた21。しかるに、本件仲裁廷は、国際法上の禁反言につ

いて４つの基準を示し、本件に則してその検討を行い、国家を両当事者とする国際裁判で

は初めて明示的に禁反言に基づく義務の存在を認定した22。 

また、本案の主題であるイギリスの一方的な MPA の設置と国連海洋法条約との整合性

との関連で、2条 3項、56条 2項、そして 194条に基づく沿岸国の権利と義務が検討され23、

沿岸国はその管轄権の行使に際して、求められる基準は表現の違いこそあれ、一貫して理

解されるべきものであること、また、他国の権利又は義務に対して払われるべき「妥当な

考慮」には、通常、関係国との協議が含まれるという解釈が示された24。 

この点を MPA に則して一般化すれば、例え国連海洋法条約 194 条に基づく環境保護を

目的とするものであって、沿岸国は一方的にこのような措置を導入できるわけでなく、特

に全面禁漁などの他国の権利に影響を与える措置については、本件で指摘されたように関

係国との協議を含む「妥当な考慮」を図るための取り組みがなされなければならないこと

になる25。 

 

（２）紛争解決への影響 

ａ．仲裁後の当事者の行動 

仲裁判断公表後、イギリスは外務省作成の報告書などにおいて、仲裁判断では領有権問

題に対する管轄権も含めてイギリスの主要な主張は受け入れられているとの立場を明らか

にしている26。MPA についてもその性格や環境保護の重要性について予断を持たないこと

が判決中で明言されていることから27、本件判決はその法的有効性に与えるものではない

との前提に立ち、改めてモーリシャスとの間で当該海域における環境保護について協議を

求めてゆく方針を示した28。 
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これに対して、モーリシャスは、MPA の存続やチャゴス諸島に対する主権問題の切り離

しを前提としたイギリスの提案に応じることはなく、国際機関の場などを通じて、MPA は

国際法上違法・無効であるとする主張とチャゴス諸島の返還を求める従来からの主張を展

開している。判決直後の2015年4月に開催されたインド洋マグロ類委員会の会合では、チャ

ゴス 諸島に対する領有権と MPA の違法・無効を主張するモーリシャスと本件判決は

MPA の無効を宣言したものではないとするイギリスとの間で議論の応酬が行われた29。そ

の後も、モーリシャスは、アフリカ連合や国連総会の場で、MPA の違法性やチャゴス諸島

の返還を求め30、2016 年 5 月には、モーリシャスは国連総会を通じてチャゴス諸島に関す

る主権の問題を国際司法裁判所に対して勧告的な意見を求める意向を表明している31。 

ｂ．国際裁判の利用への示唆 

仲裁裁判公表後いち早く同判断に関する評釈を公表した Thomas Appleby は、本件判断に

よって、本件紛争の利害関係者であるモーリシャス政府、イギリス政府、チャゴス人及び

環境保護論者の全てが、それぞれの年来の主張・政策を果たすことが出来ず、「敗者」となっ

たと評した32。 

モーリシャスはチャゴス諸島の返還の義務の確認という成果を得た一方で、1965 年合意

の有効性が認められた結果、防衛上イギリスが必要とする限り BIOT としてイギリスの主

権の下に留め置かれることについてのイギリスの立場は正当化されたことなる33。そして

本件の主題となった MPA についてはその設立の手法のみが違法であるとの判断が下され

るにとどまった。結果、前述のように両当事者による判決内容に基づく歩み寄りや協議は

見られず、本件手続開始以前と同様の議論の応酬が行われる状態が継続している。 

しばしば領有権紛争などに関して国際裁判への提訴は「紛争解決の切り札」として語ら

れる。しかし、本件の国連海洋法条約の紛争解決手続に見られるように各種の国際裁判所

はそれぞれの任務及びその設立根拠となる条約に基づき、その管轄権に制約が付されてお

り、紛争の法的側面に限っても部分的な判断しか下すことが出来ない場合も少なくない。

また本件における裁判官間の意見の対立は、そうした個々の紛争処理制度の内部において

も国際法の解釈適用によって処理すべき「紛争」それ自体の同定や長年に及ぶ包括的な交

渉の中で作成され、様々な適用除外や例外が錯綜する管轄権に関する条項を有する国連海

洋法条約の下で設置される各種の裁判所が自らの任務を如何に特定し、客観的な基準に

よって一貫した管轄権を行使することの困難さを示すものでもあった34。 

義務的管轄権の有無にかかわらず、紛争の争点の一部を裁判所に付託し、一定の法的見

解・救済について判断を求めることは、第三者の関与による事実関係の明確化や法的論点

の整理を通じて、紛争の複雑性の縮減や紛争の解決を促進することについての当事者や当
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該裁判所の期待が存在する。南シナ海仲裁裁判のように当事国の一方が裁判自体の有効性

を争っている場合であっても、本件のように仲裁裁判やその判断の有効性については争い

がない場合であっても、裁判所による「紛争処理」と当事者間の「紛争解決」の隙間を埋

めるものは当事者間の外交交渉に他ならない35。国内法における現代型訴訟では、しばし

ば立法的解決が図られる場合もあるが、国際法では、立法、すなわち新たな法の創造や問

題とされた既存の法の変更は容易ではなく、判決後に当事者を中心とする外交が機能しな

い限り、裁判所の国際法の解釈適用による「紛争処理」と紛争の解決との乖離は放置され

ることになる。 

いわゆる現代型訴訟も含め紛争当事国による部分的な利用が拡大してゆく中で、国際公

共財としての国際裁判の形骸化・空洞化を招かないためにも、今後の国際法の解釈適用に

基づく紛争解決研究は、判決内容のみならず、裁判利用後の両当事国の発言・行動の変化

も含む、法過程が未成熟な国際社会の紛争解決過程において国際裁判が果たす役割とその

限界を明確にしてゆく必要があろう。また紛争当事国においても各種の裁判手続の利用に

際しては、裁判所毎に期待しうる法的見解・救済を、その後の紛争解決ないし紛争管理の

過程において如何に用いるのかについてより戦略的な取り組みが求められよう。 

以上 

*未定稿の内容も含まれていますので、別の雑誌等に最終稿が掲載されている場合には、

そちらをご参照下さい。 
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